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平成28年９月28日（水曜日）

午後０時58分開会

会議に付託された議案等

○議案第22号 平成27年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○議案第23号 平成27年度宮崎県電気事業会計

利益の処分及び決算の認定につ

いて

○議案第24号 平成27年度宮崎県工業用水道事

業会計利益の処分及び決算の認

定について

○議案第25号 平成27年度宮崎県地域振興事業

会計利益の処分及び決算の認定

について

○報告事項

・平成27年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

継続費精算報告書（別紙２）

出席委員（５人）

主 査 渡 辺 創

副 主 査 日 髙 陽 一

委 員 中 野  明

委 員 髙 橋 透

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（１人）

委 員 緒 嶋 雅 晃

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

警察本部

警 察 本 部 長 野 口 泰

警 務 部 長 新 島 健太郎

警務部参事官兼
 澤 康 介

首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長 鬼 塚 博 美

刑 事 部 長 西 福 一

交 通 部 長 金 井 嘉 郁

警 備 部 長 片 岡 秀 司

警務部参事官兼
時 任 和 博

会 計 課 長

警務部参事官兼
長 友 信 明

警 務 課 長

生活安全部参事官兼
黒 木 義 彦

生活安全企画課長

総 務 課 長 児 島 孝 思

少 年 課 長 宮 川 博 文

生 活 環 境 課 長 重 山 勝 則

交 通 規 制 課 長 中 嶋 信 行

運 転 免 許 課 長 首 藤 昌 良

教育委員会

教 育 長 四 本 孝

教 育 次 長
片 寄 元 道

（ 総 括 ）

教 育 次 長
川 越 良 一

（教育政策担当）

教 育 次 長
坂 元 厳

（教育振興担当）

総 務 課 長 亀 澤 保 彦

財 務 福 利 課 長 大 西 敏 夫

学 校 政 策 課 長 飯 干 賢

学 校 支 援 監 金 子 文 雄

特別支援教育室長 川 越 浩 司

教 職 員 課 長 西 田 幸一郎

生 涯 学 習 課 長 恵 利 修 二

スポーツ振興課長 古 木 克 浩

文 化 財 課 長 向 井 大 蔵

人権同和教育室長 米 村 公 俊

図 書 館 長 福 田 裕 幸

美 術 館 副 館 長 四 位 久 光

総 合 博 物 館 長 長 友 重 俊

平成28年９月28日(水)
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西都原考古博物館長 田 方 浩 二

埋 蔵 文 化 財
谷 口 武 範

セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

政策調査課主幹 西久保 耕 史

○渡辺主査 ただいまから、決算特別委員会文

教警察企業分科会を開会をいたします。

まず、分科会の日程についてです。分科会の

日程については、お手元に配付の日程案のとお

りでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 それでは、そのように決定をいた

します。

次に、先ほど開催されました主査会における

協議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部の説明についてであ

ります。お手元に配付の説明要領により行いま

すが、決算事項別の説明は、目の執行残が100万

円以上のもの及び執行率が90％未満のものにつ

いて、また、主要施策の成果は、主なものにつ

いて説明があると思いますので、審査に当たっ

てはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合についてですが、主査において、他の分科

会との時間調整を行った上で、質疑の場を設け

ることとする旨、確認がなされましたので、よ

ろしくお願いいたします。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午後０時59分休憩

午後１時１分再開

○渡辺主査 分科会を再開いたします。

それでは、平成27年度決算について、執行部

の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○野口警察本部長 先日の常任委員会における

警察本部関係の議案審査につきましては、御審

議をいただきまして、まことにありがとうござ

いました。引き続き、適正な警察行政の推進に

努めてまいりたいと考えております。

本日は、平成27年度の警察本部に係る決算の

概要及び平成27年度に推進してまいりました主

要施策について御説明をさせていただきます。

平成27年度一般会計の決算につきましては、

予算額264億1,263万7,653円、支出済額262

億1,350万628円であり、常に適正な予算執行に

努めてまいったところであります。

また、平成27年度は、宮崎県総合計画「未来

みやざき創造プラン」に掲げられた将来像であ

る安全な暮らしが確保される社会の実現を目指

し、安全で安心なまちづくりと交通安全対策の

推進を施策の柱として各種事業に取り組んだと

ころでございましたので、これらについて御審

議のほどをよろしくお願いいたします。

決算の概要と主要施策の成果については、お

手元に配付しております決算特別委員会（分科

会）の資料により、警務部長から具体的に説明

をさせていただきます。

県警につきましては、今後も予算を有効かつ

適正に執行するとともに、時代に対応した施策

に取り組み、安全で安心な宮崎を目指し、努力

していく所存でございますので、よろしくお願

いいたします。

私からは以上でございます。

○新島警務部長 それでは、私のほうから、警

平成28年９月28日(水)
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察本部の平成27年度決算の概要について御説明

いたします。

お手元の平成27年度決算特別委員会資料をご

らんください。

まず、２ページをお開きください。

平成27年度決算事項別明細総括表により、平

成27年度の決算の概要について御説明いたしま

す。

警察本部の一般会計につきましては、予算

額264億1,263万7,653円、支出済額262億1,350

万628円、翌年度繰越額1,000万円、不用額１

億8,913万7,025円、執行率99.2％、繰越額を含

めた執行率99.3％でありました。

これより、目の不用額が100万円以上のもの及

び執行率が90％未満のものにつきまして御説明

させていただきますが、平成27年度は執行率が90

％未満のものはございませんでした。

３ページをお開きください。

決算の明細につきまして御説明いたします。

まず、（款）１警察費（項）１警察管理費（目）

１公安委員会費につきましては、予算額1,340万

円、支出済額1,272万6,908円、不用額67万3,092

円、執行率95.0％でありました。

公安委員会費は、公安委員や警察署協議会委

員の報酬及び公安委員会の運営に要する経費等

でありますが、その不用額の主なものは公安委

員や警察署協議会委員の報酬等の不用額であり

ます。

次に、（目）２警察本部費につきましては、予

算額213億1,825万4,653円、支出済額212億4,429

万4,861円、不用額7,395万9,792円、執行率99.7

％でありました。

警察本部費は、職員の人件費及び警察職員の

設置に要する経費でありますが、その不用額の

主なものは、給料における中途退職者給与等の

減、職員手当等における退職手当等の減、次の

ページになりますけれども、旅費における赴任

旅費等の減、需用費における警察事務関係消耗

品費等の減であります。このうち、不用額の大

きい退職手当等の減につきましては、退職者は

定年退職のほか、希望退職や自己都合による退

職もあることから、多目に予算を編成しており

ました。しかし、最終的に、１月以降、自己都

合による退職者が少なかったことから、不用額

が生じたものであります。

赴任旅費等の減につきましては、職員の人事

異動に伴う赴任旅費等の執行残であります。

警察事務関係消耗品費等の減につきましては、

事務用品購入に係る入札残や複写機コピー代の

執行残による不用額が生じたものであります。

次に、（目）３装備費につきましては、予算額

４億6,698万8,000円、支出済額４億3,379万3,722

円、不用額3,319万4,278円、執行率92.9％であ

りました。

装備費は、警察の機動力や警察装備の整備に

要する経費でありますが、その不用額の主なも

のは、需用費における警察車両維持費等の減、

役務費におけるヘリコプター保険料等の減であ

ります。このうち、不用額の大きい警察車両維

持費等の減につきましては、各種車両整備に要

する消耗品等の入札残や、燃料費単価が安くなっ

たこと及び燃料の使用料が見込みより少なかっ

たことにより、不用額が生じたものであります。

次の（目）４警察施設費につきましては、予

算額９億6,560万7,000円、支出済額９億5,046

万6,681円、翌年度繰越額1,000万円、不用額514

万319円、執行率98.4％、繰越額を含めた執行

率99.5％でありました。

警察施設費は、警察施設の計画的整備と適正

な管理に要する経費でありますが、その不用額
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の主なものは、次の５ページになりますけれど

も、委託料における庁舎維持管理委託料等の減

であります。庁舎維持管理委託料等の減につき

ましては、樹木維持管理委託等の入札残による

不用額が生じたものであります。

工事請負費の翌年度繰越額1,000万円につきま

しては、「えびの警察署庁舎建設整備事業」の繰

越明許費であります。これは、えびの警察署建

設地の境界線であります水路の改修工事を行う

ものでありまして、水路の改修工事の設計が平

成27年11月に完成したことから、改修工事を施

工する小林土木事務所と協議しましたところ、

水路改修工事の標準工期が約120日であり、契約

手続等の関係から、年度内に工期を確保するこ

とが困難であることが判明しました。

また、水路改修工事の施工時期は、水路の流

量の減少する渇水期に設定するのが一般的であ

り、水路改修工事を施工するのは、平成28年８

月以降が適期であるとの結論に達しました。こ

のことから、平成28年度に予算を繰り越したも

のであります。

なお、改修工事につきましては、本年６月末

に契約締結をしておりまして、10月末に完成予

定であります。

次に、（目）５運転免許費につきましては、予

算額７億3,659万4,000円、支出済額７億2,574

万122円、不用額1,085万3,878円、執行率98.5％

であります。

運転免許費は、自動車運転免許試験及び各種

講習その他運転免許事務処理に要する経費であ

りますが、その不用額の主なものは、需用費に

おける運転免許事務関係消耗品費等の減、委託

料における高齢者講習委託費等の減であります。

運転免許事務関係消耗品費等の減につきまして

は、運転免許事務に必要な複写機コピー代や、

ＩＣ免許証等の消耗品費の執行残により、不用

額が生じたものであります。

高齢者講習委託費等の減につきましては、高

齢者講習の受講者数が見込みより少なかったこ

とにより、不用額が生じたものであります。

最後に、次の６ページに移りまして、（項）２

警察活動費（目）１警察活動費につきましては、

予算額29億1,179万4,000円、支出済額28億4,647

万8,334円、不用額6,531万5,666円、執行率97.8

％であります。

警察活動費は、警察活動全般に要する経費や

信号機及び道路標識等の交通安全施設の維持・

整備に要する経費でありますが、その不用額の

主なものは、報償費における協力援助者の災害

給付金等の減、旅費における警察活動旅費等の

減、需用費における交通安全施設維持電気料等

の減、役務費における警察電話使用料等の減、

委託料における自動車保管場所証明事務委託料

等の減、使用料及び賃借料における高速道路使

用料等の減、工事請負費における交通安全施設

工事費等の減であります。このうち、不用額の

大きい交通安全施設維持電気料等の減につきま

しては、交通信号機等の維持に係る電気料金が

値下げしたため、不用額が生じたものでありま

す。

警察電話使用料等の減につきましては、本部

や警察署で使用する電話回線使用料などに不用

額が生じたものであります。

自動車保管場所証明事務委託料等の減につき

ましては、申請者が見込みより少なかったこと

により、不用額が生じたものであります。

以上で、平成27年度決算事項別明細の説明を

終わります。

続きまして、平成27年度主要施策の成果につ

きまして御説明いたします。
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ただいま説明に使いました平成27年度決算特

別委員会資料の１ページにあります宮崎県総合

計画未来みやざき創造プラン（公安委員会関係）

をごらんください。

これは、未来みやざき創造プランにあります

分野別施策のうち、警察本部に関連するものを

体系表にしたものであります。

警察本部におきましては、くらしづくりの分

野において、将来像として、１、安全な暮らし

が確保される社会に位置づけられた（１）安全

で安心なまちづくりと（２）交通安全対策の推

進を施策の柱として、それぞれ基本的方向性に

基づき、施策推進のための各種事業に取り組ん

だところであります。

なお、このページにつきましては、この後の

説明であわせて使用いたしますので、開いたま

まにしていただくようお願いいたします。

それでは、お手元にあります、今度は別冊の

平成27年度主要施策の成果に関する報告書をご

らんください。

383ページをお開きください。

まず、１、安全な暮らしが確保される社会の

（１）安全で安心なまちづくりにつきまして御

説明いたします。

当該施策の目標は、県民一人一人が防犯意識

を高めるとともに、行政・事業者・地域住民等

が業種や世代を越えて、犯罪の防止や安全の確

保に必要な取り組みを行うことによって、高い

規範意識ときずなが根づき、犯罪の起きにくい

安全で安心なまちづくりが推進される社会を目

指すものであります。

再度、先ほどの平成27年度決算特別委員会資

料の１ページのほうをごらんください。

安全で安心なまちづくりの基本的方向性とい

たしまして、犯罪の起きにくい安全で安心なま

ちづくりの推進、少年の非行を生まない社会づ

くりの推進、被害者支援活動の推進の３つを掲

げております。

このうち、犯罪の起きにくい安全で安心なま

ちづくりの推進につきましては、主な事業とし

て、主要施策の成果に関する報告書の383ページ

の表にありますように、「地域の安全を守る街頭

活動強化事業」、「サイバー犯罪等捜査強化事

業」、「事業所暴力団等排除責任者講習事業」、「特

殊詐欺被害防止コールセンター事業」を推進い

たしました。

このうち、地域の安全を守る街頭活動強化事

業につきましては、交番相談員を県下12警察署44

交番に47人を配置して、一部の業務を交番勤務

員にかわって行わせるとともに、警察安全相談

員を警察本部及び県下10警察署に18人配置して、

警察官にかわって警察に寄せられる多種多様な

相談を受理しております。これにより、警察官

は警ら活動や捜査活動などの街頭活動を強化し、

地域の安全を確保いたしました。

サイバー犯罪等捜査強化事業につきましては、

増加するサイバー犯罪の被害防止を図る目的で、

児童や保護者、教育関係者等を対象としたサイ

バーセキュリティカレッジを147回開催するとと

もに、サイバー犯罪に迅速、的確に対応するた

め、インターネット捜査情報収集用端末装置の

整備などを行いました。

事業所暴力団等排除責任者講習事業につきま

しては、各事業所で選任された責任者に対しま

して、暴力団等反社会的勢力による不当要求等

の被害防止を図るため、その対応要領の教示を

目的として、事業所暴力団等排除責任者講習を30

回開催しております。

特殊詐欺被害防止コールセンター事業につき

ましては、増加する特殊詐欺の被害防止を図る
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ため、被害を受けるおそれのある県民に対して、

業務を委託した民間事業者のオペレーターが、

特殊詐欺の手口やその対策について、注意喚起

の電話を行いました。

次に、基本方向性の少年の非行を生まない社

会づくりの推進につきましては、主要施策の成

果に関する報告書の384ページをごらんくださ

い。

主な事業としまして、表にありますとおり、

「少年サポートセンター運営事業」、「少年に手

を差し伸べる立ち直り支援事業」、「未来を担う

少年育成のためのスクールサポーター事業」を

推進しました。

少年サポートセンター運営事業につきまして

は、警察本部及び宮崎北警察署を初めとする県

内６警察署に設置しております少年サポートセ

ンターを中心としまして、小・中・高校等を対

象とした非行防止・薬物乱用防止教室を延べ423

回開催いたしました。あわせて、犯罪被害等を

受けた少年14人を支援の対象として指定し、家

庭訪問など継続的な支援を行ったほか、少年相

談497件を受理するなど、少年の非行防止と保護

活動を推進しております。

少年に手を差し伸べる立ち直り支援事業につ

きましては、過去に非行があり、かつ再非行の

おそれのある少年に対して、農業体験やスポー

ツ活動等を通じて社会に溶け込もうとする意欲

を醸成するもので、12回開催し、延べ64人の少

年が参加しました。

未来を担う少年育成のためのスクールサポー

ター事業につきましては、スクールサポーター

を警察本部少年課及び宮崎北警察署を初めとす

る県内８警察署に各１人の合計９人を配置して、

小・中・高校等からの相談受理や助言、パトロ

ール活動等を行い、学校内外における少年の非

行防止と子供を犯罪から守る活動を推進してお

ります。

次に、基本方向性の被害者支援活動の推進に

つきましては、主要施策の成果に関する報告書

の主な事業として、384ページの表の下から２番

目以降にありますとおり、「犯罪被害者援助団体

への業務委託事業」、「犯罪被害者支援推進事業」

を推進しました。

犯罪被害者援助団体への業務委託事業につき

ましては、公益社団法人みやざき被害者支援セ

ンターに対しまして、広報啓発活動やカウンセ

リング事業等を委託して、電話・面接相談受理

や付き添い等の直接支援を611回、専門家による

カウンセリングを32回実施しております。

次に、犯罪被害者支援推進事業につきまして

は、犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、

診断書や初診料等の医療費等について、公的負

担を131件行うとともに、被害者の病院付き添い、

事件後の相談受理等の被害者支援を359件実施す

るなど、積極的な被害者支援に努めました。

続きまして、隣の385ページをごらんください。

施策の進捗状況でありますが、上の表にあり

ますとおり、刑法犯認知件数は、平成30年を最

終年として7,000件までに抑制することを目標値

としておりますが、昨年は6,632件と目標値を上

回る実績値となっております。

また、非行防止教室の開催回数は、平成30年

には450回の開催を目標値としておりますとこ

ろ、昨年は428回開催しております。

さらに、特殊詐欺認知件数は、平成30年を最

終年として59件までに抑制することを目標値と

しておりますが、昨年は45件と目標値を上回る

実績値となっております。

次に、施策の成果等についてでありますが、

主な事業について要約いたしますと、①の犯罪
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抑止対策につきましては、交番相談員等の配置

による警察官の街頭活動強化はもとより、地域

の安全安心を確保するため、地域の犯罪情勢に

即した警察活動を戦略的に展開いたしました。

平成27年は、犯罪抑止計画として、子供・女

性の安全安心確保対策、特殊詐欺対策及び住宅

対象の侵入窃盗対策の３点を設定し、さらに、

各警察署ごとの犯罪抑止計画も設定して、犯罪

抑止対策を推進しました。

その結果、平成27年の刑法犯認知件数は6,632

件となり、戦後最多となった平成14年と比較し

て、マイナス62.5％となり、現在の警察統計方

式となった昭和41年以降、最小値を記録いたし

ました。

次に、②のサイバー犯罪対策につきましては、

児童や保護者、教育関係者等を対象としたサイ

バーセキュリティカレッジを開催するなど、広

報・啓発活動を推進し、サイバー空間の脅威に

立ち向かう社会全体の機運の醸成を図りました。

また、インターネット捜査情報収集用端末装

置を整備して、サイバー犯罪に迅速、的確に対

応する捜査環境を整備するとともに、捜査員に

対する教養研修会を開催し、捜査員のサイバー

犯罪能力の向上に努めました。

次に、④の特殊詐欺被害防止対策につきまし

ては、高齢者が被害に遭う割合が高いなど、依

然として厳しい情勢にあることから、取り締ま

りと予防の両面から諸対策を推進しました。

取り締まりにつきましては、だまされたふり

作戦等の現場設定型の捜査による検挙、特殊詐

欺の犯行ツールとなっている預金口座や携帯電

話の不正売買など、助長犯罪の検挙と犯行ツー

ルの無力化対策を推進しました。

また、予防対策としましては、特殊詐欺被害

防止コールセンターを初め、市町村の防災メー

ルやバス車内アナウンスを利用して、特殊詐欺

の現状や手口、対処要領等について周知を図り、

注意喚起に努めるとともに、金融機関や宅配物

取扱業者等と連携した水際防止対策を推進しま

した。

これらの対策により、平成27年中の特殊詐欺

被害は、被害額が特殊詐欺の統計をとり始めて

以来過去最高となった平成26年に比べ、認知件

数で14件、被害額で約１億8,170万円の減少とな

りました。

次に、386ページに移りまして、⑤の少年の非

行防止対策につきましては、少年警察ボランティ

アと連携した少年補導活動、教職員と連携した

非行防止教室の開催など、関係機関・団体と連

携した少年非行対策を推進しました。

さらに、学校や教育事務所等と連携し、スク

ールサポーターが問題の認められる少年に関す

る相談・指導を行いました。

また、インターネットの違法・有害情報対策

として、フィルタリング普及の取り組みを推進

することなどにより、平成27年の刑法犯少年の

総数は前年よりも増加したものの、ここ５年間

の刑法犯少年は減少傾向が見られることから、

今後も引き続き少年の非行防止対策を推進し、

少年の規範意識の向上を目指した各種施策を継

続する必要があると考えております。

以上、施策の成果につきまして説明したとお

り、犯罪の抑止には一定の成果が得られており

ますが、引き続き体感治安の確保に向けた総合

的な犯罪抑止対策を継続して推進してまいりま

す。

なお、386ページから次の387ページにかけて

は、平成23年以降の刑法犯認知件数等の関係資

料であります。説明につきましては、割愛させ

ていただきたいと思います。



- 8 -

平成28年９月28日(水)

次に、388ページをごらんください。

施策の柱であります（２）交通安全対策の推

進であります。

当該施策の目標は、県民一人一人の交通安全

意識の高揚が図られるとともに、安全で円滑・

快適な交通環境が整備されること等により、交

通事故のない安全で安心な社会を目指すもので

ありまして、平成27年度決算特別委員会資料の

１ページにも記載されております基本方向性と

して、交通安全意識の高揚、安全な交通環境の

整備の２つを掲げております。

このうち、交通安全意識の高揚につきまして

は、主な事業として、主要施策の成果に関する

報告書の388ページの表にありますように、「交

通安全指導員委託事業」、「高齢者のための交通

安全対策事業」、「レーダースピードメーター更

新整備事業」、「放置駐車違反処理・管理システ

ム等整備事業」を推進いたしました。

交通安全指導員委託事業につきましては、一

般財団法人宮崎県交通安全協会への委託事業で

ありまして、県下53人の交通安全指導員による

高齢者宅を訪問しての交通安全教育や、通学路

や交通量の多い道路における子供や高齢者への

通行誘導活動などを行ったところであります。

高齢者のための交通安全対策事業につきまし

ては、高齢者の交通事故を防止するため、民間

委託による交通安全教育隊がドライビングシ

ミュレーター等を搭載した交通安全教育車を活

用して、県内各地で出前型の交通安全講習会を

行うとともに、県内10地区の自動車学校におい

て、高齢運転者を対象とした運転技能審査会を

開催するものでありまして、高齢者を対象とし

た参加・体験・実践型の安全教育を行いました。

レーダースピードメーター更新整備事業につ

きましては、速度違反取り締まりに使用するレ

ーダースピードメーターの整備でありまして、

また、放置駐車違反処理・管理システム等整備

事業につきましては、放置駐車違反に関する情

報を処理・管理するシステムの整備等を行うも

のでありまして、ともに効果的な交通違反取り

締まりを行うことを目的とし、ドライバーの交

通法規の遵守を図ることで、交通事故の抑止に

資するものであります。

次に、基本方向性の安全な交通環境の整備に

つきましては、主要施策の成果に関する報告書

の主な事業といたしまして、388ページの表の一

番下と、次の389ページにありますとおり、「交

通安全施設整備事業」、「災害に強く環境に優し

い信号機等整備事業」を推進しました。

この２つの事業の中で、平成26年度から繰り

越した信号機１基を含み、合計13基の信号機を

新設したほか、交通管制システムの更新や信号

機のＬＥＤ化及び信号柱の鋼管化等の交通安全

施設の整備により、歩行者、車両運転者の安全

性・快適性の確保を図ったところであります。

次に、施策の進捗状況でありますが、389ペー

ジの下の表にありますように、交通事故死者数

につきましては、平成30年には39人まで抑制す

ることを目標値としておりますが、昨年は52人

で、前年より３人増加しました。交通事故死傷

者数につきましては、平成30年には9,000人まで

抑制することを目標値としておりますが、１

万1,010人と前年より573人減少しております。

次に、390ページをごらんください。

施策の成果等について要約して説明させてい

ただきますと、まず、①の交通安全指導員につ

きましては、子供と高齢者の交通安全対策とし

て、登下校時の保護者誘導活動のほか、高齢者

宅訪問指導や歩行環境シミュレーターを活用し

た交通安全教育を行うなど、交通安全意識の啓
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発活動に取り組んだところであります。

その結果、子供の事故については減少傾向に

あり、一定の成果は見られるところであります

が、高齢歩行者の死亡事故は依然として高い割

合で推移していることから、今後とも生活安全

指導員による交通安全活動を継続して実施して

いく必要があります。

次に、②の高齢者のための交通安全対策につ

きましては、県内各地において、交通安全教育

隊によるドライビングシミュレーター等を搭載

した交通安全教育車を活用した参加・体験・実

践型の安全教育を強力に推進したところであり

ます。しかしながら、平成27年中の高齢死者数

は35名で、全死者数に占める高齢死者の割合

は67.3％と全国平均を10ポイント以上も上回る

など、高齢者の交通事故防止対策は本県の重要

課題となっておりますことから、今後も本施策

を継続して実施していく必要があります。

次に、③のレーダースピードメーター更新整

備及び放置駐車違反処理・管理システム整備に

つきましては、速度超過に起因する交通事故を

抑止するため、効果的な速度違反取り締まりを

行うための機器を計画的に整備し、また、違法

駐車の取り締まりを強化するためのシステムを

導入し、悪質・迷惑・危険性の高い違反の取り

締まりを推進しました。

最後に、④の交通安全施設の整備につきまし

ては、交通事故多発地点や新設道路に信号機を

設置し、また、視認性がよく消費電力の少ない

ＬＥＤ灯器の設置を推進し、交通事故の抑止と

交通の円滑化を図りました。また、コンクリー

ト製信号柱を鋼管柱化するなど、災害対策も視

野に入れた交通安全施設の更新整備を行いまし

た。

なお、390ページの下から次の391ページにか

けての表は、平成23年以降の交通安全教室の実

施回数等の関係資料であり、資料の説明につき

ましては割愛させていただきます。

以上で、平成27年度主要施策の成果に関する

報告についての説明を終わります。

最後になりますが、監査における指摘事項に

つきましては、最初にごらんいただきました平

成27年度決算特別委員会資料の７ページに記載

してありますとおり、指摘は特にございません

でした。

なお、注意事項につきましては、次の８ペー

ジに記載してありますとおり、こちらも特にご

ざいませんでした。

以上で説明を終わります。

○渡辺主査 ありがとうございました。

執行部の説明が終了いたしましたので、委員

の皆様から質疑がございましたら、お願いいた

します。

○中野委員 中身で、何点かお尋ねします。

まず、説明資料の４ページ、交際費という項

目があるけれど、なかなか議会でも使うような

内容がなくて、交際費って一体何だろうと思っ

ているんですけれど。この交際費の44万4,600円、

中身はどんなので使いますか。

○時任会計課長 警察本部費の交際費の中身に

ついての御質問でありますけれども、これにつ

きましては、警察本部長と県下13警察署の所長

がそれぞれ執行するものであります。

行政執行上、あるいはその利益のために、県

の代表として外部との公の交渉をする場合に執

行しておりまして、具体的には名刺代、それと

慶弔とか、儀礼的経費、香典、それとか社交的

経費ということで懇親会等の会費等に使ってお

ります。

○中野委員 いや、どんどん使ってもらいたい
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んです。名刺は、本部長だけの。

○時任会計課長 これは、警察本部長と県下13

警察署の所長になります。

○中野委員 次、その下の補償・補塡及び賠償

金、これ、予算額と支出額が同額なんですけれ

ど、きっちり３円まで一緒の金額だけど、これ、

中身はどういうのですか。

○時任会計課長 補償・補塡及び賠償金につき

ましては、あらかじめ予算措置をされていない

科目であります。事案が発生した場合には、そ

れぞれに係る補償、損害賠償等予備費から流用

して、支出していますので、予算額と決算額が

同額となっているものであります。

○中野委員 ちょっと、ようわからんですので、

具体的に。補償・補塡償金で計上してない、も

う一回。

○時任会計課長 これは、事案が発生した場合

に、それぞれに係る補償とかを予備費から流用

しております。

当初から予算措置はしておりません。そうい

う事案があったときに、予備費から流用してお

りますので、予算額と決算額が同額になるとい

うことであります。

○中野委員 最初に、予備費を使い切るわけで

すか。同額になるというのが、使い方としては、

こっちを先に使って、足りんところをどうかす

るわけ。全く３円まで予定しとるのが。

○時任会計課長 もともと予備費については、

県のほうで予備費の予算を確保してもらってお

ります。その中から必要な補償とかにつきまし

て、県警のほうでそれをいただいて執行してい

るということになります。警察だけで見たら、

もともと予算措置されていないところでありま

すので、県からいただいてそれを執行するとい

う形になります。

○中野委員 財政課から。

○時任会計課長 予算的には、財政課から予備

費をもらって執行しているところであります。

○中野委員 それから、もう一つ、５ページの12

の役務費。これの中身はどういうのですか。

○新島警務部長 警察施設費の役務費の内訳で

ございますが、浄化槽、受水槽の法定検査手数

料や不動産の購入・売却予定地の鑑定手数料、

警察庁舎・職員宿舎の火災保険料等であります。

○中野委員 その下の使用料及び賃借料は、こ

れは何ですか。

○新島警務部長 警察施設費における使用料、

賃借料の内訳でございますけれども、こちらは、

職員宿舎借家料やリース交番賃借料、プレハブ

庁舎リース料、宮崎県総合自動車運転免許セン

ター建設に係る借入償還金等であります。

○中野委員 次、成果。いつも私は言うんです

けれど、この単年度予算で成果がどうかという

のは、逆に書くほうも難しいじゃろうなと思っ

ているんです。それで、この間も言いましたけ

れど、この成果表の386ページの刑法犯認知件数、

これ6,000というのは、てげ多いなと思う。結局、

これは自転車泥棒まで入っているんですよね。

やっぱり重大事故と命にかかわるのと、万引き

とか自転車泥棒、そこ辺を分けて。前も私は要

望しておったと思うんですけれど、この中身は

どんな状況。

○鬼塚生活安全部長 それでは、平成27年のこ

の6,632件の内訳について御説明させていただき

ます。

まず、殺人、強盗等をいいます凶悪犯と申し

ますのは15件。傷害とか暴行、こういう粗暴犯

というのが469件。次に、詐欺とか申します知能

犯、これが245件。わいせつ的なもの、風俗犯と

いいますが、これが85件。ということで、最も
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多いのが、先ほども言いました窃盗犯でござい

ます。これが5,033件ということで、刑法犯の76

％をこの窃盗犯が占めております。

○中野委員 刑法犯の種類というのはどんなも

のがありますか。いわゆる五千何ぼの分。

○鬼塚生活安全部長 刑法犯でございますか。

○中野委員 五千何ぼというのの種類。

○鬼塚生活安全部長 主なものを申し上げます

と、まず侵入盗と申しまして、建物の中に入っ

て物を盗むと、こういうものがございます。こ

れが、昨年１年間では554件。御質問にありまし

た自転車盗というのが最も多いわけですけれど

も、これが1,985件でございます。主なものと申

しますと、それと万引きです。これが744件。こ

れが多いような罪状でございます。

○中野委員 だから、この軽犯罪以外のやつと

いうのは、15件とか469とか245とか、そこ辺の

数字というのはどうなんですか。やっぱり、我

々はこの評価をする場合は、なかなかこれは難

しいです。実際、宮崎の治安はどうかなという

ような話で、大体聞きたいんです。こんな予算

ごとの成果がどうかって、聞いたってしょうが

ないと思ってるんです。今のこの刑法犯の上の

ほう、15件とか469とか。そんな数値、いわゆる

軽犯罪じゃない部分の推移です。

○渡辺主査 凶悪犯と粗暴犯と知能犯のそれぞ

れの数の推移が減っていってるのか、横ばいな

のか、ふえているのかというのがわかりますか

ということですね。

○西刑事部長 刑法犯につきまして、大体過去10

年を見てみますと、10年前が１万1,000件。平成27

年は6,632件ですので、やっぱり半減をしている

というような状況で、年々減少しているという

状況にございます。

○中野委員 ぜひ、内訳を、どっかメモでも出

してください。この6,000件の減ったかふえたか

を、自転車泥棒も含めてみたってしょうがない

と私は思うんです。

○鬼塚生活安全部長 ちなみに、平成27年と26

年の比較でございますけれども、例えば、先ほ

ど言いました凶悪犯というのが昨年15件でござ

いまして、その前の26年につきましては40件と

いうことで、大きく減少をいたしております。

また、粗暴犯につきましては469件。前年と比

べますと13件というふうに若干増加をいたして

おります。

次に、窃盗犯につきましては、昨年が5,033件、

一昨年が5,547件。マイナス514件ということで

大きく減少いたしております。

その他、知能犯につきましても、昨年が245件

ですが、一昨年が257件ということで。こちらの

ほうもマイナス12件で、粗暴犯を除きましては、

全ての罪種で減少いたしておるということでご

ざいます。

○中野委員 やっぱり宮崎の治安がどうかとい

うのは、そこら辺が主になるんで、前も私は要

望を出しておったけれど、来年、そこら辺、どっ

かに入れてください。要望しておきます。

○渡辺主査 資料はいいですか。

○中野委員 もういいです。

○渡辺主査 いいですね。ほかに。

○中野委員 次。それと、一番下386ページのサ

イバー犯罪、これは、実際、受理件数はあるけ

れども、宮崎でサイバー犯罪の認知というの、

そういう事件はどうなんですか。

○重山生活環境課長 生活環境課です。

サイバー犯罪につきましては、県内で年間

約1,500件ほどの相談を受けております。その中

で、事件としましては、47件を27年中は検挙し

ております。
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○中野委員 だから、やっぱり件数よりか、ど

んな実態があったかというのが、相談何ぼ受け

たというよりか大事なんです。それが成果だと。

宮崎のサイバーの犯罪ってどういうのがあるん

ですか。

○鬼塚生活安全部長 検挙しましたこのサイバ

ー犯罪について御説明させていただきますと、

大きく分けて３つの種類がございます。

１つ目は、ネットワーク利用犯罪と申しまし

て、要はインターネットを利用した犯罪でござ

います。これにつきましては、例えば、わいせ

つ図画の陳列とか、また、それを利用した、結

局は福祉犯罪、子供等の児童買春とか、要はイ

ンターネットを利用した犯罪、こういうものが

一つございまして、昨年は、先ほど課長が言い

ました47件中の44件がこのネットワーク利用犯

罪というものでございます。

あと、不正アクセス禁止法というのがござい

まして、要は、不正にアクセスをするというこ

とです。他人のＩＤ、パスワードを使って、無

断で各サービスを受けるという不正アクセスが、

昨年１件でございます。

あと、コンピューターまたは電磁的記録を対

象とした犯罪に分けられるんですけれども、こ

れにつきましては、要はコンピューターにアク

セスをしまして、不正な記録を搾取するとかい

うものがございます。こういうものが昨年２件

ということで、ほとんどがネットワーク利用犯

罪ということでございます。

○中野委員 県外の人が入り込んで被害に遭っ

たのが宮崎県の人ということですか。宮崎県に

住んでいる人がサイバーで入り込んで被害与え

たのか、それはどうなんですか。

○鬼塚生活安全部長 このインターネットを利

用した犯罪と申しますのは、世界中どこにいて

も犯罪を行うことができるということでありま

して。被害者が県内居住者であっても被疑者が

県外居住者であるということが多くございまし

て、事件の発生場所も県内とは限らないという

ものであります。

○中野委員 それはわかっているから。宮崎県

でそういう人のパソコンに入り込むようなプロ

みたいな人がおって、犯罪があったのかなとい

うのをちょっと知りたいわけです。今、何件か

あったというのは、被害に遭った人ですよね。

○重山生活環境課長 昨年の事件の検挙の例で

ありますけれども、ライブチケットをインター

ネット上で購入を図って、実質これ詐欺で検挙

しておりますけれども。この被疑者については

県外─この場合は東京の被疑者ですけれども、

被害者については、宮崎県を初め全国に多数い

たということで、犯行する被疑者が県外という

のが多いというような状況ではございます。

○中野委員 最後。それから387ページ。安全相

談処理状況、相談受理件数とか、やっぱり予算

とって、こういう人を置いて、これだけ相談が

ありましたよといえばそれでいいわけですよね。

相談受理件数というのは、ただ、相談の電話が

何かあったらそれを１件と数えるのか。相談に

よって処理したとか、解決したとか、何かそう

いうのがないと。ただ相談員が何人いて、当然、

これは相談員は予算によって、相談員をつける

わけですから、相談受理件数、いろんなのがあ

る中で、それが事件の何か解決につながったと

か、何かそこ辺はないんですか。

ただ、やみくもに電話の相談が来た件数です

というだけの実績でも、実績は実績ですよね。

よく相談があるけれど、中身的には本当に相談

の内容、どんなふうに分析したかとか、そうい

うのがないと。ただ、よくみんなこんな電話番
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号知っとるなと私は感心するんやけど。

○児島総務課長 警察安全相談の受理件数のみ

が出ておるという御意見でございます。確かに

そういうことでございますが、警察安全相談に

つきましては、警察が最終的に処理できるもの、

あるいは他機関に紹介するなどして助言をする

もの、大変多岐にわたっております。その総数

が、この平成27年中に２万件余りということで、

結果的に解決、いわゆるそれぞれの対応が終了

したというのが大体95％ぐらいは例年いってお

るのですが。残りの中で継続して対応をする、

あるいは事件化として検挙する等との内訳があ

りまして、その詳細は、今のところ数字として

は持っておりません。

○中野委員 この相談件数が減ったほうが安全

なのか、ふえたほうがいいのかという話。この

間もしたように、やっぱり中身を少しは分析し

てもらわんと。

ただ、間違い電話が来るかもわからんし、も

うちょっと分析する必要があるかなと思います

ので。

○児島総務課長 そのようにいたします。

まず、相談の対応については、とにかくいた

だいた相談は幅広く全て受理という方向でやっ

ております。その分の数は当然上がると思うの

ですが、その中身については、誤りなく対応を

進めてまいりたいと思っております。

○渡辺主査 よろしいですか。ほか、いかがで

しょうか。

○髙橋委員 委員会資料の６ページ、警察活動

費の委託料の不用額が1,000万以上あるわけです

が。その説明が右のほうにありますけれど、こ

の成果報告書を見ると、全て大体使い切ってい

らっしゃるんですが、委託料はこのほかに細々

あっての不用額なんでしょうか。

○時任会計課長 警察活動費の委託料の内訳で

ありますけれども、これにつきましては、交通

安全施設の維持委託料や交通安全指導員の委託

料、自動車保管場所証明事務に要する経費、風

俗営業管理者等講習委託料、事業所暴力団等排

除責任者講習等の委託料でありまして、それぞ

れの合計で執行残、不用額が出たところであり

ます。

○髙橋委員 388ページの主要施策の報告書を見

て、先ほど申し上げたんですけれど、今、ここ

に書いてないことをおっしゃったものの執行残

が1,000万何がしあるということですね。

○時任会計課長 そのとおり、今、御説明させ

ていただきました各種委託料の執行残等が不用

額として1,000万円になっております。

○髙橋委員 1,000万円といったら大きいから。

委託料の中でも、もうちょっと詳しく説明いた

だいたほうがよろしいかと思いますが。

○時任会計課長 この中の不用額の主な理由と

しましては、自動車保管場所証明事務に係る現

地調査及びデータ入力業務において、申請者が

見込みよりも少なかったことから執行残が出て

おります。

○髙橋委員 額まで。

○時任会計課長 この自動車保管場所証明事務

に要する経費の執行残につきましては48 4

万9,403円となっております。

○髙橋委員 わかりました。

引き続き、主要施策のところでお聞きします

が、385ページの施策の成果等の④番で、だまさ

れたふり作戦というのがありますけれど、つい

最近、新聞でちらっと見た記憶があって、裁判

で負けてましたよね。いわゆる、だまされたふ

り作戦をすることはいいんでしょうけれど、そ

れで、検挙されたんですか。
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ただ、だまされたふりだから、実際的には詐

欺行為は成立してないという裁判所の言い分

だったと思うんですけれど。どの段階で決着し

ているかどうか、私もちょっと記憶してません

が、このだまされたふり作戦は有効な捜査手段

としてやってらっしゃるということで理解して

いいんですね。

○西刑事部長 だまされたふり作戦は、今言わ

れたとおり、適正な捜査としてやっております。

今の委員の指摘は、福岡県の事例だと思います

けれども、これは、まだ控訴しておるというこ

とですから、これについての見解は差し控えさ

せていただきますけれども。いろいろ弁護士側

も言い分があると思うんですけれども、警察と

すれば、これは有効な捜査手法ということで、

今後とも適正に進めていきたいと考えておりま

す。

○髙橋委員 わかりました。

389ページの信号機の関係。これ、13基という

報告を口頭でされましたが、３基と８基との関

係はどういうふうに理解すればいいでしょうか。

信号機等の整備、新設３基、感知器８基という

ふうになっているんですが、13基ということで

説明があったもんですから。

○時任会計課長 13基の内訳でありますけれど

も、388ページの「交通安全施設整備事業」、こ

れで新設で10基整備しておりまして、「災害に強

く環境に優しい信号機等の整備事業」、これによ

りまして新設を３基整備して、合計13基となっ

ております。

○髙橋委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

それで、警察施設費なんですが、きょうの本

会議の質疑の中で、要望、要求が400カ所でしたっ

け、あっているということで本部長答弁されて

て、予算の範囲内で、これしかできなかったと

いうことでした。

財務規則もあると思うんですけれど、例えば

警察活動費からも信号の設置とかをしているん

ですよね、そこを確認します。

○時任会計課長 特別決算委員会資料の６ペー

ジに警察活動費というのがありまして、これの15

番、工事請負費というのがあります。この中で、

交通安全施設の工事委託をやっているところで

ございます。

○髙橋委員 であるなら、財務規則上の確認も

あるんでしょうけれど、やる目の範囲内であれ

ば、いわゆる予算の流用で、もし可能というこ

とであれば、いわゆる警察活動費の不用額

が6,700万円ぐらいあるわけだから。急がないか

んのだけれども、14基目はどうしても予算、当

初のこの信号機を設置するための予算の計上上、

断念したという経緯があるんじゃないかと私は

ちょっと推察するんですよ。ある意味、目の範

囲内で流用できるんであって、信号機をどうし

ても急がないかんというところがその年度にあ

れば、やってもいいんじゃないかとちょっと疑

問を抱いたもんですから、お尋ねをしてみまし

た。

○中嶋交通規制課長 今の委員の御指摘のとお

りなんですが、執行残というのが確定しますの

が、ほぼ年末から年度末近くになります。信号

機の設計、いわゆる委託をする段階で積算をし

たり、契約をしたりするのに、ほぼ１つの信号

機にかかる期間というのが３カ月から５カ月ぐ

らいかかります。結果的に、金額が確定し、執

行残が確定する時期が遅いもんですから、もう

一基別に立てるという場合に、期間的に間に合

わないというのがありまして。現在は、年度当

初にあらかじめ大体数字を決めまして、そこの
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信号機を設置しているというのが現状でありま

す。

○金井交通部長 断念することはありません。

必要であれば、繰り越しますんで、優先順位は

持っていきますし、優先順位が優位で、安全の

ために必要であれば、しっかり対応していきた

いと考えています。

ただ、やはり全県下皆同じ状態でございます

ので、そこを均等に見てやっていきたいと考え

ています。やはり、県民の、地元の方の要望と

いうのは大事にしていきたいというふうに考え

ているところであります。

○髙橋委員 説明はよくわかりました。

大変窮屈な質疑をしたなと思ったんですが、

２月補正で減額補正をするじゃないですか。あ

のときに、おおむね大体執行残というのが出て

くるんで、いわゆる３月までまだ時間はあるか

ら、支払いは後でも、３月31日までに発注すれ

ばいいですよね。だから、そういう意味で、ま

た当初予算で組むとなかなかいろいろと難しい

面もあってハードルも高くなるんじゃないかと

いう思いもあって、ちょっと尋ねてみました。

○金井交通部長 間に合えばやりたいと思いま

す。

ただ、やはり期間がかかりまして、設計から

執行までちょっと時間がかかりますし、全感応

式の信号機であれば1,000万円かかりまして。そ

れを今度はランニングコストを考えた上で対応

していくものですから、やはりちょっと必要だ

からすぐできるというもんではございませんの

で、そこ辺は御了承をいただきたいと思ってお

ります。

○髙橋委員 ありがとうございます。いろいろ

と苦労されていると思うんで、可能であれば、

ぎりぎりまで頑張っていただきたいと思って申

し上げました。

最後にしますが、施策のいろんな実績値があっ

て、目標値というのがあるわけで。先般の委員

会でもいろいろと話題にはなったんですが、い

わゆる目標設定の仕方なんですけれども、いろ

いろと刑法犯の認知件数だって、これはゼロが

いいわけです。これはちょっと置いといても、

例えば、人が死ぬ死亡事故とか、けがとか、自

殺者数とか、私も過去何回か言いました。

だから、今回のこの交通事故にしても、389ペ

ージ、30年に目標値39名にしたいという目標で

す。39人の死亡だって、これはできればないほ

うがいいわけで、この目標値の挙げ方、いわゆ

る死傷者数も9,000切ったからよかったというこ

とにもならんわけで。他の部局も、いわゆる自

殺者数にしても、あそこは、だから率にしたん

ですよね。当初300人以下にするとかいうふうに

何年か前にやってて、それを私、ちょっと質疑

をして、たしか、パーセントであらわして目標

値に変えたんです。

できれば、この死者数とか死傷者数はゼロに

したほうがいいわけだから、無理くり目標値を

挙げなくても、実績値でそれぞれ総括をしてい

いんじゃないかなという思いがあって、私は申

し上げました。今後、他の部局との関係もある

でしょうから、いろいろ検討いただきたいなと

いう思いです。

○金井交通部長 県民の希望は交通死亡事故ゼ

ロでございます。そのとおりでございまして、

本当はゼロなんですけれども、割合的にいって、

その39という数字を、知事を本部長とする交通

安全対策委員会で決定していただいております。

できないものよりもしっかり、当面の目標とい

うことで考えておるところであります。

最終的には、やはりゼロ。なかなか安全教育
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とか取り締まりとか、しっかり持っていったこ

とがないものですから。持っていったことがな

いというよりも徹底してないものですから、い

かにこれを徹底するかというのが私たちの任務

と思っていますので、今、頑張らせていただい

ております。目標はゼロでございます。

○有岡委員 報告書の383ページからお尋ねして

いきたいと思います。まず、サイバー犯罪等の

捜査強化ということで、実は、当初の段階から

予算を聞いてませんでしたので、まず事業の内

容をお尋ねしたいと思います。インターネット

捜査情報収集端末装置の整備ということで21台

導入していらっしゃいますが、この目的として

は、捜査員のサイバー犯罪捜査能力の向上とい

うことになっております。現在、これまで何台

導入し、そしてまた、今後どれぐらいまで導入

する必要があるのか、そこら辺の見解をお尋ね

したいと思います。

○重山生活環境課長 サイバー犯罪対策に係る

装備関係の整備状況でありますけれども、捜査

情報収集端末につきましては、これについて、

パソコンのインターネット用の端末ということ

で、本部、警察署に、今現在21台設置しており

ます。

現在、これで大体賄われているというふうに

思いますが、このほかにも解析用のパソコンと

か、もろもろの不正アプリの解析装置とかもあ

ります。必要な分については、インターネット

社会、どんどん技術が上がっておりますので、

今後、高度なそういう装備が必要になると思い

ます。必要な分については、また予算を計上さ

せていただきたいと考えております。

○有岡委員 確認ですが、ちょっと審議に入っ

てないもんですから中身がわからないんですが。

この当初予算の841万3,000円の中には端末装備

の21台に相当する機材は入ってないということ

で、これは27年度だけで終わったということで

理解していいんですか。そこら辺の絡みをちょっ

とお尋ねします。

○重山生活環境課長 こういう情報収集端末等

については、リースでありまして、３年もしく

は５年等の契約をしていただいておりますので、

その年度内に必要な分については、その年度で

予算をいただいております。

○有岡委員 理解できました。リースというこ

とで承知しました。

では、次の質問で384ページになりますけれど

も。これも、当初予算との絡みですが、犯罪被

害者支援推進というのが、決算で119万2,000円

という数字が出ております。当初予算では291

万3,000円で倍以上に膨れ上がったということ

で、そうすると、27年度の予算の執行の段階で

何か大きく状況が変わったのか。そこら辺の被

害者推進で、どうしても当初で上げなきゃいけ

なかったそういう背景があれば、ちょっと確認

でお尋ねいたします。

○時任会計課長 まず、犯罪被害者支援推進事

業の内訳でありますけれども、これにつきまし

ては、身体犯罪及び性犯罪被害者の初診料の支

給、死体検案書料及び診断書料の支給、性犯罪

被害者の緊急避妊料、性感染症審査料、人工妊

娠中絶費用の支給、被害者手引き等の作成が主

なものでありますけれども、不用額につきまし

ては、主なものとしましては、犯罪被害者の初

診料、診断書料、死体検案書等の執行残であり

まして、支給する事案が見込みよりも少なかっ

たということであります。

○有岡委員 384ページの数字で見ますと、今

おっしゃるような数字で、当初の残金が発生し

たのでわかったわけですが、28年度当初予算
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が291万3,000円ということでかなり膨れ上がっ

ているものですから、特に、そういった被害者

に対する支援の幅が広がったのか、何らかの理

由があるのかなというのが、わからなかったん

でお尋ねしております。

○時任会計課長 2 7年度の当初予算は30 8

万7,000円でありまして、28年度の当初予算は291

万3,000円でありますので、ほぼ変わっておりま

せん。

○有岡委員 承知しました。では、必要に応じ

て、予算の中では十分決算できるということで

承知しました。ありがとうございます。

あと一点だけお尋ねいたします。388ページに

なりますけれども、交通安全指導員の委託とい

うことで、決算額が１億4,500万ほどになってい

るんですが。この交通安全指導員の53名、この

身分とか、その方に対する何か報酬とか、どう

いった形で予算執行されているのか、もう少し

詳しくお尋ねいたします。

○金井交通部長 この成果につきましては、子

供と高齢者の交通安全教育でしっかり安全を確

保しようという目的でずっとやらせていただい

ておるものでございます。これにつきましては、

県下53名、各警察署に６名から３名程度交通指

導員を置かせていただいているところでありま

す。

人件費並びに衣服というのがありまして、こ

の指導が約90％以上はあろうかと思いますけれ

ども。この１人の人件費が非常勤に準じたよう

な状態で、13万程度でやらせていただいておる

ところであります。

ただ、警察官が子供に安全教育をしても、な

かなかできないんですけれども、彼女たちの子

供に対する話術、高齢者に対する話術というの

はすごいものがありまして、これによって、宮

崎県の交通安全の子供対策、高齢者対策はかな

り進んでおるものと考えております。また、今

後も継続していきたいと考えておるところであ

ります。

○有岡委員 この交通安全指導員の方がスキル

が高いということのお話を伺いましたが、例え

ば任期は５年とか、その身分の保障の中でどう

いったことの上限があるのか、そこら辺がもし

あれば教えていただきたいと思います。

○金井交通部長 任期については、何年という

のはございません。毎年１年更新でやらせてい

ただいております。ただ、やはり年の功という

のがございまして、やはり30歳を超えた方の話

術というのはすごいものがありますし、経験則

に基づいた安全教育というのがありまして。そ

れに20歳の若い人が、やはり70、80歳の方を高

齢者安全教育といってもなかなかピンとこない、

孫から言われているような状態がありまして。

やはり30、40並びに50歳の方もたまにおりまし

たけれども、年代に応じた対応をしていきます

ので、年更新ということでやらせております。

身分的には、宮崎県交通安全協会に委託した

事業でありまして、そちらの職員ということで

やらせていただいておるところであります。

○有岡委員 大変人材は大切ですので、また御

指導いただければありがたいと思っています。

○中野委員 さっきのサイバー犯罪、あれは、

宮崎県ではネットなんかによる犯罪に遭ったと

いう件数ですか。ハッカーなんかで入られて被

害に遭ったという件数。ネットサイバーの被害

者はどうやったですか。

○重山生活環境課長 事件の関係ですけれども、

先ほど申しましたように、47件検挙しておりま

す。生活安全部長からの報告があったように、

類型が３つございまして、コンピューターその
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ものを対象としたものと、インターネットを利

用して、いわゆる詐欺とかそういう刑法犯の犯

行にいったものと、不正アクセス法の法律違反

を犯したものの３類型がございます。

主なものとしましては、インターネットを利

用した詐欺とかそういうものが多くて、先ほど

紹介しましたように、県外の被疑者で被害者が

県内という場合もありますし、著作権法という

違反もありますので。これについては、県外で、

著作権のないものがそういう著作権のあるもの

を発信した場合に、全国で見ることができたり

取得できますので、そういう場合については、

宮崎県にも影響がありますし、県外にも影響が

あるということで、捜査の対象がその被疑者の

住んでいるところの県警だけではなく、全国警

察にも捜査ができるというような状況でござい

ます。

○中野委員 それから、もう一つ確認。387ペー

ジに少年非行防止対策実施状況というのがある。

だから、この少年非行というのは、確認です

が、20歳以上ですよね。

○宮川少年課長 20歳未満になります。

○中野委員 そうすると、予算では、少年サポ

ートというのがありますよね。それと、学校に

張りついているスクールサポーターありますよ

ね。この少年犯罪者というのは20歳未満でも社

会人の人もおりますよね。まだ高校生じゃった

り、大学生じゃったりするのと一般社会人との

その割合というのは、大体どうなっているんで

すか。

○宮川少年課長 お答えします。

27年の数字ですけれども、犯罪少年が417名で

ありました。うち、中学生が141名、高校生が128

名、大学生が２名、その他の学校が８名。有職

少年は71名、無職少年は67名という数字になり

ます。

○中野委員 それと、もう一つ。不良行為少年

補導人員と書いてあります。例えば、夜にした

ちで12時過ぎとか夜中にうろうろしとって、交

番にちょっと補導したとか、この補導という定

義はどんなんですか。１回注意して、交番に連

れてきて、親元に引き渡したら補導というのか、

この補導の定義。

○宮川少年課長 不良行為少年については、非

行少年、いわゆる犯罪を犯した少年には該当し

ないが、飲酒、喫煙、けんかなど、その他自己

または他人の特性を害する行為をしている少年

ということで。警察官がそれを見つけて、しな

いように諭して、親御さんたちに連絡して引き

渡したり、連絡したりということをしておりま

す。

○髙橋委員 384ページの少年に手を差し伸べる

立ち直り支援なんですけれど。意義ある支援事

業だなと思っているんですが、多分、これは、

当初の予算は大きいんだろうけど、28年度が68

万1,000円ですよね。活動は12回、延べ64人なん

でしょうけれど、これは場所とか、具体的にど

ういったところでやられたんでしょうか。

○宮川少年課長 各ブロックでやっておりまし

て、農業体験活動というのは、清武町の篤志家

の方の畑をお借りしまして野菜の栽培等をして

おります。それと、スポーツ活動につきまして

は、県下の各公共施設をお借りしまして、バド

ミントンとかバレーボールとかのスポーツ活動。

それと調理活動といたしまして、各警察署等に

あります、管内にありますガスの調理館等の施

設をお借りしまして活動を実施しております。

ちなみに、27年度は12回開催いたしまして、農

業体験が５回、清掃奉仕活動を４回、スポーツ

活動を３回、調理活動を６回やっております。
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○髙橋委員 ちなみに、27年度の当初予算は幾

らだったんでしょうか。

○時任会計課長 27年度の当初予算は61万7,000

円であります。

○髙橋委員 28年度も60万1,000円で、少し減額

がされてますけれど、やはり警察本部としては、

もっと対象者はいらっしゃると思うんです。あ

る意味、もっと参加してほしいということでしょ

うから、工夫されて、いろいろと充実させてほ

しいなと思います。

それと、388ページのレーダースピードメータ

ー更新整備なんですけれど、更新は何年に一編

されているんでしょうか。

○時任会計課長 レーダーの耐用年数というの

がありまして、おおむね10年になっております

ので、10年ごとに更新をしているところであり

ます。

○髙橋委員 おおむね10年ですね。

あと、取り締まり回数が1,402回ということで

報告がありました。ちなみに27年度のこの1,402

回で罰金総額は幾らかおわかりでしょうか。

○金井交通部長 やはり速度メーターが違うも

のですから、ちょっと今、手元に資料がござい

ません。

ただ、特交金が返ってきますけれども、その

額につきましても、ちょっと今のところ、昨年

度が幾らというのはお示しできない状態です。

詳細は後ほど。

○髙橋委員 わかるんですか。

○金井交通部長 わかる・わからないを含めま

して回答したいと思いますんで、よろしくお願

いいたします。

○髙橋委員 もう細かく統計をとっていらっ

しゃらなければ、それは、私はいいと思ったん

ですけれど。決算額529万2,000円を優にこの何

十倍も、多分違反者は払っているんだろうと、

私は思っています。効果はあると思いますので、

どんどんやってください。

○日髙副主査 ちょっと確認なんですけれど

も、387ページなんですが。この一番上の相談数

の件なんですが、今、本当にストーカーとかい

ろんな相談がふえていると思うんですけれども、

平成23年から27年にかけて、この相談担当員数

はふえてないんですが、相談受理件数というの

が3,000件もふえているんですけれども。しっか

り、対応は可能なのかなと思って確認をしたい

なと思ったんですけれど。

○児島総務課長 この表で申し上げますと、平

成2 3年、 2 4年、担当者が3 7名ということ

で、25、26、27年が34名という形になっており

ますが。ちょっとこの対応につきましては、平

成24年から25年にかけて、相談の主管部門が、

それまでの生活安全部門から警務部門のほうに

かわっております。

平成25年度からは、警務部門が、いわゆる受

理と処理の分離ということで、受理をきっちり

やって、そして、その後の展開を処理部門に引

き継いで、その処理状況を管理すると。一元管

理という考え方で25年からやっております。し

たがいまして、25、26、27年と警務部門のほう

で中心となって、きちんと対応ができているの

か、漏れがないのかというのを把握しながら、

あるいは各処理部門と連携をとって対応という

ことで管理は強化されていると考えております。

○日髙副主査 ありがとうございます。

○渡辺主査 よろしいですか。私も１問。

386ページの先ほど中野委員の質問にもありま

したが、サイバー犯罪の相談件数が27年で1,459

と出ていて、その後、検挙に至った事案が47件

ということで３種類の類型になって。先ほど御
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説明いただいたかと思うんですが、これは、い

ずれも端緒は相談をもとにした捜査のみなんで

しょうか。それとも、相談以外のところで端緒

を、何らか積極的な捜査によって端緒を得て事

件化しているというものもあるのか、そこはど

うなっているんでしょうか。

○鬼塚生活安全部長 相談のもありますし、ま

た、別に、サイバーパトロールというのがござ

いまして、インターネットをつなぎまして、い

ろんな情報を集める中での認知というのもござ

います。

○渡辺主査 先ほど、ネットワーク利用犯罪と

いうのが44件で、不正アクセス禁止法が１件で、

あと電磁的記録、要するにパソコンを直接攻撃

するものと理解しましたが、ネットワーク利用

犯罪というのは、主に相談をもとにして事件化

していて、あとの２件というのは、そのパトロ

ール等でというふうに考えたらいいのか、それ

はどういうふうになっておりますか。

○鬼塚生活安全部長 逆に言えば、不正アクセ

スとかコンピューター犯罪は、基本的には、相

談とか、被害相談とかと認知してからの事案で

ございます。

先ほど言ったネットワーク利用犯罪というの

が、中身によってはサイバーパトロールで見つ

けるという犯罪です。先ほど生活環境課長から

も若干話がありましたけれども、要は、このネッ

トワーク利用犯罪というのは、いろんなネット

ワークを利用している中で、こちらのほうがそ

のネットワークに入り込んでいって、違法なも

のがないかということを捜査するわけですので、

要は相談ではなく、こちらのほうから見つけた

ということでございます。

○渡辺主査 もう一点だけ、済みません。

そのネットワーク利用犯罪等で44件となって

いますが、これ、例えば同じ被疑者がやって、

被害者が複数にわたるというような案件の場合

には、それぞれ被害者数を１件というふうにカ

ウントしているんですか。

○重山生活環境課長 そのとおりでございます。

○渡辺主査 わかりました。ありがとうござい

ました。

○中野委員 ちょっと要望ですけれど、このサ

イバー犯罪の相談件数は、ハッカーに入られて

通じんとか、いろんなのがあります。これは、

県内で被害者がどれぐらいおったかとか、そう

いう仕組みというのにやっぱり変えるべきだと

思う。これは要望です。逆に、受理件数はいい

です。被害の遭った人がどれぐらいおるとか、

そんな話じゃないと、相談はピンからキリまで

あるから、お願いします。

○渡辺主査 ほか、よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 では、以上をもって警察本部を終

了いたします。

執行部の皆様、ありがとうございました。

暫時休憩します。

午後２時35分休憩

午後２時39分再開

○渡辺主査 分科会を再開いたします。

平成27年度決算について、執行部の説明を求

めます。

委員の質疑は、執行部の説明が全て終了した

後にお願いをいたします。

○四本教育長 教育委員会でございます。どう

ぞよろしくお願いいたします。

まず、お礼を申し上げます。さきに小林市で

開催をいたしました第38回宮崎県高等学校総合

文化祭の総合開会式に、渡辺委員長を初め、委
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員の皆様にも御臨席をいただきました。

また、第71回国民体育大会宮崎県選手団結団

壮行式に際しましては、渡辺委員長に御臨席を

いただき、激励を賜ったところであります。こ

の場をお借りいたしまして、厚く御礼を申し上

げます。

参加いたしました高校生あるいは選手団、大

きな元気をいただくことができたと思っており

ます。ありがとうございました。

それでは、平成27年度決算につきまして御説

明を申し上げます。お手元のＡ４版横方向の資

料、決算特別委員会資料をお願いいたします。

表紙をめくっていただきまして、見開きの１、

２ページをごらんください。ページ番号は、上

のページは右上に、下のページは右下に入れて

おります。

それでは、未来みやざき創造プラン（長期ビ

ジョン）に基づく施策の体系表により、主要施

策につきまして御説明をいたします。

教育委員会では、体系表の左上に示しますよ

うに、宮崎県総合計画未来みやざき創造プラン

における３つの分野別施策の中で、人づくりに

係る部門別計画として、第二次宮崎県教育振興

基本計画を策定し、各種の施策事業を推進をし

てきたところでございます。

大きな四角囲みの体系表の一番上の部分の左

端になりますが、山型の括弧でくくって示して

おります「将来像」を縦にごらんいただきたい

と思いますが、教育委員会では、安心して子ど

もを生み、育てられる社会、未来を担う人財が

育つ社会及び生涯を通じて学び、文化・スポー

ツに親しむ社会の３つを将来像として設定して

おります。

これらの実現のために、将来像の右隣にござ

います施策の柱の下に示しております子育て支

援の充実以下８つの柱を設定し、柱ごとに右に

挙げております事業に取り組んだところであり

ます。

続きまして、３ページをお願いいたします。

教育委員会全体の平成27年度歳出決算の状況

でございます。

まず、一般会計でありますが、表の下から５

段目の網かけの行、一般会計の計の欄をごらん

ください。予算額1,050億3,189万3,554円、支出

済額1,043億6,661万6,530円、不用額６億6,527

万7,024円、執行率99.4％でございます。

次に、特別会計であります。表の下から４段

目と３段目の括弧内に示しておりますが、「県立

学校実習事業」及び育英資金の特別会計でござ

います。下から２段目の網かけの行、特別会計

の計の欄をごらんください。予算額18億3,738

万7,000円、支出済額13億4,581万5,361円、不用

額４億9,157万1,639円、執行率73.2％でござい

ます。

最後に、資料の30ページをお願いいたします。

監査結果報告書における指摘事項及び注意事

項等を記載しております。これらの指摘事項等

に対しましては、直ちに改善を図ったところで

ございます。

また、お手元の別冊でありますが、平成27年

度宮崎県歳入歳出決算審査意見書及び宮崎県基

金運用状況審査意見書におきまして、１件の審

査意見がございましたので、これにつきまして

は、後ほど、関係課長から説明を申し上げます。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きまして、それぞれ担当課・室長が説明をいた

しますので、よろしくお願いいたします。

○亀澤総務課長 総務課につきまして御説明い

たします。

同じく、お手元の決算特別委員会資料で御説
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明します。総務課のインデックスのところ、４

ページでございます。

表の一番上の（款）教育費の欄でありますが、

平成27年度の総務課の一般会計予算額は38

億8,981万2,000円、支出済額は38億6,134万1,553

円、不用額は2,847万447円、執行率は99.3％と

なっております。このうち、目ベースで、不用

額が100万円以上のものにつきまして御説明申し

上げます。２つございます。

まず、同じ４ページのちょうど真ん中あたり

にあります（目）事務局費でございます。不用

額が821万2,026円となっております。主なもの

は、事務局職員の職員手当や共済費などの執行

残であります。

次に、めくっていただきまして、５ページで

ございます。

同じく、真ん中ほどにございますが、（目）教

育研修センター費でございます。この不用額に

つきましては1,863万7,669円となっております。

主なものは、研修センター施設改修事業に係る

工事請負費などの執行残でございます。

なお、目の執行率で90％未満のものはござい

ません。

次に、主要施策の成果についてであります。

お手元の主要施策の成果に関する報告書でござ

います。総務課のインデックスのところでござ

います。341ページをお開きください。

先ほどの未来みやざき創造プランの分野別施

策体系によりまして、「２ 未来を担う人財が育

つ社会」の（４）魅力ある教育を支える体制や

環境の整備・充実についてであります。

ページ中ほどの表でございますが、「教育研修

センター施設改修事業」でありますが、これは、

平成26年度から平成28年度まで─今年度まで

でございますが、３カ年計画で教育研修センタ

ーの建てかえ等を行うもので、平成27年度につ

きましては、新本館の建設工事や研修ホールの

解体工事などを行いました。

新教育研修センターにおいては、教職員の研

修や教育相談などのこれまでの機能に、新たに

生涯学習・社会教育支援やキャリア教育支援の

機能を加え、本県教育の指導的役割を担う人材

育成に取り組んでいくこととしております。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

最後になりますが、監査委員の決算審査意見

書に関して、特に報告すべき事項はありません。

総務課については以上でございます。

○大西財務福利課長 財務福利課でございます。

資料をお戻りいただきまして、決算特別委員

会資料をお願いいたします。横書きの分でござ

います。決算特別委員会資料の財務福利課のイ

ンデックスのところ、７ページをお願いいたし

ます。

まず、表の一番上をごらんください。一般会

計についてであります。

予算額61億9,240万6,135円に対しまして、支

出済額61億1,298万9,524円、不用額7,941万6,611

円でありまして、執行率は98.7％でございます。

このうち、目の不用額が100万円以上のもの及び

執行率が90％未満のものについて御説明申し上

げます。

まず、表の上から５段目をごらんください。

（目）事務局費におきまして、不用額が4,718

万3,235円となっております。この主なものは、

県立学校の外壁改修や防水工事などの補修工事

等に係る入札の執行残や、「高等学校等生徒修学

支援事業」の基金事業終了に伴う国庫返還金の

決定に係る償還金の残によるものであります。

次に、９ページをお開きください。
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表の上から３段目、（目）高等学校管理費にお

きまして、不用額が678万5,914円となっており

ます。この主なものは、県立高等学校など41校

の一般運営費における需用費、役務費等の経費

節減などに伴う執行残であります。

次に、表の下から８段目、（目）教育振興費に

おきまして、不用額が197万1,673円となってお

ります。この主なものは、次の段の需用費であ

りますが、産業教育に係る備品の修繕料等の執

行残であります。

次に、10ページをごらんください。

表の上から３段目、（目）特別支援学校費にお

きまして、不用額が1,964万65円となっておりま

す。この主なものは、特別支援学校13校の一般

運営費における警備委託などの委託料等の執行

残及び、下から３段目の扶助費でありますが、

特別支援教育就学奨励費の事業費が見込みを下

回ったものなどでございます。

次に、11ページをお開きください。

表の上から３段目、（目）保健体育総務費にお

きまして、不用額が119万9,889円となっており

ます。この主なものは、給食調理業務委託にお

ける委託料の執行残でございます。

次に、12ページをお開きください。

表の上から４段目、（目）文教施設災害復旧費

におきまして、不用額が101万2,316円となって

おります。この主なものは、国の査定で災害復

旧費として認められなかった需用費の執行残で

あります。

次に、13ページをお願いいたします。

県立学校実習事業特別会計でありますが、こ

れは、農業系学科を有する高等学校７校の農業

実習に係る特別会計であります。（目）高等学校

管理費の不用額が2,154万2,713円、執行率が89

％となっております。この主なものは、施設や

備品の修繕料及び燃料単価の下落などによる需

用費等の執行残によるものであります。

次に、14ページをごらんください。

育英資金特別会計でありますが、これは、経

済的理由により就学が困難な生徒等に対しまし

て行います「育英資金貸与事業」に係る特別会

計であります。（目）事務局費の不用額が４

億7,002万8,926円、執行率が71.4％となってお

ります。この主なものは、下から３段目の貸付

金でありますが、貸付見込額と実績額の差額に

よるものなどであります。

なお、不用額につきましては、28年度以降の

貸付金の原資となるものでございます。

委員会資料につきましては以上であります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

申し上げます。

資料がかわりまして、主要施策の成果に関す

る報告書をお願いいたします。財務福利課のイ

ンデックスのところ、342ページをお願いいたし

ます。

主なものにつきまして御説明申し上げます。

初めに、「２ 未来を担う人財が育つ社会」の

（２）社会を生き抜く基盤を育む教育の推進で

あります。その下の表の教育のＩＴ化をごらん

ください。

本事業は、全県立学校を対象に、情報教育推

進に必要な設備等の整備を行っているものであ

ります。平成27年度におきましては、教育用パ

ソコンの更新を28校、再リース等を17校におい

て行ったところであります。

次に、343ページをごらんください。

（４）魅力ある教育を支える体制や環境の整

備・充実であります。

表の一番上の維持管理であります。これは、

県立学校54校の施設の維持管理や15校23棟の外
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壁改修工事や防水工事などの老朽化対策工事等

を実施したものであります。

次に、その下の育英資金貸与であります。

平成27年度の育英資金の貸与者数は、一般育

英資金が3,431人、へき地育英資金が196人、合

わせて3,627人であり、貸与条件を満たす者全員

に対して貸与したところであります。これらに

より、経済的理由により修学が困難な生徒等の

修学機会の確保を図ったところでございます。

次に、その下の学校職員健康づくり推進であ

ります。これは、教職員を対象としたメンタル

ヘルス研修や公立学校の全校長を対象とした管

理職研修を実施するとともに、相談事業等を行

い、教職員が能力を十分発揮できる環境の整備

を行ったものであります。

主要施策の成果については以上でございます。

次に、歳入歳出決算及び基金運用状況審査意

見書をお願いいたします。

46ページをお願いいたします。

(12)育英資金特別会計についてであります。

ページの下のほうにあります意見・留意事項等

におきまして、「貸付金の償還促進についてはさ

まざまな対策が講じられているが、収入未済額

は前年度に比べ大幅に増加していることから、

その解消と新たな発生防止について、引き続き

努力が望まれる」という意見をいただいており

ます。

育英資金貸付金等の未済額が増加している主

な原因は、返還者の増加に伴う返還総額の増加

などによるものでございます。対策としまして、

従来、一律だった貸与の月額を３段階に区分し、

利用者が必要な額を借りることで、借り過ぎを

防ぐ取り組みを行い、滞納の未然防止を図って

おります。

また、債権管理員を５人任用いたしまして、

滞納者等に対し、電話や自宅訪問による催告を

行っております。

また、返還者の利便性の向上のために、返還

金の口座振替収納やコンビニエンスストアでの

収納を実施することにより、収納率の向上を図っ

ているところであります。

また、再三の催告にもかかわらず支払う意思

が見られない長期滞納者等に対しては、法的措

置として、簡易裁判所に対して支払督促の申し

立てを実施しております。

今後とも、収納促進に取り組み、育英資金事

業の安定した運営ができるよう努めてまいりた

いと考えております。

財務福利課は以上でございます。

○飯干学校政策課長 学校政策課分について御

説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料、一番最初のＡ

４版横にお戻りいただきまして、学校政策課の

インデックスのところ、15ページをお願いいた

します。

一番上の教育費の欄でございますが、学校政

策課の予算額は５億1,211万1,000円で、支出済

額が４億6,938万9,953円、不用額が4,272万1,047

円、執行率は91.7％でございます。このうち、

（目）の不用額が100万円以上、または執行率90

％未満のものについて御説明いたします。

まず、表の３行目、事務局費の執行率が84.6

％であります。これは、学校教育改革推進協議

会及び県立学校評議委員会における委員等の報

酬、それから、報償費及び旅費の執行額が見込

みより少額であったためであります。

次に、中ほどの教育指導費の不用額3,602

万5,865円であります。主なものは、初任者研修

における後補充の非常勤講師の報酬や旅費、ま

た、教職員10年経過研修等における教職員に対
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する旅費、さらに、みやざきの産業を支える県

内就職推進におけるバス借り上げなどの使用料

及び賃借料と外部講師への報償費の執行残であ

ります。

16ページをごらんください。

表の６行目、高等学校総務費の不用額319

万4,158円及び執行率が88.8％であります。これ

は、入試問題作成・学力検査の事務に係る旅費

及び需用費の執行残であります。

表の下から４行目、教育振興費の不用額168

万3,586円及び執行率が87.8％であります。主な

ものとしまして、地域産業を支える元気な担い

手育成の流通販売や新商品の研究開発における

外部指導者への報償費及び旅費の執行残であり

ます。

17ページをごらんください。

表の下から３行目、保健体育総務費の不用

額120万4,627円及び執行率が84.8％であります。

主なものとしましては、防災教育を中心とした

学校安全教育推進における高校生防災教育基礎

講座の外部講師の報償費や生徒、外部講師の旅

費の執行残であります。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の学

校政策課のインデックスのところ、346ページを

お開きください。

「２ 未来を担う人財が育つ社会」の（２）

社会を生き抜く基盤を育む教育の推進について

であります。表の上の段の宮崎の子どもの学力

を伸ばす総合推進であります。

教科指導研究のための推進校７校と３地域の

基礎学力定着の実践推進地域等を指定し、合同

研修会等を通して、教科指導の工夫、改善に向

けた研究を進めました。

また、みやざき小中学校学習状況調査は、県

内全ての小学校５年生と中学校２年生を対象に

実施いたしました。

さらに、県内各小学校の教員を対象とした学

習指導のポイントについて共通理解を図る研究

会を開催するなど、これらの取り組みにより、

児童生徒の学力の向上について、系統的・総合

的に図られるよう推進してきたところでありま

す。

次に、347ページをごらんください。

表の３段目、新規事業「グローバル人材育成

のための授業イノベーション推進」であります。

課題発見、解決に向けて、主体的・協働的に

学ぶ学習の指導方法を推進する上で、その中心

となる教員を育成するため、すぐれた授業実践

を行っている県外の先進校や国際バカロレアと

いう国際的に通用する大学入試資格について、

理解を深めるためのワークショップに教員を派

遣し、また、この視察や研修に参加した教員が、

教育課程研究協議会等において、今の授業のあ

り方に対する問題提起等を行うなど、授業改善

の推進を図ったところであります。

次に、348ページをお開きください。

表の２段目、「「いじめ・不登校」のない夢・

心を育む学校づくり推進」であります。

学校の教育相談体制の充実を図るために、ス

クールソーシャルワーカーを派遣し、児童生徒

が抱える諸問題の解決支援を行ってきたところ

であります。また、教員経験者や青少年団体指

導者などのスクールアシスタントを配置し、活

用した市町に対して補助を行ったところであり

ます。

次に、351ページをお開きください。

（３）宮崎や日本、世界の将来を担う人財を

育む教育の推進であります。
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表の１段目、改善事業「自立への架け橋宮崎

県キャリア教育実践」であります。これは、県

全体のキャリア教育の推進を図るために、産学

官連携のモデル地区として日向地区にキャリア

教育推進事務局を設置し、日向商工会議所や日

向市教育委員会の協力を得ながら、小中高等学

校でのキャリア教育の推進、啓発活動を行って

きたところであります。また、学校と地域や企

業が一体となった合同研修会や産学官の代表に

よる宮崎県キャリア教育推進会議を開催し、産

学官の連携強化を図ったところであります。

次に、その下の段の新規事業「みやざきの産

業を支える県内就職推進」であります。これは、

就職戦略コーディネーターを拠点となる県立高

校９校に配置し、県内企業の求人の掘り起こし

やインターンシップによる県内企業の理解及び

就職のミスマッチの解消を図ったところであり

ます。

これらの取り組みにより、平成27年度の就職

決定率は、調査開始から最高の99.2％となりま

したが、県内就職率は54.8％であり、今後とも

学校と企業との接点をふやし、県内企業理解を

推進する取り組みを図ってまいりたいと考えて

おります。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

学校政策課からの説明は以上でございます。

○川越特別支援教育室長 特別支援教育室関係

予算について御説明申し上げます。

お手元の決算特別委員会資料にお戻りくださ

い。特別支援教育室のインデックスのところ、19

ページをお開きください。

表の一番上の（款）教育費の欄でございます

が、特別支援教育室の予算額は8,739万6,000円

で、支出済額が8,485万8,239円であり、不用額

は253万7,761円であります。執行率は97.1％と

なっております。このうち、（目）の執行残が100

万円以上のものについて御説明を申し上げます。

（目）教育指導費の不用額が253万7,761円と

なっております。不用額の主なものは、旅費並

びに需用費等の執行残でありまして、国の委託

事業に係る執行残が主なものであります。

なお、90％未満の執行率の目はございません

でした。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

資料がかわりまして、お手元の主要施策の成

果に関する報告書にお戻りください。特別支援

教育室のインデックスのところ、356ページをお

願いいたします。

表の一番目にあります「特別支援学校医療的

ケア実施事業」でございますが、これは、特別

支援学校において、安全安心な学校生活を送る

とともに、保護者の負担軽減を図るため、児童

生徒にたんの吸引等の医療的ケアを実施するも

ので、９校へ25人の看護師を配置しました。ま

た、教員に対しましても研修を実施し、事故等

なく、適切に医療的ケアを行うことができまし

た。

次に、表の２番目の改善事業「県立高等学校

生活支援充実事業」です。これは、県立高等学

校に在籍する下肢等及び聴覚に障がいのある生

徒に対して、教育課程を円滑に履修できるよう

に支援員を配置するものであります。充実した

支援を行うことができ、支援を受けた高校３年

生２名は大学へ進学をいたしました。

次に、357ページをお願いいたします。

表の２番目の新規事業「スポーツを通じた心
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のバリアフリー推進事業」であります。これは、

高等学校と特別支援学校高等部の生徒による交

流及び共同学習として、障がい者アスリートと

の交流等を行い、障がい者理解の推進を図るも

のであります。

高等学校19校と特別支援学校13校で、互いの

個性や多様性を尊重する共生社会の形成の基礎

となる障がい者理解（心のバリアフリー）が図

られました。また、ポスターやリーフレット等

を作成し、広く一般県民に対しましても障がい

や障がい者についての理解啓発を図ることがで

きました。

最後に、359ページをお開きください。

新規事業「未来につなげる特別支援学校づく

り推進事業」でございます。これは、特別支援

学校におけるさまざまな課題に対応するため、

今後の特別支援学校の整備・充実の方向性につ

いて協議を行うものであり、既存の学校施設を

活用した教室不足の解消や職業学科のある高等

学校と連携した職業教育の充実等がまとめられ

ました。

説明は以上でございます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

て、特に報告すべき事項はございません。

○西田教職員課長 教職員課につきまして御説

明いたします。

決算特別委員会資料の教職員課のインデック

スのところ、20ページをお開きください。

（款）教育費の欄でありますが、予算額は923

億8,291万6,566円、支出済額は919億476万4,532

円、不用額は４億7,815万2,034円、執行率は99.5

％となっております。このうち、目の不用額が100

万円以上のものにつきまして御説明いたします。

まず、（目）教職員人事費の不用額が２億9,349

万431円となっております。この不用額の主なも

のは、退職手当費の執行残であります。

次に、21ページをお開きください。

上の２段目の（目）教職員費の不用額が5,679

万1,275円、８段目の（目）教職員費の不用額

が5,248万5,716円、中ほどの14段目の（目）高

等学校総務費の不用額が4,451万5,902円、下か

ら５段目の（目）特別支援学校費の不用額が3,086

万8,710円となっております。これらの不用額の

主なものは、いずれも教職員の給料及び職員手

当等の執行残であります。

なお、（目）の執行率が90％未満のものにつき

ましては、該当はありません。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

主要施策の成果に関する報告書の教職員課の

インデックスのところ、360ページをお願いいた

します。

「２ 未来を担う人財が育つ社会」の（４）

魅力ある教育を支える体制や環境の整備・充実

についてであります。

表にあります改善事業「やる気、元気！自ら

学び続ける教職員のキャリア形成推進」でござ

います。

主な実績でありますが、次世代の教育を担う

若手や中堅の教員を対象としたマネジメントリ

ーダー養成塾を４塾開設し、24名が参加しまし

た。各塾において、本県教育の課題解決に向け

た研究やマネジメント力を高める研修等を実施

しまして、次世代のマネジメントリーダーの育

成を図ったところであります。また、他の教員

の模範となるスーパーティーチャー16名を委嘱

し、平成27年度は延べ7,144人の教員が授業公開

や研修会に参加しました。施策の推進状況につ

きましては、教員の95.3％が授業改善に努めて

おります。
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このほか、校内における教員同士の学びの支

援を目的としたＯＪＴ推進研究校の指定や、教

員を希望する学生や講師等を対象とした宮崎教

師道場の実施などを通して、教員全体の資質向

上を図ったところであります。

最後になりますけれども、監査委員の決算審

査意見書に関して、特に報告すべき事項はあり

ません。

教職員課は以上であります。

○恵利生涯学習課長 生涯学習課でございます。

関係予算について説明を申し上げます。

決算特別委員会資料の生涯学習課のインデッ

クスのところ、22ページをお開きください。

一番上の（款）教育費の欄から御説明をいた

します。

課全体の予算額は４億9,706万8,000円、支出

済額は４億9,013万5,596円、不用額は693万2,404

円でありまして、執行率は98.6％となります。

このうち、目の不用額が100万円以上のものを御

説明いたします。

同じ22ページの上から３段目、（目）社会教育

総務費の不用額でありますが、439万8,382円と

なっております。主なものとしましては、下か

ら２段目、負担金・補助及び交付金であります。

これは、「県民総ぐるみ教育推進事業」に係る市

町村補助金の額確定に伴う執行残であります。

次に、ページを２枚おめくりいただき、24ペ

ージの一番上の段、（目）美術館費の不用額が196

万3,977円となっております。主なものとしまし

ては、上から７段目、需用費であります。これ

は、県立美術館の管理運営に係る電気、ガス等

の経費節減に伴う執行残であります。

なお、目の執行率が90％未満のものは該当が

ございません。

続きまして、主要施策の成果について御報告

いたします。

資料がかわりまして、主要施策の成果に関す

る報告書をごらんください。ページは363ページ

でございます。

初めに、「２ 未来を担う人財が育つ社会」の

（１）県民総ぐるみによる教育の推進について

であります。

主な事業の２つ目の項目、改善事業「県民総

ぐるみ教育推進」であります。この事業では、

市町村へ３つの補助事業を行っております。表

の右側、主な実績内容等欄にありますが、「学校

支援地域本部事業」では、14市町村45本部にお

いて、学校支援ボランティアの皆さんに、児童

生徒の安全確保や学習指導などさまざまな活動

を行っていただきました。

２つ目の「放課後子供教室推進事業」では、13

市町村61教室において、放課後や週末等に、学

校の空き教室などを利用し、学習指導や体験活

動などに取り組んでいただいたところであり、

３つ目の地域ぐるみの学校安全体制整備では、

小林市、高原町において、スクールガード・リ

ーダーを中心に、学校安全ボランティア等によ

る登下校時の子供の安全確保に取り組んでいた

だいたところであります。

続きまして、365ページをお開きください。

（３）宮崎や日本、世界の将来を担う人財を

育む教育の推進であります。新規事業「みやざ

きを興す「みやざき人材養成塾」」では、宮崎を

知り、考える塾を開講し、宮崎の次代を担う人

材の育成を図るとともに、県内就職を推進した

ものであります。

地元企業関係者等の講師によるこれまでの地

域活性化の実践内容や、ふるさとへの熱い思い

を込めた講話を聞き、塾生同士が議論を深めた

ことで、地域に貢献しようとする参加者の意識
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を高めることができたところであります。

続きまして、366ページをお開きください。

「３ 生涯を通じて学び、文化・スポーツに

親しむ社会」の（１）生涯学習の振興について

でございます。

４つ目の項目、新規事業「佐土原藩島津家文

庫デジタルアーカイブ」では、県立図書館が所

有する佐土原藩島津家史料の電子化を行ったも

のであります。これにより、原資料の破損・劣

化を回避し、誰でも気軽に同文庫を閲覧し学ぶ

ことができることで、郷土の誇るべき資料の情

報発信や、本県の歴史と文化に対する関心を高

めることができると考えております。

続きまして、368ページをお開きください。

（２）文化の振興についてでございます。

４つ目の項目、新規事業「県立美術館開館20

周年記念」では、県立美術館が開館20周年を迎

えるに当たり、記念となる事業を行い、県立美

術館の魅力を県民にアピールしたものでありま

す。子供から大人まで、県立美術館の活動の楽

しさに触れる機会を提供することで、美術館の

魅力を一層発信することができるところであり

ます。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

生涯学習課は以上でございます。

○古木スポーツ振興課長 スポーツ振興課でご

ざいます。

初めの資料にお戻りをいただきまして、決算

特別委員会資料、スポーツ振興課のインデック

スのところ、25ページをお開きください。

一番上の（款）教育費の欄でございますが、

スポーツ振興課の予算額は８億7,666万9,000円、

支出済額は８億5,722万6,092円、不用額は1,944

万2,908円、執行率は97.8％となっております。

このうち、（目）の不用額が100万円以上のもの

につきまして御説明いたします。

ページの上から３段目、（目）保健体育総務費

の不用額が1,358万9,825円となっております。

この不用額の主なものは、負担金・補助及び交

付金で、日本スポーツ振興センター共済給付金

に係る執行残でございます。

続きまして、（目）体育振興費の不用額が573

万184円となっております。この不用額の主なも

のは、負担金・補助及び交付金で、国民体育大

会派遣費や、みやざきから夢と感動を！世界に

輝くアスリート育成支援プロジェクトに係る執

行残でございます。

なお、執行率が90％未満のものはございませ

ん。

次に、主要施策の成果についてでございます。

資料がかわりまして、お手元の主要施策の成

果に関する報告書をお願いいたします。スポー

ツ振興課のインデックスのところ、370ページを

お開きください。主なものにつきまして御説明

をいたします。

人づくりの「２ 未来を担う人財が育つ社会」

の（２）社会を生き抜く基盤を育む教育の推進

についてでございます。

まず、下の表の２番目にあります「元気いっ

ぱい「子どもの体力向上」推進事業」では、全

公立学校で体力向上プランを作成し、体力向上

に向けた計画的・実践的な取組を推進してまい

りました。

また、特にすぐれた取り組みを実践している

学校を体力づくり優良校として表彰し、その成

果を県下に広めたことなどにより、児童生徒の

体力向上に努めたところであります。



- 30 -

平成28年９月28日(水)

次に、371ページをごらんください。

上の表にあります改善事業「豊かな心・健や

かな体を育む食育推進事業」では、地域に根差

した食育の推進を図るため、「すくすくみやざき

食育実践事業」を川南町に委託し、地域の生産

者との連携による野菜づくりや、地場産物を活

用した子ども料理教室などを通して、子供の地

域の食文化への理解を深めたところでございま

す。

続きまして、372ページをごらんください。

「３ 生涯を通じて学び、文化・スポーツに

親しむ社会」の（３）スポーツの振興について

でございます。

まず、下の表の上から２番目にございます新

規事業「みやざきから夢と感動を！世界に輝く

アスリート育成支援プロジェクト」では、世界

に通用する可能性を秘めた人材を発掘し育成す

るため、小学校４年生と６年生を対象にオーディ

ションを開催し、51名の宮崎ワールドアスリー

ト１期生を選考したほか、パラリンピックなど

で活躍できるような選手の育成に努めたところ

であります。

次のページをごらんください。

表の上から２番目にあります改善事業「“1130

”県民運動ライフスポーツ推進事業」では、「１

週間に１回以上、30分以上は運動・スポーツを

しよう」という“1130”県民運動の普及・啓発

を図るため、日ごろ運動やスポーツをする機会

が少ない人を対象としたイベントやスポーツ・

レクリエーション活動に取り組む団体への支援

や、1130体操の出前講座などを実施したところ

であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

スポーツ振興課は以上でございます。

○向井文化財課長 文化財課につきまして御説

明いたします。

資料戻りまして、決算特別委員会資料の文化

財課のインデックスのところ、27ページをお開

きください。

一番上、（款）教育費の欄でありますが、平成27

年度の文化財課の一般会計予算額は５億8,570

万7,853円、支出済額は５億7,819万3,225円、不

用額は751万4,628円、執行率は98.7％となって

おります。このうち、目の不用額で100万円以上

のものにつきまして御説明申し上げます。

同じ27ページの上から４段目、（目）文化財保

護費の不用額が405万8,665円となっております。

主なものは、発掘等の調査に係る経費や市町村

へ交付した補助金の実績額の確定による執行残

などであります。

次に、28ページをお開きください。

上から２段目、（目）総合博物館費の不用額

が345万5,963円となっております。主なものは、

総合博物館における光熱水費の節約に伴う需用

費や繰り越しにより行いました民家園文化財再

生・伝世に係る工事請負費などの執行残でござ

います。

なお、目の執行率で90％未満のものはござい

ません。

次に、主要施策の成果についてであります。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の文

化財課のインデックスのところ、375ページをお

開きください。

「３ 生涯を通じて学び、文化・スポーツに

親しむ社会」、（２）文化の振興についてであり

ます。

ページの中ほどにあります「残そう地域の伝

統文化、めざそう世界無形文化遺産」でござい

ます。これは、神楽のユネスコ無形文化遺産登
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録に向けて、県内各地域に継承されている神楽

面や文書などを調べる現地調査や、映像・音声

を記録する演目調査などを実施するとともに、

県内外の研究者や関係者を招聘し、シンポジウ

ムを開催するなど、神楽保存団体や地域住民の

保護・継承の意欲の醸成に努めたところでござ

います。

次に、376ページをお開きください。

ページの中ほどにあります新規事業「みて

ふれて体験する文化財活用促進」でございます。

これは、総合博物館、埋蔵文化財センター、西

都原考古博物館の３館が、その特徴を生かし、

出張講座や移動展示、県民参加型の体験イベン

トとして、古代復元住居の改修を行うなど、ア

ウトリーチ活動の促進や多様な学習機会の充実

に努めたところであります。

次に、同じページの一番下にあります博物館

教育普及でございます。

総合博物館におきまして、妖怪展や美しき宮

崎の滝200展など４回の特別展や、歴史、動植物、

地質などをテーマとした32の講座を開催し、県

民の文化財に触れる機会を提供するとともに、

多様な学習機会の充実を図ったところでありま

す。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

監査委員の決算審査意見書に関して、特に報

告すべき事項はありません。

文化財課は以上でございます。

○米村人権同和教育室長 人権同和教育室でご

ざいます。

決算特別委員会資料、人権同和教育室のイン

デックスのところ、29ページをお開きください。

一番上、人権同和教育室の予算額は780万7,000

円、支出済額は771万7,816円、不用額は８万9,184

円、執行率は98.9％であります。

次に、目の執行残が100万円以上のもの及び、

執行率が90％未満のものにつきましては、いず

れも該当がありません。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。資料かわりまして、主要施策の成果に関

する報告書、人権同和教育室のインデックスの

ところ、379ページをごらんください。

「２ 未来を担う人財が育つ社会」の（２）

社会を生き抜く基盤を育む教育の推進について

であります。

まず、表の一番上、人権啓発資料作成につい

てであります。これは、学校や家庭で、児童生

徒と保護者が人権について話し合うための資料

として、「ファミリーふれあい」を作成し、小・

中・県立学校の１年生全員に配付しているもの

であります。昨年度は、３万2,800冊を作成しま

した。また、より広く活用していただくために、

インターネット上でも公開しております。

次に、支え合う仲間づくり「ピア・サポート

活動」推進についてであります。

「ピア・サポート活動」とは、仲間同志で支

え合う活動という意味であり、高校生を対象に、

さまざまな悩みや課題を、仲間とともに支え合

いながら解決できるよう、必要な知識と技能を

身につけさせるトレーニングを行う事業であり

ます。この事業では、県立高校５校を推進校に

指定し、ピア・サポート活動の実践に取り組む

とともに、周辺の小中学校の先生方にも研修に

参加していただくなどしております。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

以上でございます。

○渡辺主査 ありがとうございました。

執行部の説明が終了いたしました。委員の皆
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様から質疑はございませんでしょうか。

暫時休憩します。

午後３時37分休憩

午後３時38分再開

○渡辺主査 分科会を再開いたします。

質疑がありましたら、お願いいたします。

○中野委員 いろいろ、教育は幅が広いし、中

身を見てどうかという話も難しい。そういうの

を考えると、よく政策評価で県が雇っている有

識者、すごいなと思うんです。ああいう資料で

ＡとかＢとかＣとかつけるわけでね。

それで、私は、やっぱり皆さんが一生懸命やっ

とるというのはわかるけれども、最終的には、

このグローバル人材とか何とかかんとかいろい

ろあるけれども、やっぱり、私はここで、義務

教育の学力をどうつくるかというのが、基本的

な問題だと思っているわけで。ちょっとその前

に質問ですけれど、私の記憶じゃ小中学校の県

内の学力調査、3,000万円というのがあったと思

うんだけれど、これはないと、俺の勘違いかな。

去年とかずっと。

○金子学校支援監 平成27年度の学力に関する

事業につきましては、「宮崎の子どもの学力を伸

ばす総合推進事業」という中で、県独自の学力

調査を行っております。その予算でいいますと、

需用費としまして、みやざき小中学校学習状況

調査の問題印刷費として、約450万円ほどの予算

を充てております。

○中野委員 それで、27年度予算としては3,000

万円あったということでいいわけですね。

○金子学校支援監 学力向上のその事業に関し

ましては、予算としましては1,669万7,000円の

予算になっております。

○中野委員 ちょっと勘違いかもしれんけど、

県内学力調査とかいうので、27年度、3,000万円

という数字、項目はなかったかな。

○金子学校支援監 今の学力調査につきまして

は、今の金額になります。1,600万円ということ

になります。

○中野委員 絶対間違いない。

俺、何か3,000万円という数字が記憶にずっと

あって、このいきさつは、結局は、何年か前に、

県だけで全国学力調査というのをやったわけ。

中身は本当に、もうおかしな話で、それが県内

に振りかわってきてて、ずっと3,000万円という

のが記憶にあるっちゃけど。もう一回聞くけれ

ど、去年の予算書に3,000万円という項目はな

かった。

○金子学校支援監 以前に、宮崎県が独自で全

国の調査をということで、業者に依頼するよう

な形での学力調査につきましては、当初、どこ

もやってないような状況もありまして、かなり

の金額─ちょっとはっきり金額は覚えていま

せんが─ではなかったかなと思っております。

○中野委員 このみやざき小中学校学習状況調

査というのが、中身としては1,600万円という話

でいいわけね。

○金子学校支援監 先ほど申し上げました宮崎

の子どもの学力を伸ばす総合推進事業というの

が、学力向上の総合的な事業になっておりまし

て、その中に、みやざき小中学校学習状況調査

というのが含まれております。

それで、全体の金額といたしましては1,600万

円なんですが、みやざき学力調査の印刷費につ

きましては約440万円と、それ以外に、集計シス

テムを使うのに100万円ほど、別の集計システム

の構築のために100万円ほどは計上されておりま

すが、それを合わせても五、六百万円というよ

うな金額になります。
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○中野委員 もう一回、私も調べる。

それで、このみやざき小中学校の学習状況調

査の分析、これをどうやっているか。それと、

全国学力調査とのクロス集計でどんな分析、そ

して、それを学力向上にどう生かしてるかとい

う。これはもう時間がないから、あした、ペー

パーで、どういう分析をしているかというのを

提出してください。いいですか。

○渡辺主査 一回、内容を整理したいのですが。

今のでわかりましたか。

○中野委員 もう一回。みやざき小中学校学習

調査という小学校５年生、中学校２年生やって

いるわけやね。

○金子学校支援監 はい。

○中野委員 これは、全県下。

○金子学校支援監 はい。

○中野委員 その集計結果をどういうふうに分

析して、学力向上に生かしておるかという、要

は、地元でした分析結果。

○金子学校支援監 はい。

○中野委員 それと、全国学力調査があるよな。

○金子学校支援監 はい。

○中野委員 これもあるのに、なおかつしてい

るということやから、それの違い。どうやって

それをクロスして分析しているかということの

資料を、あした。

○渡辺主査 今、中野委員より資料要求があり

ました件ですけれども、あしたの決算の質疑で

ということですが、対応が可能ですか。まず、

そこについて御返答をいただければと思います

が。

○金子学校支援監 昨年度、平成27年度の分に

つきまして、実際にやった資料等でよろしいで

しょうか。

○渡辺主査 よろしいですか。（はいと発言する

者あり）

○金子学校支援監 では、現在ある資料等を使

わせていただくということで、わかりました。

○渡辺主査 それで大丈夫ですか。

○中野委員 はい。

○渡辺主査 では、分科会として要望いたしま

す。あしたの決算の審査に間に合いますように、

その資料を提出いただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

○中野委員 それと、この346ページ、教科指導

力の向上とは、これはどういうふうに解釈すれ

ばいいですか。

○金子学校支援監 ここにあります教科指導力

の向上というのは、本年度もやはり教科指導力

の向上を目指しているんですが、それぞれの教

員の教科指導力を高める取り組みとしまして、

ここで上げておりますのは、研究指定校を設置

しまして、そこの研究を進めていただいて、そ

れを研究公開で公表していただくということの

取り組みであります。

○中野委員 いや、だから、教科指導力、その

意味がわからんのです。ちょっと頭が悪いもん

で、もうちょっとわかりやすく。誰が教科指導

力を。先生が子供に対して教科の内容を、指導

力を上げるというような話なのか、何かちょっ

と意味がわからんですよね。

○金子学校支援監 それぞれ教科がございます

が、それを校内で研究していただいて、どうし

たら子供たちにそういう力がつくかとか、あわ

せて、教員の指導力をどうやったら高められる

かといった研究をしていただいております。そ

れで、教科の指導力を高めていこうというよう

なものであります。

○中野委員 だから、その結果としては何で判

断できるんですか。
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○金子学校支援監 例えば、研究公開をしてい

ただきますので、その様子を見に行くと、授業

がどういうふうによくなったか、あるいは変わ

らないかというものも見えますし。一番明確な

のは、先ほどから出ております全国の学力調査

なり、本県の学力調査の結果あたりも分析の材

料にはなると思います。

○中野委員 だから、要は、教科書をどう理解

して、学校の先生の国語なら国語の教え方が子

供に対して理解しやすいか、よく教えてるかと

いう話やね、違うと。

○金子学校支援監 そういうことになります。

○中野委員 だから、その結果として、こうい

うのをやっておれば、その指導者なりの受け持っ

ている学級としては、やっぱりある程度こうい

う県内でやっている学力テストで、どんな結果

が出ているかというのはわかるよな。

○金子学校支援監 教科が４教科とか、あるい

は５教科になりますので、全国とみやざき学力

調査だけでははかれない部分がありますので。

それは、学校が独自にやるような、例えばＣＲ

Ｔテストとか、ほかの検査があったりするんで

すが、そういったものを使えば、そういう具体

的な数値による評価というのはできると思いま

す。

○中野委員 教科書といった場合、いわゆる全

国でやっている国語、算数、何科目やったあれ、

社会、国語と算数だけか。

○金子学校支援監 全国学力学習状況調査は国

語と算数・数学になります。それと、３年越し

に、現在は理科が実施されております。

○中野委員 だから、今の学科というのは教科

書のうちに入らんわけ。そんな難しいこと言わ

んで、国語の教科書、算数の教科書、社会の教

科書の研究会をやっとるんじゃないの。

○金子学校支援監 教科書の研究というわけで

はないんですが。例えば、国語、算数、理科、

社会の４教科をそれぞれ指定しておりまして、

それを１教科選んで、学校で研究していただく

ような、研究であります。

○中野委員 教育長、今の説明でわかる。訳し

て、俺に。

○四本教育長 学習状況調査は、ある程度限ら

れた評価であって、この教科指導学力向上とい

うのは、それを含めた全体の教科についてやる

というようなことであります。

○中野委員 ようなことの説明。いや、だから、

その指定教科の中には、国語、算数、社会も入っ

ているわけでしょ、入ってないとね。

○金子学校支援監 この教科につきましては、

小学校の４教科の中からどの教科かを１教科、

中学校につきましては、５教科を中心に何教科

かあわせたような形で研究をしております。そ

れで、必ずしも国語と算数の研究だけではあり

ませんので、全国学力調査とかでははかれない

ところもあります。

○中野委員 じゃ、その結果は何ではかると。

さっき、あんた学習調査とかそういうのではか

れるって言ったわね。

○金子学校支援監 例えば、みやざき学力調査

でいきますと、４教科の調査を27年度やりまし

たので、その結果で見ることができました。

○中野委員 いや、だから、教科書というのは、

何科目かあるわね。今言っているのは国語、算

数、社会とか。それを選んだ人も、先生もいる

わけでしょ。じゃ、その先生のクラスがどうだっ

たかというぐらい、大体この調査結果でわかる

やろ。

○金子学校支援監 大体、そういう学力調査で

状況というのはつかんでおります。
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○中野委員 だから、具体的な内容はいいけれ

ど、こういう結果を受けた先生たちのクラスが

平均以上か、どうなっているか、それぐらい結

果、あした教えてください。今わかれば、今で

もいいですよ。あしたでもいいですよ。

○渡辺主査 では、今の点につきまして、また

整理をいただいて、あした御答弁をいただけれ

ばと思いますが、いいですか。

○金子学校支援監 あした提出させていただく

ということでよろしいでしょうか。

○渡辺主査 わかりました。

○中野委員 ついでに、次の基礎学力定着指導

実践地域、これは地域になっている。これはど

ういうことですか。地域の学校を指定してやっ

ているということか。例えば国富町だったら国

富町、中学校が２校かな。これ、３地域とかい

う中身を説明してください。

○金子学校支援監 先ほどのは各学校を指定し

ておりましたが、こちらの基礎学力学習定着の

実践推進地域というのにつきましては、市町村

単位の、３地域を地域ぐるみで指定した研究指

定であります。

○中野委員 これも、あわせて、そういう全国

とか県内でやっている学力調査、それとの分析

の結果がどうなっているか、教えてください。

それから、もう一つ。地域の課題の解決を図

る授業研究会、これは、地域の課題というのは

どういう意味ですか。

○金子学校支援監 例えば、みやざき学力学習

状況調査をした折に、やはり地域によって課題

になる教科が出てきたりします。例えば、国語

は非常に結果はいいんですが、理科のほうが点

数がよくなかったと。そういうような地域の課

題に関して、実践されているような方の授業を

全員で研究するような形でそういう研修会を実

施するというものであります。

○中野委員 だから、そういう地域の課題って

いったら一般的な課題。結局は、このタイトル

にあるように学力の内容の課題やわね。理科が

強いとか社会が強いって、それは、結論からい

えば、その地域だけが数学のびんたが悪いとか

社会が悪いという話じゃないわな。そういうの

やったら、それこそ学習調査とか学力調査とか、

そこ辺の分析をすれば、やっぱ教え方とか、そ

ういうのがあるわけじゃないかなと思うとやけ

れど、どうですか。地域によって、数学が悪い

とか、そんな話じゃないと俺は思う、学校のせ

いやと思うんやけれど。

○金子学校支援監 全国学力学習状況調査も使

うんですが、実際はみやざき学習状況調査のほ

うで、教科で、なかなか成果が上がっていない

ものがあると。そういうものについて、その地

域では、やはり課題でありますので、どうした

らそれを改善できるかというような視点で、こ

の研修会を実施するわけです。

○中野委員 だから、私は、地域というのは人

間が住んでいる地域を思い出すんだけど、課長

が言っている地域というのは、地域の中の学校

の中の問題じゃない。それは、周りの社会環境

によって違うという考えがあるから、そういう

とり方してやっているかという話じゃね。

○金子学校支援監 これにつきましては、先ほ

どのみやざき学力調査の結果を分析しまして、

なかなか成果が上がっていない教科ということ

で選ばせていただいている。中には、その中で

もうまくいっているところもあるかもしれませ

んけれど、地域としてなかなか成果が上がって

いないというものを課題として捉えて研究授業

をして、全員で、どうしたらそれを改善できる

かという協議をしていくというような会になり
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ます。

○中野委員 また、その結果もどうなっている

か教えてください。

○髙橋委員 この主要施策の成果に関する報告

書の見方というところで、また教えていただき

たいんですが。今話題になった346ページの宮崎

の子どもの学力を伸ばす総合推進事業ですけれ

ど、いわゆるこの右端の主な実績内容等の下

に、28年度の当初予算額が、未記載なんですけ

れど。大体見ると、28年度当初予算額が書いて

あるもんですから、ないものの結果を。先ほど

の警察本部は記載があったもんですから、それ

が一つ。また見方を教えてください。

それと、もう一点は、委員会資料で、それで

決算の説明をいただいたんですが、２月の減額

補正をするじゃないですか。これで、おおむね

不用額を調整して、余り執行残にならないよう

に、多分整理されていると思います。だから、

この決算額で、執行残が９割を切るというのは、

よほどの理由があるんだろうなと思うんです。

ただ、特別会計の育英資金は、これまた別だ

と思うんですけれど。そこら辺の、例えば財務

福利課になるんですけれど、13ページの県立学

校実習事業特別会計ですか、もう少し、９割を

切る理由。長くならなきゃ、今でもいいですが、

まだ、ここだけじゃないですから、ほかにもあ

るもんですから、そういったところを、あした

また、ちょっと肉づけで説明いただくといいか

なと思います。

○渡辺主査 まだ、多々もあるようですので、

今の点については、あした、またお伺いをする

ということで御理解をいただきたいと思います。

あと一点、答弁について確認ですが、先ほど

中野委員の御質問のこの冊子のほうの346ページ

の基礎学力学習習慣の定着で、基礎学力定着指

導実践推進地域を、支援監は市町村単位でとい

うふうにおっしゃられましたが、資料には中学

校区単位とありますが、これはどちらが正しい

のか、そこだけ御説明をください。

○金子学校支援監 結果的にいいますと、中学

校区になります。中学校が１校しかないような

地域だったりするもんですから、その中学校を

中心に、その周辺の小学校を含めた地域指定と

いうことになります。

○渡辺主査 わかりました。

資料も要求しておりますので、あしたの準備

もあるかと思います。きょうはここまでとした

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 それでは、本日の質疑に関しまし

てはここまでとし、あした午前10時に分科会を

再開することといたします。

本日の審議は、これで終了いたします。

午後４時０分散会
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午前９時57分再開

出席委員（６人）

主 査 渡 辺 創

副 主 査 日 髙 陽 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 中 野  明

委 員 髙 橋 透

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

教 育 長 四 本 孝

教 育 次 長
片 寄 元 道

（ 総 括 ）

教 育 次 長
川 越 良 一

（教育政策担当）

教 育 次 長
坂 元 厳

（教育振興担当）

総 務 課 長 亀 澤 保 彦

財 務 福 利 課 長 大 西 敏 夫

学 校 政 策 課 長 飯 干 賢

学 校 支 援 監 金 子 文 雄

特別支援教育室長 川 越 浩 司

教 職 員 課 長 西 田 幸一郎

生 涯 学 習 課 長 恵 利 修 二

スポーツ振興課長 古 木 克 浩

文 化 財 課 長 向 井 大 蔵

人権同和教育室長 米 村 公 俊

図 書 館 長 福 田 裕 幸

美 術 館 副 館 長 四 位 久 光

総 合 博 物 館 長 長 友 重 俊

西都原考古博物館長 田 方 浩 二

埋 蔵 文 化 財
谷 口 武 範

セ ン タ ー 所 長

企業局

企 業 局 長 図 師 雄 一

副 局 長
梅 原 裕 二

（ 総 括 ）

副 局 長
白 賀 宏 之

（ 技 術 ）

総 務 課 長 松 田 広 一

経 営 企 画 監 森 本 誠 二

工 務 課 長 新 穗 伸 一

開 発 企 画 監 上 石 浩

電 気 課 長 喜 田 勝 彦

施 設 管 理 課 長 平 松 信 一

総 合 制 御 課 長 新 見 剛 介

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

政策調査課主幹 西久保 耕 史

○渡辺主査 分科会を再開し、昨日に引き続き

教育委員会の審議を行いたいと思います。

昨日、幾つか資料要求と説明を求めるという

内容がありましたので、まず髙橋委員からあっ

た分についての御説明からお願いできればと思

います。

○亀澤総務課長 髙橋委員から昨日御質問のあ

りました件について御説明します。こちらの主

要施策の成果に関する報告書の記載の件ですが、

表に入っております主な実績内容等の項のとこ

ろに、28年度の当初予算額の記載がある事業と

ない事業があるけれど、どういう意味かという

ことでございました。これにつきましては、28

年度の当初予算額が、記載があるものにつきま

しては、28年度まで継続して事業があるものと

平成28年９月29日(木)
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いうことでございます。27年に引き続き、28年

度も事業予算があるという内容でございます。

これにつきましては、経年で事業がわかるよう

に、３年間の予算額が推移がわかるようにとい

うことで３年前御指示をいただきまして、この

ような記載の方法になっているものでございま

す。

なお、当初予算額がないものにつきましては、

御案内のとおり、その年度で終期になったもの、

場合によっては終期到来に伴って、新規事業と

か改善事業等に振りかわっているような事業と

いうような内容でございます。

引き続き、目の執行率90％未満の内容につき

まして、担当課長より説明をしてもらいます。

○大西財務福利課長 決算特別委員会資料をお

願いいたします。12ページをお開きください。

目の執行率が90％未満のものについて御説明申

し上げます。

（目）文教施設災害復旧費でございます。728

万3,000円の予算額に対しまして、支出額が627

万684円と、執行率が86.1％となっております。

この理由につきましては、この災害復旧費につ

きましては、国の補助及び起債の対象となる比

較的大規模な災害が対象となっております。今

回は700万ほど国のほうに申請をいたしました

が、国のほうから、そのうち100万ほど災害復旧

としては国の補助は認められないということで

返事がございまして、その返事がございました

のが１月になったものですから補正で落とせな

くて、このまま執行残として残ったものでござ

います。

それから、ページをめくっていただきまして13

ページをお願いいたします。県立学校実習事業

特別会計でございます。（目）高等学校管理費で、

予算額１億9,655万4,000円、支出済額１億7,511

万1,287円で、不用額が2,154万2,713円で、執行

率が89.0％でございます。

これが90％未満になりました理由といたしま

しては、事業費、役務費、委託料等の執行残な

んですけれども、この予算が余ったことという

のが、まずこの予算を編成する理由にございま

す。この予算を編成する特別会計でございます

ので、歳入と歳出を同額にしておりますが、こ

の予算をつくるときには、まず歳入で生産物売

り払い収入が幾らぐらい上がるだろうという予

想を立てます。

この年につきましては、約１億7,000万ほど生

産物売り払い収入があるだろう。例えばお米だ

とか花とか、それから畜産関係で上がるだろう

というのを予想を立ててます。残り2,000万につ

きましては、繰越金を充当してます。１億9,000

万の予算を立ててるんですけれど、通常は生産

物売り払い収入に見合った支出を大体行うんで

すけれども、それプラスアルファということで

１億9,000万の歳出予算を組んでおります。

この余分に組む理由といたしましては２つご

ざいまして、１つが、例えば災害とか天災、病

気が入ったときに、生産物の売り払い収入が落

ち込む可能性がございます。しかし、それにか

かる経費は通常どおりかかりますので、しかし

払うお金がないという話になりますので、予備

費を充てることになります。

それと、もう１つは、大型備品の更新でござ

います。定期的に大型備品を更新しております

が、これにつきましては、予備費の中から５年

に一遍とか、何年かに一遍大型備品を更新して、

生徒へ適切な環境を提供しているところでござ

います。天災とかにつきましては、例えば口蹄

疫のときに子牛が売れなくなりまして、非常に、

歳入が上がらなくて、結局予備費を取り崩しな
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がら運営をしたという経緯がございます。この

不用額につきましては、結局その予備費という

言葉は適切かどうかわかりませんけれど、何か

のための資金として常に準備しておくというよ

うな形で、繰越金を出すような形になってます。

次に、14ページでございます。育英資金特別

会計でございます。これにつきましては、下か

ら３段目の貸付金で、４億6,200万ほどの不用額

が出ております。これは、翌年度の貸付金に充

てるものでございます。この４億6,000万ほどが

出ておるんですけれど、この内訳といたしまし

ては、貸し付け者数の減に伴う１億6,500万、そ

れから繰入金の３億円が、この４億6,000万の内

訳になります。ちょっとわかりにくいんですけ

れど、この16億は、これは補正後の金額になり

ます。２月補正をしております。当初予算は13

億で組んでます。

その13億の組み方のときに、まず、この育英

資金につきましては、歳出から先に考えます。

いわゆる、幾らぐらい貸付金をつくればいいか。

具体的には、前年度の貸付金プラス５％程度を

上乗せして、このくらい貸付金を準備しておけ

ば希望者には対応できますよねということで、

貸付金をまず先につくります。それに対して、

これも特別会計ですから歳入が見合わなきゃい

けないんですけれど、その歳入については、返

還金を充てるんですが、返還金が正直全額は返っ

てきませんので、貸付金ほどございません。そ

のために、この予備費から繰越金からその分を

充当してるような形になっております。そのた

めに、不用額は充当するための貸付金の一部に

充てるということで、不用額を出しているよう

な状況でございます。

○飯干学校政策課長 学校政策課ですが、同じ

資料の15ページをお開きください。御説明をい

たします。まず、目の事務局費につきましては、

不用額が45万5,312円で、執行率が84.6％であり

ます。主な理由といたしましては、各県立学校

において、県立学校評議会を年３回、各学期１

回開催しておりますけれども、その評議員等に

対して報償費や旅費を組んでおります。１月以

降に開催した、いわゆる３学期の最後の評議会

において、この各５名の方々なんですけれども、

それぞれお仕事を持っていらっしゃって、複数

の学校で評議員の欠席が発生をいたしますので、

この報償費や旅費の執行残が発生したところで

あります。

続きまして、同じページの（目）高等学校総

務費につきましては、不用額が319万4,158円で、

執行率が88.8％であります。これは、県立学校

の入学者選抜試験にかかるものでありまして、

この問題の印刷は、生徒募集した後の１月から

２月にかけて行いますけれども、平成26年度ま

では、一般入試のみの問題を印刷しておりまし

た。27年度からは、推薦入試問題に学力を導入

して２年目になるんですが、このとき、昨年度

から当課のほうで、推薦入試問題の印刷につい

ても発注して行うこととなります。募集が１月

末ですので、何部印刷するというのははっきり

しませんので、一般入試と同様に推薦入試問題

の印刷についても予算をとっておりました。そ

の印刷部数が１月末に確定をして、印刷部数が

相当増加し、増加といいますか確定したために、

最終的な印刷部数が確定した段階で一定程度の

執行残が発生したものであります。

続きまして、目の教育振興費については、不

用額は168万3,586円で、執行率が87.8％であり

ます。主な理由といたしましては、地域産業を

支える元気な担い手事業におきまして、それぞ

れの学校で予定をしていた外部指導者への招聘
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につきまして、それぞれの学校の事情により、

人数が変更になったこと等から、謝金や旅費な

ど一定の執行残が発生したものであります。

続きまして17ページになりますが、目の保健

体育総務費につきましては、不用額が120万4,627

円で、執行率が84.8％であります。主な理由と

いたしましては、防災教育を中心とした学校安

全教育推進事業におきまして、この推進校の中

には、研修会の講師として県外講師等を考えて

いた学校がありましたけれども、取り組みを進

めていく中で、最終的に、宮崎地方気象台職員

とか地元市町村の防災担当職員等を県内の講師

とした学校もあったため、講師謝金や旅費が不

用となり、執行残が発生したものであります。

○渡辺主査 ほかにはなかったですね。

○髙橋委員 丁寧にわかりやすい説明をいただ

きまして、ありがとうございました。若干お聞

きしたいんですが、今の一番目の総務課長から

説明がありました件で。３年たった後に、改め

て新規に改善したりする事業も中にはあるわけ

で、例えば、例を挙げたほうがわかりやすいの

で申し上げますが、365ページ。生涯学習課です

けれど、この27年度の単年事業だったのか、改

良されたかわからないんですが、施策の成果等

の一番最後の２行でも書いてあるんです。県民

の学習する機会の提供に努める。そういった新

たな事業を企ててるんだろうなっていう想像は

しますが、既定として簡単に説明をしてくださ

い。

○恵利生涯学習課長 この事業は、26年度末、

２月補正で国の交付金、地方創生の交付金を受

けて27年度繰り越し事業として行った事業であ

りまして、単年度という形になって事業を行っ

たところでございます。

○髙橋委員 地方創生絡みだったから単年度事

業ですね。いろんな部局でも少し問題があるだ

ろうっていうんで話をしたやり取りも過去あっ

て、せっかくいい評価もされてるのに、これ単

年度で終わってるから、いわゆる事業名をかえ

て改良されてやるのかなと思ったら、そういう

地方創生の絡みだから単年度で終わってしま

うっていうのは大変残念なことであります。

それと、引き続き年の執行率が90％、２月補

正で丁寧に、いわゆる減額補正をされてたでしょ

うから、いろいろな支出っていいますが、そう

いったことはないというふうに理解をしっかり

しました。ただ、ここを改めて聞いたのは、と

りわけ各高等学校で言いますと、いろいろ四苦

八苦されているようなんですが、あれもこれもっ

ていう要望をしてもなかなかかなわないってい

うのが現場はあって。これを要求すると、こっ

ちのほうがだめになってっていうのがあって、

大変事業について非常にシビアに現場のほうは

されてるもんですから。丁寧に説明されるので

よくわかりました。そういう必要なものは、選

択と集中で予算の執行をお願いします。

○渡辺主査 よろしいですか。それでは、もう

１点、全国学力状況調査と宮崎の単独の学習状

況調査について、中野委員からきのうあった件

について御説明を願いたいと思います。

○金子学校支援監 それでは、学力向上に関す

る資料について説明をさせていただきます。机

上に資料を置かせていただきました。それに沿っ

て説明いたします。

全国学力学習状況調査とみやざき小中学校学

習状況調査についてという資料です。まず、最

初に調査の概要について簡単に説明をさせてい

ただきます。調査名のところに書いてあります、

全国学力学習状況調査は国が実施する調査であ

り、みやざき小中学校学習状況調査は本県が実
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施する調査であります。

調査目的は、そこに書いてあるとおりですが、

対象学年が全学の場合には、小学校６年生、中

学校３年生、それに対しまして本県が実施する

みや学は、小学校５年生、中学校２年生が対象

になります。

主な調査内容といたしましては、国語Ａ、Ｂ、

算数Ａ、Ｂという形で全国学力調査は行われま

すが、Ａは主に知識に関する問題、Ｂは活用に

関する問題となっております。また、理科につ

きましては、３年に１度の実施で行われます。

それ以外に、学習状況調査という調査も同時に

行われます。

右側になりますが、みや学の調査内容につき

ましては、同じく国語Ａ、Ｂ、算数Ａ、Ｂなん

ですが、ほかに社会、理科、中学校は英語も実

施しております。

２枚目をお開きください。全国学力学習状況

調査とみやざき小中学校学習状況調査との関連

の分析ということで、いわゆる経年比較の資料

であります。そこに表が書いてありますが、こ

れはある小学校の例なんですけれど、上のほう

が全国学力調査、下がみやざき学力調査で、全

国学力調査は、平成27年と26年が両方載せてあ

ります。

その右側のほうに線のグラフがありますが、

それの説明をさせていただきたいんですが。ま

ず赤の破線ですが、下のほうにちょっと書いて

おりますが、平成26年と平成27年の全国学力を

示したもので、ほぼ水平な形で余り変化がなかっ

たというような表現になっております。これは

同じ６年生ですが、対象が異なるということに

なります。

それに対しまして、今度は青の斜めに引いて

ある線ですが、こちらは平成26年はみや学、平

成27年は全国学力の結果になります。要するに、

これは同一集団のグラフということで、平成26

年のときは５年生、それが平成27年で６年生と

いうことで、同じ子供たちの結果ということが

わかります。

そういうふうに見ますと平成27年は、全国学

力状況調査だけでしたらほとんど変わらないん

ですけれど、同じ子供の比較で見る青の線で見

ますと、６ポイントほど上がってるということ

で、学習成果があったんではないかというふう

に捉えることができると思います。

こういったグラフを作成して、県内の全ての

公立小中学校にこれを配付しております。そし

て、役立てていただくようにしてるんですが、

特に県の平均や全国平均との差をグラフで示す

ことで、経年変化を視覚的に捉えることができ

るのではないかと考えております。

３ページをお開きください。それに加えまし

て、県教委として取り組むこととしてまとめた

ものが（２）であります。効果の見られた学校

の分析として、学力を大きく向上させた学校の

取り組みを分析いたしました。①から③までで

すが、①が、分布と経年による実態把握をして

ると。平均を下回る子供たちへの対応、対策が

学年とかあるいは教科できちんとなされている

とか。②にありますが、平均以下の子供たちに

も理解できる授業への改善を図っている。特に

内容を精選して、定着や習熟の時間を確保して

るとか。③は、学力向上のための組織的な取り

組みとして、例えば管理職が頻繁に授業を見て

回るとか、あるいは管理職を含めて、放課後の

補充指導を行っているというような学校は成果

が上がってるというようなことが見られたと。

そして丸で書いておりますが、共通のチェッ

クポイントとして、全学校に対して指導をして
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るところです。途中になりますが４ページをお

開きください。今のことをまとめて、県として

全学校に指導している内容をまとめたのが、こ

の資料になります。１の自校の状況を分析とい

うことで、キーワードは分布と経年変化という

ことで、先ほどのような経年変化を見ていこう

というようなメッセージを挙げております。

そして、その下の段になりますが、平均を下

回る子供たちも理解できる授業への改善という

ことで。昨年からもずっと、これも継続してお

りますが、わかる、できるまで教えようという

ことで、そこの下にあります左側の４つと右側

の４つのチェックポイントを設けて学校に指導

しているところです。これにつきましては、学

校もですが、教育委員会もこれで、この視点か

ら指導するというようなことで、共通理解を図

りまして、一貫性のある指導に心がけていると

ころであります。

済みません、３ページへお戻りください。ま

た、（３）にあります課題のある学校に対する支

援としまして、①にありますように、学力調査

をもとに、連続して下位にある学校とか、低下

傾向にある学校を抽出しまして、市町村教育委

員会と連携して、重点的に支援を行う重点支援

校を本年度63校指定しております。

そして、県の支援チームがそれぞれの学校を

重点支援校ということで訪問させていただいて

おります。支援内容といたしましては、管理職

とまずミーティングをして、その学校の課題に

応じたプログラムで支援訪問をしていくとか、

あるいは３つ目の丸ですが、共通のチェックポ

イントで、やはり事業改善を進めていこうとい

う方向でやっております。また、１回ではなく、

継続的な学校支援に最低でも３回は行こうとい

うような形で進めさせていただいております。

それでは、５ページをお開きください。県が

指定する、推進校及び推進地域の状況につきま

して御説明いたします。教科の指導力向上を目

指した研究に取り組んでいただくのが、この１

の教科指導研究推進校であります。７校、小学

校４校、中学校３校取り組んでいただきました。

小学校については、国社算理の１教科、中学校

については全教科ということで、これは平成26

年から27年２年間で取り組んでいただきまして、

昨年秋に研究公開をしていただきました。

その結果を２ページの先ほど見ていただきま

した、経年比較の結果で見ますと、下の丸印の

３段目に書いておりますが、３校が上昇傾向に

あります。２校がほぼ横ばい、残り２校がやや

下降傾向という結果でありました。

続いて２の基礎学力定着指導推進地域につき

ましては、学力向上の実践研究を地域ぐるみで

取り組んでいただく研究でありますが、これは

３町15校で取り組んでいただいております。指

定年度につきましては、平成26年から28年度、

本年度までということで、ことしの秋に研究公

開を予定しております。これにつきましては、

大変恐れ入りますが、経年比較の結果につきま

しては、取り組みの途中ということで、この部

分の結果につきましては、今後報告の機会をい

ただければと考えております。

簡単に下のほうに、支援訪問等での成果をま

とめておきました。授業改善に対する意識が地

域で高まってきたとか、各地域で一貫した指導

ができつつあるとか、あるいはまだ課題もある

わけなんですが、そういう形で現在取り組んで

いる途中であります。

報告は以上です。

○渡辺主査 ありがとうございました。きのう

の御質問に対してということでしたが、中野委
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員、何かございましたらどうぞ。

○中野委員 済みません、具体的に２ページの

表を説明してください。

○金子学校支援監 グラフのところの説明を。

○渡辺主査 表ということですね、表のほう。

○金子学校支援監 まず、赤の破線のほうなん

ですけれど。

○渡辺主査 こちらの表のデータが載ってる、

左手側の表のほうということで。

○金子学校支援監 済みません。小学校の資料

というのが、左のほうに書いてありますが、調

査種類につきましては、上の段が全国学力、下

の段がみやざき学力調査になっております。全

国学力調査につきましては、平成27年と26年が

上下に表記されております。みや学について

は、26年なんですが、これの経年比較の資料と

しましては、まず26年と27年の全国学力調査の

結果をそれぞれ比較したのが、この赤のライン

になります。

上の段から自校の点、県との差、全国との差

というような形で３段で示されておりますが、

国語Ａでいきますと、自校は78.6という点数に

なりますが、県との差が6.5上回っていたと。全

国でいくと8.6上回っていたということになりま

す。以下、国語Ｂも11点、全国とも9.6上回るよ

うな形で、ほぼこの学校の場合は平均を上回っ

ているというようなことがわかると思います。

そして、合計の欄は、自校のほうは全てを足

したものになります。そして、県との差、全国

との差が示されておりますが、その一番右側の

ほうに合計100％換算って書いてあるのは、比較

しやすいように100点満点で換算したような数値

であらわしたものであります。平均点というこ

とであらわしております。この学校の場合には、

自校が70.0と、県との平均の差が7.3、全国との

差が6.7ということになります。

そして、平成26年と書いてあるところは、昨

年の６年生の結果ということで、同様の見方に

なるんですが、理科につきましては、斜線が入っ

ておりますが、このときには理科が実施されて

おりませんので含まれておりません。

そして、一番下のみや学の調査については、

県が独自に実施している調査なんですけれど、

平成27年度の子供たちと平成26年度の子供たち

が同じ子供たちになります。ちなみにこれにつ

きましては、全国のほうとは関連しておりませ

んので、自校と県との差だけの数値になります。

これを見ていただきますと、算数Ａのところ

を見ますと、県との差がマイナス1.8ということ

で、赤で記されてると思います。そのとなりの

算数Ｂもマイナス3.6ということで、平均を下

回っているところについては赤で示されており

ます。よろしいでしょうか。

○渡辺主査 ありがとうございました。

○中野委員 ちょっと質問。この27年度の自校、

このＡ小学校の、これは平均正答率、平均点数

ということでいいわけですね。

○金子学校支援監 そういうことになります。

○中野委員 それと、みや学と全国学力の平成26

年、これは学年が違うわけですよね。例えばこ

の国語Ｂの平均正答率が20しかない。正答率

を100として見て、この20とか22.5とか、低いの

は何ですか。平均正答率ということですか。

○金子学校支援監 100点満点で示した場合に20

点ということなんですが、このときは国語Ｂの

問題が非常に難しいということで、これぐらい

の点になったということです。

○中野委員 全国学力テストの学年が違うとい

うけど、全国学力テストといえば５年生になっ

て早い時期にテストがある。（「６年生」と呼ぶ
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者あり）これは４年生の実力がそのまま出ると

思うんですけれど。例えば宮崎独自でやってる

このテストと全国テストの難しさの具合とか、

そういうのはどんな感じですか。

○金子学校支援監 現在、全国学力調査につい

ては、例えば小学校でいいますと６年生の４月

に実施することになります。そして、その前の

年に５年生のときの、今までは９月にみや学の

ほうは実施されるということで、みや学の結果

を見まして、やはりうまく定着してないような

ところとか、課題等を見つけた形で、それぞれ

の学校が指導することになります。

問題につきましては、Ａ問題、Ｂ問題という

ような形で全国の構成ができておりまして、特

に宮崎県は活用に関する問題が弱いというよう

な課題がありますので、みや学についても、全

国レベルに合わせるような形で実施いたしてお

ります。

○中野委員 宮崎独自のテストは、教育委員会

で問題をつくるわけ。

○金子学校支援監 教育委員会のほうでつくっ

ております。

○中野委員 宮崎県のテストの平均正答率が20

とか22.5とか、それだけ難しい話かな。それは

どうやって判断すればいいんですか。

○金子学校支援監 基本は、全国学力調査への

対応ということを十分配慮しまして、その問題

等を分析して、いろんな傾向等も捉えながらつ

くっておるんですけれど。先ほど申し上げまし

たように、本県はＢ問題に課題があるというの

が、ずっと言われてきておりまして、そういう

意味でＢ問題について多様な出題がなされるよ

うに検討してるところです。

○中野委員 この○○小学校で見ると、全国テ

ストでは平均以上、宮崎独自のテストでいくと

マイナス1.8とか3.6とかいうことで、考え方と

しては問題がよっぽど違ったか。これどういう

ふうにとればいいのか。

○金子学校支援監 県の平均値の差で分析をす

るというか、そういうようにしております。全

国の平均値だけじゃなくて、県の平均値との差

で分析するように心がけております。

○中野委員 わかりました。それで例えばこの

全国テストの平均があって、宮崎独自の点数の

平均があるわけやね。その差、全国、県との差

がようわからんのだけど、いいです。きょう新

しい学力テストの結果が出るから。とにかく県

教育委員会のやっぱりやる気の問題だと思うん

ですよ。最後、教育長、やる気で締めてくださ

い。

○四本教育長 委員のおっしゃるとおり、きょ

うたまたまことしの結果もという話になってお

りますが。いずれにいたしましても、去年また

ことし、ある程度分析をこういう形で細かく、

恐らく従来よりは、かなり細かくやってきてお

るんですけれども、これをますますもっと精緻

なものにして、実際その分析を通じて、それを

指導することによって、学力が上がらんと意味

がないと思ってますので、そこはしっかりやっ

ていきたいと思っております。

○中野委員 それから、あの皿監、支援監。普

通、課でいうと一人よね。部下がどうなってる

か、ちょっと教えてもらいたい。課があって支

援監というのは一人しかおらんわね。学校政策

課の、じゃあ課長は何してるかってね。支援監

に任せて。支援監には部下は組織としてはいる

わけ。

○四本教育長 非常に単純に申し上げると、学

校政策課の中で、教育委員会としては大きく２

つに義務教育の部分と、県立学校、高等学校の
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部分とに分けて、現状申し上げれば、学校政策

課長は高校、県立高校を受け持って、支援監の

ほうは義務教育学校のほうを受け持つという、

非常に大きくいえばそういう役割分担になって

ます。したがって、皿監だから部下が非常に少

ないということでは、もちろんないわけです。

○中野委員 課長はそういうふうに県立高校担

当、皿監は小学校。下の係としては、小学校の

担当というのはあるわけ。

○四本教育長 そういうことになります。

○中野委員 それで、県が指定している推進校、

推進地域。平成26、27年から基礎学力定着指導、

あるいは教科指導推進校。これが地域の課題を

解決するという言い方をすれば、これも結果を

しっかり、こういう結果がいいか悪いかは別に

して、学校名はいいから、次からそういうふう

に資料を出してください。

○渡辺主査 よろしいですか。

○金子学校支援監 点数による表示ということ

ですか。

○中野委員 要は、やっぱり効果が上がってる

かどうかという資料がほしい。それはそっちに

任せます。

○金子学校支援監 点数の表示等については、

制限もあったりしますので、こちらのほうでト

ータルした成果についてまとめてみたいと思い

ますので、よろしくお願いします。

○渡辺主査 今の学力テストの関係は今年度分

の結果も近々ということのようですので、その

あたりの分析も含めて、改めて御説明をいただ

ければと思いますのでよろしくお願いいたしま

す。

きのうからの積み残しの説明は終わりました

ので、自由にありましたら、質疑をお願いいた

します。

○緒嶋委員 今まで、前にもこういうふうな形

で推進校とかいうのは、サイクル的にやってお

られたわけかね。

○金子学校支援監 この指定校につきましては、

この宮崎の子供の学力を伸ばす総合推進事業の

中で、新たに設定された指定校なり指定地域で

あります。

○緒嶋委員 その前はどうなってる。

○金子学校支援監 以前も、学力の授業等がご

ざいまして、そのときにいろんな形でそういう

指定校等が設定されておりました。

○緒嶋委員 そういう指定をしたことで、その

結果がいろいろ出てくるわけだが。それをいか

に生かして次のステップを上るというか、学力

向上させるということでないと、指定したから

もうそれで終わりじゃあどうにもならんわけで

すね。そのことで、次にまた向上するためにど

ういう手法があるか。また、この結果を見て、

次はどう考えるかというような、充実した方向

に向かうようにならんと。指定で、それで終わ

りましたでは意味がないと思うんです。そこ辺

は十分配慮されておるわけですか。

○金子学校支援監 指定校につきましては、研

究公開というような形で、研究をまとめていた

だいたものを公表していただいて、多くの学校

の先生方にも見ていただいて、それを参考にし

ていただくような取り組みがセットで組まれて

おります。

○緒嶋委員 それが終わったら、それで全てが

終わりじゃだめじゃないか。やっぱり指定した

ものを次に生かす、これだけの学校をつくる努

力を自主的に学校でさせんと、指定校が終わっ

てほっとしましたじゃいかんのじゃないかと私

は思う。そういう点をフォローしないと意味が

ないんじゃないかと。
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○金子学校支援監 議員のおっしゃるとおりで、

研究が終われば終わりということでは、やはり

だめですし、また継続して成果も上げていただ

きたいと思いますので、私たちも極力いろんな

形で、学校訪問等も積極的に行きながら、継続

した指導なり、あるいはそういう成果が継続す

るように努めてまいりたいと思います。

○渡辺主査 ほかはいかがでしょうか。

○有岡委員 生涯学習課のほうにお尋ねいたし

ます。報告書の363ページに、アシスト企業の登

録という表現がありまして、233の企業が登録し

てあるということですが、この中でコーディネ

ート件数が151件あります。私もぜひ民間なり、

そういう外部の力を借りながら教育に取り組む

ことが大事だと思っておりますので、151件、ど

のような内容があったのか、御報告いただけれ

ばありがたいと思います。

○恵利生涯学習課長 アシスト企業に関しまし

ては、民間の企業とかそういうところから専門

性や人材を生かして、学校とか地域の社会教育

に生かそうという事業でございます。

151件の内訳でございますが、中学校、小学校

への支援が非常に多く、その次に行政、高等学

校等に支援を多くしていただいているところで

ございます。

その中身でございますが、主に小中学校であ

りましたらキャリア教育。具体的に申し上げま

すと、ある中学校に複数の５社とか５企業が一

同に入られまして、教室ごとに分かれて配置さ

れます。それを子供たちが選択的にその企業に

時間を区切ってお話を聞きに行ったり、交流を

したりする授業をしていただくと。または高等

学校であれば放送の会社、そういうところから

来ていただきながら、聞くことやコミュニケー

ションの大事さ、そういうことをお話いただく。

またはＰＴＡの協議会には県立看護大学から来

ていただいて、子供の成長について話をいただ

く。そういう内容でさまざまな分野で加わって

いただいて、企業やそういう力を借りて県内の

県民総ぐるみの教育を推進していただいている

ところでございます。

○有岡委員 要するに、企業側から来ていただ

いて、生徒がその中でいろいろなお話を聞ける

と。生徒が企業に行って、そこでキャリア教育

的なものを受けるという、そのシステムじゃな

いということでよろしいんでしょうか。

○恵利生涯学習課長 企業の見学というんで

しょうか、そういう部分も、学校が望めば、ま

たはそういう望む団体があれば、工場見学だと

かそういう部分での支援もございます。

○有岡委員 わかりました。同じような考え方

で、行政監査報告書の中で出ているんですが、

ＮＰＯ法人が県内に400ほどありまして。その中

で共同事業として、そういう教育庁では11件ほ

どＮＰＯ法人との協働事業をやってらっしゃる

ようですが、生涯学習課が関連する中で、どの

ようなＮＰＯ法人と協働事業をやってらっしゃ

るのか御報告いただければありがたいです。

○恵利生涯学習課長 この報告の中で、生涯学

習課の管轄する県立図書館、こういうものの中

に、３件ほどＮＰＯ団体さんがかかわっていた

だいたものがございます。みやざき自然塾、こ

の方々が、みやざき自然塾コロキウムというよ

うな講座を設けられてます。または、ＮＰＯ法

人ｉさいと、この方々が図書館の中で、図書館

とまちづくり講演会というようなものもされた

という報告がなされております。

○有岡委員 ちなみにこれは予算化、ゼロ予算

という場合もあるでしょうし、行政からの持ち

出しの予算というのも発生してるのか、そこら
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辺がわかればお尋ねいたします。

○福田図書館長 今、図書館の話題が出ました

ので、私がお答えさせていただきます。

ＮＰＯ法人との共同、これＮＰＯ法人に限ら

ず民間とのいろんな共同事業というのは、各種

の相談会とかそういうものをやっております。

その中でＮＰＯ法人については、生涯学習活動

的なものをバックアップするという意味から、

場の提供という形で図書館の会場を貸しており

ます。

また、運営のサポートも若干かかわっている

ということで、直接予算的なものを確保して何

らかするという形にはなっておりません。

○有岡委員 ありがとうございました。

○髙橋委員 368ページの生涯学習課ですけれ

ど、旅する美術館（タビビ）です。県単の事業

ですけれど、先ほどの関連で、28年度通常予算

額が載ってませんが、もう終わりなんでしょう

か。

○四位美術館副館長 当該事業、この旅する美

術館、旅という名前においては、この年で終了

ですけれども。これの後継、ほぼ同じ内容の、

やはり各地において美術品の展示をさせていた

だくとともに、ちょっとアートの勉強をすると

いったようなものを加えました新しい事業を、

ことしから既に立ち上げておりますので、ほぼ

同じことで、ことしはやれるということになっ

ております。

○髙橋委員 ちなみにどちらになるんですか、

今年度は。

○四位美術館副館長 本年度におきましては、

高原町と木城町の２カ所になっております。

○髙橋委員 引き続き、その下の「わがまち」

いきいきアートプロジェクト西米良村で３名の

作家が滞在をされたということで、西米良とい

う1,200人ぐらいの村に、作家が３名も滞在をす

る。しかも21日間、すごい効果があったんじゃ

ないかと思いまして。今年度ちなみに予算もしっ

かり引き続きついてるんですが、どちらになる

んでしょうか。

○四位美術館副館長 本年度は、これも高原町

で、これ偶然なんですけれど、高原町で実施さ

せていただくことになっておりまして。お２人

の作家がそれぞれ皇子原のほうと、それから後

川内のほうで、それぞれ作品をおつくりいただ

いて、しかもその作品をおつくりいただく上に

おいても、地域の皆さん方の多大なる御協力を

いただきながら、子供たちもまき込みながら、

アートな体験をしていただくという形で、大変

盛り上がってる状況にございまして。この９月

の30日まで公開という、もちろんその後も公開

されますけれども、一つの区切りとしてやるこ

とになっております。

○髙橋委員 施策の成果等でも触れていらっ

しゃいますけれど、それなりの効果が出ている

と私も思いました。施策の進捗状況でも、日ご

ろから文化に親しむ県民の割合が低いじゃない

ですか。だから、宮崎県みたいなところは、こ

ちら側からしっかり提供することが大事なのか

なということなんですよね。なかなかお金がか

かる。それと一方で、そんなのに金かけるのか

とか、いろいろあったりするもんですから。予

算の取り方難しいでしょうが、こういうものは

地道にぜひやっていただきたいなと思います。

次、いいですか、続けて。世界遺産調査の経

費の関係で、375ページ、神楽の調査をされてま

す。これ文化財課ですね。次のページの世界遺

産調査研究とも絡むんでしょうけれど、これま

でどのぐらい、たしか数が200とかあったと思う

んです、神楽がですね。どの程度まで進んでる
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のか進捗をお聞きします。

○向井文化財課長 今、神楽の団体数が207ござ

います。その中で、書面調査は全て終わってお

ります。207です。現地調査が207分の48、そし

て演目調査、これが207分の27です。そして、映

像、音声の記録が207分の21ということになって

おります。

○髙橋委員 全て終わらないと、これいけない

わけで、記紀編さん、（2032年じゃないな、）そ

こまでに世界文化遺産登録を目指してたと私は

記憶をしてるんですけれど。そういうことでよ

かったんですよね。

○向井文化財課長 世界遺産の登録関係、ユネ

スコ無形文化遺産についてでありますけど、こ

とし５月に文化庁のほうと協議をしてまいりま

した。その中で、ことしが山・鉾・屋台行事、

これは京都の祇園祭りの山鉾行事が有名であり

ますけれど、これが33件、国の指定があります。

これがことし登録の予定であります。

そして2018年には、来訪神。これは、秋田県

のなまはげが有名でありますけれど、それが登

録予定ということであります。それ以後につい

ては、今のところ、全く予定が立ってないとい

うことで、文化庁内の特別委員会、そちらで、

ことし中には今後の申請を検討していくという

ことでございます。

○髙橋委員 私どもも、県外調査にかなり行っ

て、ハードル高いなという認識をしているんで

すが。早くこういう調査を済ませて、そこにあ

る後継者の方々ですよね、神楽を舞う方々。こ

の方々がずっと続いていかないといけないわけ

で、そういったところにしっかりつなげる調査

にしてほしいと思いますので、できるだけ急い

でいただきたいと思います。最後にします。

監査の意見書ですね、審査の。財務福利課の

きのう説明された中で、ちょっと聞き漏らした

もんですから再度聞きますが。収入未済額、い

わゆる滞納ですよね。ただことしの委員会の報

告では、かなり成果があった報告を私は聞いて

まして、しっかり前進してるなと思うんですが、

きのうの説明で、借り過ぎを防ぐ仕組みをつくっ

てらっしゃるということで、もう少しそこを教

えてください。

○大西財務福利課長 具体的には、いろいろ区

分がある。例えば下宿から私立学校に通う場合

とかいろいろあるんですけれども。例えば自宅

から公立の高校に通う場合、今まででしたら１

万8,000円っていう奨学金の枠しかございません

でした。

実際に、例えば１万円ぐらいほしいんだけれ

どとか、結局そういう方もいらっしゃるわけで

すね。そのために、皆さんのニーズに応える意

味で１万8,000円、１万4,000円、9,000円とかい

う３通りの区分を提示して、利用者が利用した

い金額というか、できるだけそれに近づける意

味で、額の多様化を図ったところでございます。

○髙橋委員 あくまでも、額は財務福利課が教

育委員会が決めた額になってるんです。例えば

さっき言った１万円の枠はないですよね、１

万8,000円、１万4,000円、9,000円だから。借り

受け人が１万円て、自由な金額は指定できない

んですよね。

○大西財務福利課長 その３通りの中から選ん

でいただくことになっております。

○髙橋委員 わかりました。

○渡辺主査 ほかにいかがでしょうか。

○中野委員 きのう多分聞き漏らした349ペー

ジ。この施策の進捗状況の一番上。これもう一

回説明してくれんですか。学習状況調査での、

平均正答率が全国水準以上の調査科目の割合、
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もう一回。これ県独自の定め方ですよね。

○金子学校支援監 一番上の、全国学力学習状

況調査での平均正答率が、全国水準以上の調査

科目の割合のことでよろしいでしょうか。

○中野委員 75。

○金子学校支援監 75という数ですね。このと

きの調査科目が８科目ありまして、その内の６

科目が全国平均のプラスマイナス１点以内に

入っていたと。１点以上であったという数が６

科目あったので、75.0％と。

もう一回申し上げます。全国平均があります

が、それのプラスマイナス１点の範囲をほぼ平

均と考えまして、それよりも上にある科目が幾

つあったかということで、ここの設定の数値に

したところなんですが、このとき８の科目があ

りましたので、そのうち６科目がマイナス0.1よ

りも上だったということで75％を達成したとい

うことになっております。

○中野委員 26年度が75.0だったということで

いいわけやな。

○金子学校支援監 そういうことです。

○中野委員 すると27年度が30ということ。

○金子学校支援監 平成27年度は、理科が科目

の中に入りまして、10科目のうちの３科目がこ

の平均以上であったと、数値がプラスマイナス

よりも上であったということになりますので、10

分の３ということで30％ということになりまし

た。

○中野委員 そういうのをここに書いたって、

今説明受けたけどまだようわからん。意味があ

る。もうちょっと俺のようなばかでもわかるよ

うな書き方してよ、こんなの説明を受けんとわ

からんよ。もうちょっと、全国平均がどうのこ

うのという数字をね、教育長、わかる、説明で

きる、今の。

○四本教育長 科目数で、そもそも捉えてると

ころが、ちょっとどうなのかというふうに私も

思いますので、これは検討させていただきます。

○中野委員 こういうの説明できんでもわかる

ようなのを出さんとね、意味がない。ここら辺

からやっぱり意識改革をしてもらいたいね。わ

からんように、ぼかすようにわざとしてるのか

なと。次、いいですか。

それと、学力向上の成果はどこに何て書いて

あるんですか。

○金子学校支援監 主要施策の成果に関する報

告書の350ページをお開きください。学校政策課

の施策の成果等というところで、一番最初の①

のところが、主に学力に関する成果になります。

○中野委員 その文章で宮崎県の学力について

は、どういう記述、内容になってるんですか。

○金子学校支援監 宮崎県の学力の現状につい

ては、この中では触れておりません。

施策の取り組み状況について、まとめさせて

いただいております。例えば、一番最初のみや

ざきWeb学びのシステムの活用とか、あるいは改

善計画書の策定、実践、あるいは学力向上マネ

ジメントサイクルの確立などで、学力向上に取

り組んできたということで、そういった具体的

な取り組み等をここでまとめさせていただいて

おります。

○中野委員 施策の成果等になってるけれど、

今のは手段よ、手段。手段と目的は違うわけで、

成果といったら、やっぱり目的がどこまで伸び

てきたかというのが成果であって。ここで国語

の勉強する気はないけど、この成果について学

力については、宮崎県の高校生なり小中学生の

学力が全国と比較してどうだったか、こういう

のをして、平均点数が少しでも上がったとか、

そういうのが成果じゃないと。
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この施策、予算をとってその事業をしたとい

う中身で、その結果どうかというのが成果であっ

て、何でそこ辺に触れんかな。悪いなら悪いと

か、今平均以上、または以下にあるけど、もう

ちょっとそれを伸ばすとか、宮崎の県内学力テ

ストをした結果がどうなったとか、問題はそこ

だけやから。宮崎県が平均以上やっておれば、

こんなに、議論をせんでもいいて。どういう取

り組みをしちょるかというのがね。

こういうのを見てると、学力というものに関

しては、教育委員会は逃げてるような気がする、

全体的に。成果はなんですか、成果等やから施

策があってもいいけど、成果。

○金子学校支援監 ここに書いてあるようなこ

とではあるんですが、いろいろな県の教育に関

する施策を進めまして、学校現場では点数的な

ものにつきましては、そんなにすぐに結果は出

ないと思いますけど、いろいろな形で直接、学

校訪問を行ったり、あるいは研修会等も毎年、

毎年改善を図りながら、よりよいものをという

ことで実施しておりますので、そういうものが

積み重なって、先生方の、例えば指導力が高まっ

たり、子供たちの学力もついてきて、結果的に

そういう点数的なものも上がってくるのではな

いかなと考えております。

○中野委員 だから、やっぱり結果が数字的に

はこう出ましたよっといわんとね。言葉だけで

何もわからない、こっちは。そうやろ。

○金子学校支援監 議員がおっしゃいますよう

に、数値的な結果というのも大事な成果の判断

基準でありますので、それについては、私たち

も常にいろんな形で分析しながら、その結果を

何とか改善したいとか、あるいはどこに課題が

あるのかというのを考えながらやっております。

○中野委員 そういうことわかっとるって。言

いわけせんで。

○四本教育長 できるだけ具体的に、その施策。

ここに少なくとも書いてあるのは、施策でこう

いうことを事業としてやったみたいなことが書

いてあります。委員のおっしゃるように、特に

学力の問題というのは、まさに結果の話で。た

だここに何点、何点っていうようなことは書け

ないかもしれませんけれども、この科目は向上

したとか、またこの辺はまだ課題があるとか、

その辺の記述の仕方を、また来年以降考えてみ

たいと思います。

○中野委員 結論から言えば、今回の決算結果

では、学力向上の成果については何も把握でき

ませんでしたって、主査報告になるわね。

次長も２人おるんやから、少しは次長もしっ

かり学力向上というものに関して。県庁で一番

暇なのは副知事が２人、暇じゃない、時間があ

る人、副知事。その次は各部の次長だと思って

る。何の責任もないしね、何もない。

もうちょっと次長も含めて全体的に取り組む

姿勢を示して。来年は、成果等やから、成果が

あって、そして施策でもいいわけだから。そこ

に触れないのがおかしいと思ってる。成果なん

かは何もわからんよ、こんな表じゃ。来年はしっ

かりこれ、また来年も俺はおるから。ちゃんと

議事録に残るから、具体的に改善してください。

しっかりこれ主査報告にも書いてくださいよ。

○有岡委員 特別支援教育室等の関係で報告書

の359ページをお願いいたします。未来につなが

る特別支援学校づくり推進ということで、新規

で検討委員会とか作業部会、42万7,000円という

わずかな金額でありますが、その中で課題を把

握していただいてるということで大変感謝して

おりますが。その中で施策の成果ということで、

幾つか空き教室の問題とかいろいろ表現がして
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あるんです。

その中で、若干取り組む部分として、高等部

をつくって就職率を高めるという課題があると

思ってます。県教委認定の技能検定を開発した

ということで、これも一つの成果だと思ってお

りますが、その報告書を見ますと、先進地視察

をしておりまして、福岡とか岡山ですか、こう

いったところを視察をされたということが書い

てあります。この中で、進路システムによるデ

ータ管理を実施し、全職員による事業所の開拓

を可能にしているということで、そういったこ

とをやることによって、就職率を93％から上げ

ていくということですが、こういった就職率を

上げていくための表現が、今回、当成果の中に

出てこないんですが。ここら辺の取り組みとい

うのは、この調査をし、いろんな意見を聞く中

で、そこまで煮詰めたものがなかったのかなと

いうふうに思うんですが、そこの点いかがでしょ

うか。就職率を高めるための、もう一歩進んだ

取り組みというのが、何かこの報告書の中で出

てこなかったのかなと思うんですが、いかがで

しょうか。

○川越特別支援教育室長 少々お時間をいただ

けますでしょうか。

今御指摘がございましたけれども、それぞれ

この未来につなげる特別支援学校づくり推進は、

検討委員会に学識経験者等の方、そしてまた、

作業部会のほうでは、それぞれの特別支援学校

から先生方を委員として御意見をいただいたと

いうことで、その中で学校の取り組みとして、

御報告があったということでございます。です

から、それをまた私どものほうで、今後の就労

率をアップする事業として、具体的に取り組ん

でいきたいと考えるところでございます。

特に、これまでこの技能検定というものを使

いましてその充実を図るとともに、自立支援員

という就労支援に係るものを学校に配置してお

るわけですけれども、その自立支援員というも

のを活用しながら、今年度は特に、企業の方々

を学校のほうにお呼びしまして、学校で行われ

ております作業学習等を、実際に見学をしてい

ただいて、その中で特別支援学校はどのような

取り組みをしているか、あるいは、障がいのあ

る生徒といったものがどういう学習をして、ど

れぐらいの実力といいましょうか、作業に対す

る能力があるのかということを、逆に企業の皆

様方に見ていただくといったような取り組みを、

今年度は行っているところでございます。

○有岡委員 企業側から見た目も大事ですが、

農業高校に行かれたり工業高校に行ったりいろ

いろ実績があるんですが、子供たちが興味を持っ

て、自分がどの道が興味があるということを見

つけていくきっかけづくりにも、ぜひ取り組ん

でいただきたいと思いますので、この調査なり、

今回の報告が生きてくることをよろしくお願い

したいと思います。

○緒嶋委員 育英資金の特別会計のこの監査報

告書にもある貸付金の償還促進については、さ

まざまな対策が講じられておるけれども、収入

未済額がふえておるということであります。こ

のさまざまな対策というのは、いろいろ聞かん

でもないんですけれど、やっぱり借りた人が償

還、返さないかんという自覚を持たせないかん

わけですね。その自覚が足らんから、こういう

ような収入未済額がふえるとも言えるわけです

が。そのあたり、最初貸し付けるときに徹底し

て家族を含め本人に、この金というのは公金で

すよと、みんなの税金を貸し付けておるんです

よと、そういう自覚を持たせるような努力を。

最初のスタートが私は問題だと思うんですが、
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そのあたりの指導というのは徹底されておるわ

けですか。

○大西財務福利課長 そこの意識改革というか

意識づけというのは、大変大事なことだと私た

ちも考えてます。特にことしからになるんです

けれど、専門主幹を一人配置させていただきま

して、今、中学校を回ってます。と申しますの

は、中学校のほうで高校の予約奨学生とかをと

られるもんですから、その中学校を回って、こ

れが将来のまた後輩たちの原資になる、いわゆ

る資金になるんですよということを、しっかり

そこで理解していただくということで、今中学

校回りをことしから特にやってると。今までも、

事あるごとにやってたんですけど、今回、こと

しから特に、それをまた強くやって、意識づけ

に取り組んでいるところでございます。

○緒嶋委員 将来的には、収入未済額を完全に

なくすというのは容易なことじゃないけれど、

毎年ふえるというのが私は問題だと思ってるん

です。

だから、これは親も含め連帯保証の人を含め、

そのあたりを徹底することによって。そういう

専門主幹を置くということもコストがかかるわ

けですね、逆に、経費的にも。そういうことは、

本当はあっちゃいかんわけですよね。そこあた

りをやはり、スタートで誓約書的なものを。事

情があって償還をおくらかすというのはやむを

得んと思うので、猶予があるというのはいいこ

とやけれど。その自覚を徹底して、誓約書的な

ものを、貸し付ける前には書かせるわけじゃな

いんですか。

○大西財務福利課長 借用書を出させて。それ

から、例えば滞納がある貸与者の方とは、後で

また話し合いをして、納付誓約書というのを出

させて、月々１万円返しますよとか、そういう

取り組みをやってます。

それから、先ほどの収入未済額の増なんです

けれども、昨年度は４億5,800万ほどございまし

た。今年度は４億6,000万ほど、200万ほどふえ

ております。これ委員の御指摘のとおり200万と

いう、率からしたら少ないかもしれませんけれ

ど、ふえてるのは事実です。

ただ、担当はすごく頑張ってると思うんです

けど、それは返すべき金額が１億5,000万ぐらい

ふえてるんです。だから、１億5,000万ぐらい返

していただかなきゃいけない金額がふえている

にもかかわらず、200万円しかふえなかったとい

うのは、今まで５つぐらい大きな取り組みをやっ

てるんですけれど、その成果が少しは出てるの

かなと。ただ、これにまた油断をせずにしっか

り取り組まなきゃいけないと思ってるんですけ

れども、以上でございます。

○緒嶋委員 であれば、27年度、28年度は、今

の努力が実れば、収入未済額が減るというふう

に見ていいですか。

○大西財務福利課長 先ほど申しましたように、

年々、返還額がふえているわけです。だから、

なかなかそれを全てカバーするっていうのは、

今約束はできないんですけど、ただ、私たちは

頑張らなきゃいけないと思ってます。

ただ、ことしすごく心配なのは、裁判を去年

起こしまして、その処理が今年度にまでずっと

入ってきてます。見てますと、やはりことし

ちょっと悪いんです、返還状況が。それは、担

当がかなりそちらのほうに手をとられてて、今

からまた気持ち切りかえて返還のほうにも、ま

た力を入れなきゃいけないと思っているところ

です。

○緒嶋委員 努力されてるということは認めま

すけど、やはりこういう形というのは、意見書
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にも書いてあるとおり望ましいことじゃないの

で、その努力は今後とも積極的というか、最大

の努力をしていただきたいと思いますので、要

望しておきます。

○日髙副主査 347ページなんですけれども、国

際バカロレアワークショップ。教育にふさわし

くないような名前ですけれども、この13人って

いうのは、どういった教員が派遣されているん

でしょうか。

○飯干学校政策課長 13人ですね。13人は、先

進的な研究ということで、県立学校の普通科系

専門学科っていってるんですが、理数科とかフ

ロンティア科とかそういう学科を持っていると

ころ。それとコースになりますが、探究科学コ

ース、それともう一つはＳＧＨに入ってます五ヶ

瀬を入れて全部で13校、そこから代表を選んで、

ワークショップのほうに派遣しております。

○日髙副主査 県内の先生方に、結果発表は伝

えられるという形をとられてるということです

か。

○飯干学校政策課長 ちょっとお待ちください。

この人たちを講師として研修会を行って、それ

を主体的な活動といいますか、アクティブ・ラ

ーニングというんですが、そういったことの内

容もこのワークに入ってますので、それも含め

て各学校に研修会等を開いて広めていくという

取り組みをしております。

○日髙副主査 ぜひこの結果を出していただき

たいなと思うんですけれども。ことしインター

ンで学生さん、沖縄から公立大学の学生さんだっ

たんですけれども、高校生のころに５カ国行き

ましたということで。これ全てじゃないんです

けれども、県のほうから補助を出していただい

てということで、グローバル人材育成というこ

とでいろんな活動をされてるという。もちろん

沖縄なので、国の予算の違いもあると思います

けれども、やっぱりこの宮崎も海外戦略をして

いく中、このグローバル人材育成というのを、

もう少し力を入れていただきたいなと思います。

よろしくお願いします。

○飯干学校政策課長 高校生の留学支援という

ことも、当課のほうでやってるんですけれども、

「１年間の留学、小中高英語力向上支援事業」

というものの中で、１年間の留学を希望する高

校生３名なんですけれども、渡航費用の一部と

して30万円を助成しておりまして、実際３名行っ

ております。

もう一つ、２週間以上１年未満の短期派遣で

すね、海外への。これは一応30名の予算を持っ

ておりますけれども、１人当たり10万円の助成

ということで呼びかけておりまして、昨年度12

名を派遣しておりますが、留学に関して、やは

り今後ともしっかりと国際化ということも踏ま

えて、取り組んでいかなければいけないと考え

ております。

○日髙副主査 ありがとうございます。

○中野委員 このあいだ、新しい研修センター

を見学してきました。パンフも見ました。パン

フの一番前に何て読むのかな、四文字で書いて

あるわけ。あれよう読まんかったんだけど、あ

れ何て読むと。

○金子学校支援監 爽磨拓創ではないかと思い

ます。

○中野委員 それはどういう意味か。

○金子学校支援監 済みません、ちょっとお待

ちください。

○中野委員 教育長、先生たちも辞書を引かん

とわからんとよ、意味が。そんなの掲げて何に

なるかと俺は思うたよ。国語の先生がやっとわ

かるぐらいか、今でもわからんぐらいで、みん
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なわからんやろ。それが一つ。

それともう一つは、教育研修センターって昔

はもともと先生の研修施設やったわけや。今度

行ってみたら、いろいろ社会の変化はあっても

いいよ。目立つのがキャリア教育。これも大事

やと思うけど、キャリア教育といったら、それ

ぞれ個人差があって高校、大学でいろいろ方向

は決まるわけです。何か、こういうのが目立つ

わけや。本来の研修、先生の研修センター、こ

れはどうなる。そして中を見たら、研修という

のはちらちらと書いてあるぐらい、学校の先生

の研修はね。立派な建物でにぎやかになって、

中身がいろいろふえているという話でね。また

あれを、県内の人がどれだけ利用するかという

と、本当知れてるやろうと。宮崎周辺の市内周

辺の人が来るだけで。もうちょっとこれは本来

の目的をしっかり追求してせんとね。研修はど

んなウェイトを持ってるのか。

○飯干学校政策課長 ちなみに先ほどの爽磨拓

創ですけれども、教職員に必要とされる資質、

能力をさわやかに磨き、子供たちの未来を切り

開く教育を創造するという精神を受け継いで、

学校や教職員を支援するさまざまな取り組みを

行うという理念であると。

研修なんですけれども、センターにおきまし

ては、教職員の研修がもちろん大きな部分を占

めます。それに対して社会教育等関係者研修と

いうことで、生涯学習自主研修、県民公開講座、

生涯学習・社会教育支援研修、キャリア教育支

援研修等で、広く県民の方にも開いて講座を開

設しているところでございます。

○中野委員 私が言ってるのは、県民に広くじゃ

なくていいわけ。要は、学校の先生の研修にど

れだけ力を入れてるかということを。全然、あ

んたたちの話すことは、俺の言葉の意味が通じ

んがね。俺の話し方が悪かったかな。

○片寄教育次長（総括） 結論から言えば、こ

の研修センターにおける研修というのも、中身

は常に見直しをしながら、成果が上がるような

形で。一言で言えば常に同じような形でやると

いうのも、ケースとしてはあるのかもしれませ

んけれど、やっぱり研修は目的があって研修を

やるわけですから、その目的達成がちゃんとで

きるかどうかというのは、常に検証しながら見

直しをやっていくと。

知事部局のほうも、やはり研修については、

そういう意識を持って取り組んでおりますので、

教育研修センターについても、基本的には成果

というのを強く意識しながら、必要な都度見直

しをやっていく必要があると考えております。

○四本教育長 教育研修センターの内容につき

ましては、今もほとんどは教職員の研修でござ

います。ただ、御案内のとおり建物は新しくか

えまして、たまたまそのタイミングで日向につ

くっておったキャリア教育センターというのを

全県的にやろうということもあって、あそこに。

ただ、基本は先生の研修のための施設であり、

実際そうやってつくっております。

それから、さっきの爽磨拓創でございますが、

あそこは古い建物というか、昔からずっと先生

の研さんのためということで、そういう伝統を

重んじなきゃいかんということで、パンフレッ

トに昔からのそういう言葉を多分入れたんだろ

うと思いますが。やはり時代とともに、そうい

うものも見直すということもあると思いますの

で、そういうふうなことで考えてまいりたいと

思います。

○中野委員 だから、爽磨拓創でいいわけ。だ

けどわからんから、ちゃんと下に意味を書いと

けばいいわけや。
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それから、今、次長が言ったように、そうい

うことであればパンフを見て、そういうのがわ

かる感じのパンフにすべき。ここで言うのは簡

単なんだよ。

だから、どういう研修もね、例えばどこが研

修やりますよといって人を集めるのか、学校政

策課が集めるのか、ここで出すのか、それによっ

ても全然違うから。変な言い方で地域の課題っ

ていう言い方しちょるけど、学校の差の違いや、

これ。そこら辺を含めた研修内容にするとかね、

どこが研修カリキュラム組んで対象の先生を出

すかとか、順番に出すかとかいう話もあるから。

これにも研修センターの成果が出るように、ちゃ

んとバラ色の話じゃなくて。あれを見ると、バ

ラ色のパンフに見えるけれど、中身をしっかり

充実させてください。

○渡辺主査 ほかはいかがですか。

○髙橋委員 育英資金の関係で、ちょっと確認

させてください。収入未済額の４億5,900万円の

うち、過年度分はざっくり２億7,000万でいいで

すよね、過年度分。

○大西財務福利課長 26年度未済額は４億5,800

万ほどあるんですけれども、そのうちの過年度

分が２億8,600万ほどになります。

○髙橋委員 この決算に関する調書を見て申し

上げてたんですけれど。そしてまた延滞金利息

がつくわけじゃないですか、過年度分には。そ

れが2,100万の未済額かなというふうに、決算書

で見て申し上げるんですが、延滞金利息は何％

でしたか。

○大西財務福利課長 7.6％になります。

○髙橋委員 延滞金の7.6というのは、今もう非

常識ですよね。いわゆるこの御時世からして、

マイナス金利ですよ。だからこの延滞金をもう

下げるかなくすかの方向で検討をされてないも

のかどうか。いろいろ法律が許さん部分もある

かもしれませんが、そういったところは検討は

されてないですか。

○大西財務福利課長 延滞金が高いというのは

十分認識をしております。今回実は裁判が何件

かあった中で、やはりその中でも裁判官のほう

からも一度出たことがございます。そういうこ

ともありまして、一応課内では、検討はさせて

いただいてるところでございます。

○髙橋委員 いろいろとすぐすぐに方向性が出

るもんじゃないと思います。いろんな各方面調

査をして精査をして結論が出る部分だろうと思

いますが。延滞金がいろいろちょっとお荷物に

なってる人も中にはいるかもしれませんし、おっ

しゃったように、今の御時世からして7.6％じゃ

ちょっとあり得ない。あり得ないというか中に

はまだ現存しますけれど、非常に現実的にはそ

ぐわない部分ですから。過去の延滞金をいろい

ろ操作っていう言い方をするとちょっとこれは

支障がありますが、いろいろやり方があると思

うんです。まけるっていう言い方はいかんな。

過年度分が非常に大きいですよね。だからある

意味で、これ以上過年度分をふやさないという

意味では、延滞金利息、こういったところも非

常にお荷物になってる部分もあるから、慎重に

適切な判断をいただくように検討をしていただ

きたいと思います。

○日髙副主査 先日、友達の子供が生まれてお

祝いに行ったんですけれども、関西の方で、も

う本当に宮崎は子育ての環境がいいね、いいねっ

て言って。自然もあるし環境も整ってるしって

いう話をされて。そしたらそのお母さんが、上

のお兄ちゃんが４年生になったら引っ越すって

言って。どうしてって言ったら、宮崎は学力の

レベルが低いからって言われたんですよね。そ
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れ聞いたときに、すごいショックで、もうスト

レートに言われたんで、ぜひ皆さんに頑張って

いただいて、人口減少にもつながるのかなと思

いますので、ぜひよろしくお願いいたします。

○緒嶋委員 美術品取得基金。これ定額運用型

から積立金の取り崩し型にかえてもらったわけ

だが、これは28年度は取り崩さんというのは何

もせんかったということかな。

○四位美術館副館長 宮崎県美術品等取得金を

活用した美術品取得ですけれども、これにつき

ましては、昨年11月議会におきまして条例改正

をいただきまして、平成14年度を最後に途絶え

ておりました、基金を活用した美術品取得に道

筋をつけていただいたということで、大変あり

がたいと思っております。

基金を活用しての本格的な美術品の取得とい

うことになりますれば、実に十数年ぶりという

ことになりますので、職員もみんな張り切って

準備に当たっておりまして、まずは取得可能な

作品の情報収集というものがどうしても必要に

なってまいりますので、それを担当職員が、美

術に詳しい画商等の関係者と直接接触するなど

して精力的に調査を進めておりまして、今50点

以上の情報を集めてはいるところであります。

その中に、もしも本館の収集保持にかなう作

品があれば、また確認をして情報を深めた上で、

外部専門家からなる収集審査委員会のほうで慎

重に決定した上で、今度はその予算をお願いす

るという段取りになっております。現在集まっ

ております情報の中には、その価格とそれから

作品の質等のバランスがうまくとれた作品はま

だ見つかっておりませんので、まだちょっと議

会のほうに御相談するという形には至っており

ません。早期取得をできるだけするということ

で、職員一丸となって情報収集にさらに当たり

たいと思っておりますし、館長みずからまた画

商等とも出かけて行くといったこともございま

すので、そういった形で、全員で一丸となって

頑張りたいと思っております。

○緒嶋委員 これは定額運用のときから、そう

いう積み重ねはなかったわけですか。定額の場

合は財政課がだめって言えばできんということ

だから、そういう取得についての努力はしてな

かったということ、変わってから始めたという

こと。

○四位美術館副館長 美術品の取得を予算化で

きずに、一応凍結という形になっておりますけ

れども、宮崎県立美術館においては、もう取得

をしないというふうなことになりますと、情報

そのものがまずなかなか入ってこないという状

況になります。今回情勢が変わったということ

で、少し情報が流れてき始めたというところに

ございまして。それを美術館員の方々に宮崎県

立美術館においては、資金の範囲内でしっかり

と取得をするんだということを御説明しながら、

情報が入りやすい形に、また持ってこようとい

うことで連携を深めていきたいという、そうい

う時期になっております。

絵画、美術品などは、売るという意思のある

方がいない限り市場に物がないという状況もご

ざいまして。そういう特殊性もございますので、

慎重にアンテナを高くして関係者の方から情報

が入るように人間関係を深めていきながら頑張

りたいと思っております。

○緒嶋委員 今までのことを言っても始まらん

ので、今後においては、そういういろいろなチャ

ンスがなければ取得ができないということもあ

るけれども、常日ごろからそういう前向きに取

得するものがないかという。いろいろな情報収

集の努力をしなけりゃ、そういうチャンスはめ
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ぐってこんのじゃないかと思いますので。やは

りさすが美術館だなというような物を、ぜひ取

得するように館長以下、皆さん方頑張ってほし

いなと期待しております。ここ１年以内ぐらい

には何とか取得してみてください。お願いしま

す。

○四位美術館副館長 一期一会の機会を逃さな

いように、もしそういったものが出てきました

らば、迅速に動ける体制固めをしておきたいと

思います。

それから、郷土作家の方々で、取得ができな

いという状況であきらめておりました、それほ

ど高額でなくてもよいような作品等については、

漸次調査を進めておりまして、一つの区切りが

つきましたなら、またこの基金等を利用させて

いただきながら、地元作家のほうの収集にも力

を入れてまいりたいと思います。どうぞ御協力

のほうよろしくお願いします。

○緒嶋委員 一言、頑張ってください。

○中野委員 さっき、日髙副主査が、学校によっ

て住むところをかえるって。何で義務教育かと

いうと、孫をよう観察しとるわけや。熊本に１

人おる。家をつくるのにも小学校区域を選んで

建てるわけです。何でか。あそこの小学校はも

のすごい評判がいいとか、いろいろ、そういう

もの。それは誰の責任か。まず教育委員会であっ

たり学校の校長であったりするわけ。いやいや

本当よ、教育長。あんたが全体の責任者やから。

だからそれだけ、やっぱり頑張ってほしいとい

うこと。

これ要望でいいけれど、この中で、いわゆる

成果とか進捗状況とかあるわけや。例えば360ペ

ージ。校内外の研修及び自己研さんにより授業

における児童生徒の満足感を高め、学習目標の

達成を目指し、授業改善を図る職員の割合、現

況値が85.1％、実績値が95.3％。これ本人にア

ンケート調査するより調べようがないやろ。

○西田教職員課長 今の件につきましては、２

月に行います、宮崎県の調査という形で、項目

として入れられたところです。

○中野委員 だから、85の現況値が95になりま

した。それだけ先生の考え方がよくなりました

という話じゃろうけれど、これは今言ったよう

な本人からのアンケートぐらいしかとれんやろ、

中身は。こんなの見たってしょうない。私はやっ

てませんって報告するばかはいないよ。中身も

もうちょっと現実的にやって、合理的に。みん

な先生でしょ、先生。知識人が集まっとって、

こんな現実にかけ離れたような調査をまじめに。

こんなのまじめに報告されても見る気しないも

んね。中身の厚さはいらんから、もうちょっと

凝縮して、現実にあったような、そういう内容

に来年もうちょっと改善してください。

○亀澤総務課長 御指摘ありがとうございます。

それで、一応ここの施策の進捗状況というとこ

ろにつきましては、県全体で、この主要施策の

成果の報告書をつくっておりまして、これはあ

くまで未来みやざき創造プラン、県の長期ビジョ

ンに、既にこういう指標を出して、それを目標

として、それの成果を上げるということで、全

庁的に統一されてるものですから、うちの教育

委員会だけこのあたりを変えるとはなかなかい

きませんけれど。前回やりました教育委員会の

点検、評価とか県全体の政策等でまた議論して、

そういう目標の立て方、実績というのは、そち

らのほうで検討させてもらわなきゃいけないか

なって、今お聞きしながらちょっと思ったとこ

ろで。主要施策だけは全庁的な取り扱いになり

ますので、うちのだけそこを載せないというと

また非常に難しいところがございます。
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○中野委員 だから、こういうのを全庁的にや

るというのが、また問題、逆にね。全庁でこん

な不合理なことやってるということ、俺に言わ

せると。政策評価なんて手段ばっかり言っとっ

て何にもならんね。こういう例えばこの上に書

いてあるマネジメントリーダー養成塾は何回か

したからって結果が出るかって、それをとるの

がおかしい。中には無理やり行かされたか、眠っ

ちょった人もおるかもわからんし、こんなの１

回１回評価するというのがおかしいわけです。

その結果が何に出るかというか、いじめの先生

の対応に出たりとか、そういうところがおかし

いと思ったらみんなで直さんとだめよ。本庁が

言うてきちょるから、わけわからんことでもやっ

てますっというのと一緒でよ。ぜひここへは全

体的に、全庁的に総務部、どっちかな総合政策

かな、まあいいけれど、そういうのはやっぱり

全体で改善していかんと何もかわらんよ、宮崎

県は。ぜひそこへは、もうちょっとエビデンス

じゃないけど、根拠のあるやつを載せてくださ

い。

○渡辺主査 ほかはいかがでしょうか。よろし

いですか。

それでは、教育委員会に関する審議はここま

でといたします。どうもありがとうございまし

た。暫時休憩します。

午前11時45分休憩

午前11時45分再開

○渡辺主査 分科会を再開します。午前中をこ

こまでとして、午後１時から再開いたします。

午前11時45分休憩

午後０時59分再開

○渡辺主査 分科会を再開いたします。平成27

年度宮崎県電気事業会計決算等について、執行

部の説明を求めます。なお、委員の質疑は、執

行部の説明が全て終了した後にお願いをいたし

ます。

○図師企業局長 企業局でございます。どうぞ

よろしくお願いをいたします。

説明に入ります前に１件御報告を申し上げま

す。さきの台風16号による企業局の施設等の被

害等の状況についてでございます。

電気事業及び工業用水道事業関係につきまし

ては、被害等はございませんでした。しかしな

がら、地域振興事業につきまして、一ツ瀬川県

民ゴルフ場が全面冠水をいたしまして、土砂や

流木が流入したため、９月の20日から24日まで

の５日間、全面的に営業を休業いたしました。

その後、迅速な復旧に努めました結果、25日か

らは部分的に、そして27日からは全面的に営業

を再開したところでございます。

それでは、決算の概要につきまして、座って

説明をさせていただきます。

お手元に配付しております、平成27年度公営

企業会計決算審査資料に基づきまして、御説明

をさせていただきます。

めくっていただきまして、表紙の裏に目次が

ございます。

本日は１番目の提出議案、２番目の提出報告

書、それから３番目の監査結果報告書指摘事項

等につきまして御説明いたします。

今回提出しております議案は、１番目の２つ

目の丸印からでございます。議案第23号「平成27

年度宮崎県電気事業会計利益の処分及び決算の

認定について」、議案第24号「平成27年度宮崎県

工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定

について」、議案第25号「平成27年度宮崎県地域

振興事業会計利益の処分及び決算の認定につい
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て」の３件でございます。

これらは３つの事業会計ごとに、地方公営企

業法第32条第２項の規定により、利益の処分に

ついて県議会の議決を求めますとともに、同法

第30条第４項の規定により、決算について認定

をお願いするものであります。

２番目の提出報告書は、地方公営企業法施行

令第18条の２第２項の規定により、精算報告を

行うものであります。

では、資料の１ページをごらんください。私

からは、各事業の決算概要について御説明いた

します。

平成27年度の決算につきましては、各事業と

も引き続き健全経営を維持し、純利益を計上し

ております。

まず、電気事業についてであります。供給電

力量は、降雨に恵まれるとともに、効率的な発

電に努めた結果、前年度を上回ったものの、会

計制度改正による特別利益の計上があった前年

度と比較すると、減収減益となりました。具体

的には、（２）の決算額の太枠で囲んでおります

とおり、純利益の実績が８億1,615万円余となり、

前年度対比で60.7％となりました。

次に、工業用水道事業であります。常時使用

水量は、前年度を上回ったものの、契約水量等

の見直しを行ったことや、会計制度改正による

特別利益の計上が前年度にあったことから、減

収減益となりました。具体的には（２）の決算

額の太枠で囲んでおりますとおり、純利益の実

績が7,546万円となり、前年度対比で13.3％とな

りました。

２ページをごらんください。次に、地域振興

事業であります。利用者数は、天候不順の影響

等により前年度を下回り、会計制度改正による

特別利益の計上があった前年度と比較をします

と、減収減益となりました。具体的には（２）

の決算額の太枠で囲んでおりますとおり、純利

益の実績が705万円余となり、前年度対比で16.8

％となりました。

詳細につきましては、総務課長から説明させ

ますので、よろしく御審議のほどお願いいたし

ます。

私からは、以上でございます。

○松田総務課長 引き続き、御説明をいたしま

す。

３ページのほうをごらんください。議案第23

号「平成27年度宮崎県電気事業会計利益の処分

及び決算の認定について」であります。

まず１の事業の概要でございますが、ダム地

点の降雨量が過去30年平均の107.6％と降雨に恵

まれますとともに、効率的な発電に努めた結果、

下の（１）の供給電力量は太枠の年度計の欄に

ございますとおり、実績５億9,454万9,000キロ

ワットアワーで、達成率は目標の118.2％となっ

ております。その結果、（２）の電力量収入は、

太枠の年度計の欄にございますとおり、実績41

億2,439万円余で、達成率は102.2％となってお

ります。

４ページをお開きください。２の決算報告書

であります。（１）の収益的収入及び支出であり

ますが、この報告書は予算額と比較するため、

決算額も消費税込みとなっております。①の収

入をごらんください。太枠の事業収益は、決算

額49億5,310万円余で、予算額に比べ１億7,499

万円余の増となっております。これは主に降雨

に恵まれましたことなどによりまして、営業収

益がふえたことによるものであります。②の支

出をごらんください。太枠の事業費は、決算額39

億8,440万円余で、不用額は４億8,530万円余と

なっております。これは、効率的な予算の執行
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等に努めたことによるものでございます。

５ページをごらんください。（２）の資本的収

入及び支出でありますが、これは事業収益を得

るために必要な資本等にかかる収支をあらわす

ものでございます。①の収入をごらんください。

太枠の資本的収入は、決算額27億2,275万円余と

なっております。②の支出をごらんください。

太枠の資本的支出は、決算額33億8,302万円余と

なっております。繰り越し額は３億8,476万円余

で、６月の常任委員会で御報告いたしました県

土整備部が行います、多目的ダムの工事が繰り

越されたことに伴う局負担分等の建設改良繰り

越しや、継続費の繰り越しであります。不用額

は７億※6,337万円余で、入札の執行残等による

ものであります。

欄外の米印の２つ目をごらんください。資本

的収入額が資本的支出額に不足する額は、将来

の設備投資に備えるために積み立てております

建設改良積立金等で補塡したところであります。

後ほど御説明いたします他の事業におきまして

も、同様に処理をしております。

６ページをお開きください。３の損益計算書

であります。①の収益の部をごらんください。

太枠の収益合計は46億1,920万円余となってお

り、主なものは営業収益の電力量であります。

②の費用の部をごらんください。太枠の費用合

計は38億304万円余となっており、主なものは営

業費用の水力発電費であります。その結果、そ

の下にあります収益から費用を差し引きました

当年度純利益は８億1,615万6,004円となってお

ります。

７ページをごらんください。４の貸借対照表

であります。表の左側のほうをごらんください。

固定資産は326億5,956万円余で、主なものは電

気事業固定資産や投資その他の資産であります。

流動資産は227億5,577万円余で、主なものは短

期投資であります。

表の右側をごらんください。固定負債は40

億1,660万円余で、主なものは建設改良企業債で

あります。流動負債は、52億7,947万円余で、主

なものは雑流動負債で、電気事業会計で一括運

用するため、他会計から融通を受けている資金

でございます。繰り延べ収益は10億618万円余で、

過去に取得した固定資産にかかる補助金でござ

います。資本金は268億8,176万円余で、主なも

のは組み入れ資本金であります。剰余金は135

億6,335万円余で、主なものは利益剰余金であり

ます。評価・換算差額等は46億6,795万円余で、

全額その他有価証券評価差額金で、有価証券の

時価評価による変動額を計上しております。

８ページをお開きください。５の剰余金処分

計算書案であります。未処分利益剰余金の処分

につきましては、表の一番右側の欄にあります

とおり、未処分利益剰余金13億2,388万3,910円

のうち、資本金に５億772万7,906円を組み入れ

ることとし、地方振興のための財源となる地方

振興積立金に１億2,556万1,745円、将来の設備

投資に備えるための建設改良積立金に６億8,059

万4,259円、その他緑のダム造成事業積立金に積

み立てることとしたいと考えております。

参考といたしまして、下の表に積立金残高の

推移を示しておりますが、表の一番右側の欄に

ありますとおり、未処分利益剰余金を処分案の

とおり積み立てた場合、処分後残高の合計は127

億3,380万8,080円となります。

９ページをごらんください。議案第24号「平

成27年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分

及び決算の認定について」であります。

まず、１の事業の概況でありますが、一部ユ

※69ページに訂正発言あり
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ーザーの増量予定が延期になったことなどによ

りまして、下の（１）の給水状況は、常時使用

水量が太枠の年度計の欄にありますとおり、実

績1,987万7,000立方メートルで、達成率が95.1

％となっております。その結果、（２）の給水料

金収入は、年度計の欄にありますとおり、実績

３億551万円余で、達成率は98.9％となっており

ます。

10ページをお開きください。２の決算報告書

であります。（１）の収益的収入及び支出であり

ます。①の収入をごらんください。太枠の事業

収益は、決算額３億9,333万円余で、予算額に比

べ221万円余の増となっております。これは主に、

有価証券売却益による営業外収益がふえたこと

によるものであります。②の支出をごらんくだ

さい。太枠の事業費は、決算額３億1,746万円余

で、不用額は7,084万円余となっております。こ

れは、効率的な予算の執行等に努めたことによ

るものであります。

11ページをごらんください。（２）の資本的収

入及び支出でございます。①の収入をごらんく

ださい。太枠の資本的収入は、決算額６億5,300

万円となっております。②の支出をごらんくだ

さい。太枠の資本的支出は、決算額８億1,571万

円余となっております。不用額は2,003万円余で、

入札の執行残等によるものでございます。欄外

の米印をごらんください。資本的収入額が資本

的支出額に不足する額は、減債積立金や借入金

償還積立金等で補塡したところでございます。

12ページをお開きください。３の損益計算書

であります。①の収益の部をごらんください。

太枠の収益合計は３億6,884万円余となってお

り、主なものは営業収益の給水収益や営業外収

益の受け取り利息でございます。②の費用の部

をごらんください。太枠の費用合計は２億9,338

万円余となっておりまして、主なものは営業費

用の運転費でございます。その結果、その下の

当年度純利益は7,545万9,755円となっておりま

す。

13ページをごらんください。４の貸借対照表

であります。表の左側をごらんください。

固定資産は22億5,663万円余で、主なものは浄

水場施設や送水管等の有形固定資産であります。

流動資産は21億5,981万円余で、主なものは雑流

動資産で、電気事業会計で一括運用している資

産であります。

表の右側をごらんください。固定負債は23

億4,424万円余、流動負債は２億2,006万円余で、

いずれも主なものは、電気事業会計からの借入

金であります。繰り延べ収益は５億151万円余で、

過去に取得した固定資産にかかる補助金等であ

ります。資本金は２億95万円余で、主なものは

組み入れ資本金であります。剰余金は11億4,967

万円余で、主なものは利益剰余金であります。

14ページをお開きください。５の剰余金処分

計算書案であります。未処分利益剰余金の処分

につきましては、表の一番右側の欄にあります

とおり、未処分利益剰余金１億8,858万6,692円

のうち、資本金に１億1,312万6,937円を組み入

れることとし、借入金償還積立金に7,545万9,755

円を積み立てたいと考えております。参考とい

たしまして、下の表に積立金残高の推移を示し

ておりますが、表の一番右側の欄にありますと

おり、未処分利益剰余金を処分案のとおり積み

立てた場合、処分後残高の合計は10億3,537

万4,639円となります。

15ページをお開きください。議案第25号「平

成27年度宮崎県地域振興事業会計利益の処分及

び決算の認定について」であります。

まず、１の事業の概況でありますが、天候不
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順の影響等によりまして、下の（１）のゴルフ

コース利用状況は、年間利用者数が太枠の年度

計の欄にありますとおり、実績３万2,501人で、

達成率は97％となっております。その結果、（２）

の施設利用料収入は実績2,000万円、達成率は100

％となっております。

16ページをお開きください。２の決算報告書

であります。（１）の収益的収入及び支出であり

ます。①の収入をごらんください。太枠の事業

収益は、決算額2,596万円余で、予算額に比べ111

万円余の増となっております。これは主に、有

価証券売却益による営業外収益がふえたことに

よるものであります。②の支出をごらんくださ

い。太枠の事業費は、決算額1,888万円余で、不

用額は280万円余となっております。これは、予

算の効率的な執行等に努めたものでございます。

17ページをごらんください。（２）の資本的収

入及び支出であります。①の収入をごらんくだ

さい。太枠の資本的収入は、決算額70万円となっ

ております。②の支出をごらんください。太枠

の資本的支出は、決算額1,023万円余となってお

ります。不用額は816万円余で、投資計画の見直

し等によるものでございます。欄外の米印をご

らんください。資本的収入額が資本的支出額に

不足する額は、借入金償還積立金等で補塡をし

たところでございます。

18ページをお開きください。３の損益計算書

であります。①の収益の部をごらんください。

太枠の収益合計は2,436万円余となっておりまし

て、主なものは営業収益の施設利用料や営業外

収益の受け取り利息でございます。②の費用の

部をごらんください。太枠の費用合計は1,730万

円余となっておりまして、主なものは営業費用

の施設管理費であります。その結果、当年度の

純利益は705万3,602円となっております。

19ページをごらんください。４の貸借対照表

であります。表の左側をごらんください。固定

資産は６億6,406万円余で、主なものはゴルフコ

ース等のスポーツレクリエーション施設であり

ます。流動資産は２億4,291万円余で、主なもの

は、雑流動資産で、電気事業会計で一括運用し

ている資産であります。

表の右側をごらんください。固定負債は７

億6,345万円余、流動負債は1,192万円余で、い

ずれも主なものは、電気事業会計からの借入金

であります。繰り延べ収益は161万円余で、過去

に無償譲渡を受けた固定資産にかかる受贈財産

評価額であります。資本金は6,670万円余で、全

額が組み入れ資本金であります。剰余金は6,326

万円余で、主なものは利益剰余金であります。

20ページをお開きください。５の剰余金処分

計算書案であります。

未処分利益剰余金の処分につきましては、表

の一番右側の欄にありますとおり、未処分利益

剰余金1,596万3,885円のうち、資本金に891万283

円を組み入れることとし、借入金償還積立金

に705万3,602円を積み立てたいと考えておりま

す。参考といたしまして、下の表に積立金残高

の推移を示しておりますが、表の一番右側の欄

にありますとおり、未処分利益剰余金を処分案

のとおり積み立てた場合、処分後残高の合計

は5,435万2,284円となります。

21ページをごらんください。参考までに、平

成27年度における企業局から知事局等への経費

支出額を記載しておりますが、例年とほぼ同額

の16億円余を支出しているところでございます。

続きまして、22ページをお開きください。電

気事業にかかる継続費の精算報告についてでご

ざいます。対象工事は、祝子発電所水車発電機

更新工事であります。①の工事概要ですが、昭
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和48年の運転開始から40年が経過したことから、

主要機器の精密点検と更新を行いまして、運転

信頼性の向上と出力増を図ったものでございま

す。

内容といたしましては、水車発電機の精密点

検や更新で、期間は平成26年８月８日から平成28

年３月15日まででございました。②の継続費精

算報告書でありますけれども、表の上段、款の

事業費、項の営業費用の欄は、精密点検に要し

た費用でございまして、年度計の欄にあります

とおり、全体計画１億6,260万円余に対しまして、

実績１億1,413万円余となりました。表の下段、

款の資本的支出、項の建設改良費の欄は、更新

に要した費用でありまして、年度の計の欄にあ

りますとおり、全体計画12億7,379万円余に対し

まして、実績10億6,846万円余となったところで

ございます。

最後に23ページをごらんください。３、平成27

年度企業局に係る監査結果報告書指摘事項等で

ありますが、指摘事項はございませんでした。

なお、注意事項１件につきましては、改善を講

じております。監査委員の決算審査意見書に関

しまして、特に報告すべき事項はございません。

説明は、以上でございます。よろしく御審議の

ほどお願いいたします。

○渡辺主査 ありがとうございます。執行部の

説明が終了いたしました。委員の皆様から御質

疑がありましたらお願いいたします。

○中野委員 ４ページ、５ページ。この収益的

収入とか消費税込みになってますよね。消費税

込み。これは消費税というのは、収益でもなけ

れば売り上げでもないんだけど、これは企業会

計法じゃ消費税込みという、そういう形式になっ

てるわけ。

○松田総務課長 こちら、予算と対比というこ

とで込みという形でお示しをしておりますが、

消費税につきましては、御承知のとおり受けた

消費税と払った消費税の差額を支払うというこ

とになっておりまして、損益計算書のほうにも

消費税の支払い額というのを営業外費用に計上

しているところでございます。

○中野委員 ここの７ページの貸借対照表の預

り金というのは、消費税額は預り金よね、普通

は。

○松田総務課長 これは一旦27年度預かってお

りまして、28年度に支払う額ということでござ

います。

○中野委員 これ消費税は幾らですか、消費税。

○松田総務課長 27年度でございますけれど、

電気事業会計で１億800万円余となっておりま

す。支払った額でございます。

○中野委員 だから、営業外収益とか財務収益、

そういうのに消費税が入っとるっていうの、俺

おかしいと思ったけれど、それで間違いないと

いうことであればいいけれど。

○松田総務課長 申しわけありません。先ほど

の消費税でございますが、未払い金に計上され

ております。７ページの右側ですね。流動負債

の中の未払い金の中に計上されておるところで

ございます。

○中野委員 ちょっと、収入に入れるというの

は、俺はおかしいと思ったけれど。

６ページの基金収益、有価証券利息。これ有

価証券はどこの分を持ってるんですか。

○松田総務課長 国債、地方債、それから政府

保証債というのを保有しております。

○中野委員 それともう１つ、10ページ。有価

証券売却5,500万、営業外収益。これはどこの何

ですか。やっぱり国債。

○松田総務課長 ちょっと調べさせていただき
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ます。

○中野委員 その間にもう一つ。ちょっとこれ

勉強ですけど。例えば７ページに繰り入れ資本

金と組み入れ資本金、この資本金というのは、

公営企業会計の場合は資本金というのは、総会

の議決か何か受ければ、資本金は、簡単にこう

やって動かせるわけ。普通、会社の場合は、そ

う簡単にいかんよね。

○松田総務課長 この資本金につきましては、

３つに分かれておりますけれども、今回組み入

れ資本金に組み入れるというふうに、利益処分

の中で御提案をさせていただいておりますが、

建設改良積立金を取り崩した額とか、そういっ

たものをここの組み入れ資本金に、議決をいた

だいて組み入れるというふうに制度的になって

おります。

○中野委員 最後、７ページ。この長期投資の

中には何がありますか、長期と短期と。

○松田総務課長 例えば九電の株でございます

とか、長期貸付金でございますね。一般会計と

か、工水、地域振興に貸し付けている長期貸付

金、こういったものが長期投資の中に含まれて

おります。

○中野委員 貸付金で利息が入らんのに投資に

なるかな。仕訳としてはそんなもん。貸付金は、

貸付金でええけど、投資じゃないよな。

○松田総務課長 長期貸付金は、利息を地域振

興に貸し付けている分について、わずかですけ

どとっておりまして、一応そういうことで投資

という取り扱いになったと。

○中野委員 貸付金、県に貸し付けとる分。ま

あまあ数字の上げ方やけれど、投資となるわけ。

○梅原副局長（総括） 貸付金につきましては、

基本的にやはり適切な利息をとることというよ

うな基本があるんですけれども。一般会計の貸

し付けをしていたときに、利息をとっていなかっ

たものをつけかえるというような工業用水の経

緯がありまして、それについては利息を取って

いない。先ほど申し上げましたように、地域振

興事業のゴルフ場会計についての貸し付けにつ

いてはとっているというような差が出ておりま

して。基本的にはやはり、長期貸し付けという

ことで、長期投資という位置づけの中にある状

況でございます。

○中野委員 投資と貸し付けはだいぶ意味が違

うと思うけどね。まあいいです。

○渡辺主査 ほかにいかがでしょうか。

○緒嶋委員 ４ページの中で効率的な予算執行

に努めたとあるが、具体的に言えばどういうこ

とをもって効率的といえるわけですか。

○松田総務課長 例えば、先ほどの決算の中で

も御説明いたしましたけれども、入札残等の執

行額の残でございますとか。

それに加えまして、予備費も計上しておりま

したけれども、これを執行しなかったというこ

とも執行残の原因になってるかと思います。

○緒嶋委員 執行した事業費などの予定価格か

らすれば、大体入札価格との差はどのくらいあ

るの。

○松田総務課長 少々お待ちください。

ちょっと個別ではございますけれども、例え

ば電話設備の更新工事等でございますと、入札

で大体85％ぐらいになったということで、残り

が執行残というふうになっておりますし、祝子

発電所の、先ほど申し上げました更新工事でご

ざいますと92.７％で、残りが執行残というふう

になってございます。

○緒嶋委員 今度一般会計に10億入れるという

のは、この地域振興積立金の中から出すという

ことになるわけですかね。
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○松田総務課長 委員おっしゃるとおりでござ

いまして、この中から28年度に繰り出すという

ことになっております。

○緒嶋委員 もう現在、積み立ても、一般会計

に入れてるわけ。

○松田総務課長 既に繰り出しをしております。

○髙橋委員 まず、基本的なところ。電気事業

の冒頭説明、１ページの電気事業説明のところ

で、降雨に恵まれるとともに効率的な発電を進

めたということで、27年度は降雨に恵まれたと

いうことで理解するんですが。ただこの監査委

員の審査意見５ページを見ると、年間雨量は前

年と比較して減少したもののって入ってるんで

す。あと雨量予測などの情報に基づき、効率的

な発電を進めたことによって、前年度の達成率

が118.2％だったというふうになるんですけれ

ど、どういうふうに、これ理解したらいいんで

しょうか。

○松田総務課長 まず降雨につきましては、30

年平均の雨量に比べまして、先ほど申しまし

た107.6％というふうにダム地点での雨量がふえ

たということでございます。

それから、効率的な発電と申しますのは、ダ

ムの水をためておりまして、放流をせずに可能

な限り発電をするとか、例えば台風が来るとい

うようなときになりましたら、事前に発電量を

ふやして、ダムの水位を下げるとか、台風の降

雨をダムにためていくというようなことで、効

率的な発電を図っているところでございます。

○髙橋委員 一つ整理しますけれど、いわゆる

雨の量っていうのは、ふえたんでしょうか、減っ

たんでしょうか。

○松田総務課長 前年度比というところでまい

りますと、委員のおっしゃるとおり減なんです

けれども、30年平均比ということで申しますと、

増ということでございます。

○髙橋委員 使い方が二通りあるということで、

理解をするんですけれど、監査の意見書ときょ

うの委員会資料で書きぶりが違ったもんだから、

いわゆる意味が二通りあるよっということで、

書いてらっしゃるんだなという理解をしないと

いかんですね。難しい。

それと、効率的な発電で、監査の意見書の概

要を見ると、雨量は前年度と比較して減少した

んだけれども、雨量予測で効率的な発電に努め

たから118.2％の達成だったよということで書い

てあるわけです。この効率的な発電は常に努め

れば、達成率というのは素朴な疑問なんですけ

ど、伸びていくもんなんでしょうか。限界って

いうのはあると思うんですけれど、最大出力と

かあるわけだから、そういったところをちょっ

とわかりやすく説明いただくとありがたいです

が。

○新見総合制御課長 おっしゃるとおり、効率

的な発電に努めれば、発電電力量は上がるとい

うことは確かにあるんですけれど、その年の雨

の降り方にもよりまして。例えば夏場にちょう

どダムの水位が下がってるときに、ちょうどい

い感じで雨が降ると、ダムの放流もせずにその

まま水をためて、それが丸々発電に使えるとい

うような形になるんですけれど、もうダムの水

がいっぱいのところで雨が降ってしまうと、そ

れは発電に使わずにダム放流でこぼしてしまわ

ないといけないと。そういうものが、その年、

年の雨の降り方で、いろいろ変わってくるもん

ですから、総制としましては、一応そういうと

きは、事前にできるだけ水をためるような形で

予測をしながらやっておりますが、そこには年、

年で差が出てくるということになります。

○髙橋委員 私が勉強不足かもしれませんけど、
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ダムの放流にはコストがかかるということです

かね。本当素人ながら、上から水が落ちること

によって電気が発生するんでしょうけれど、そ

のダムの放流は人工的にするわけですよね。技

術者によって。それはコストになるんですか。

○新穗工務課長 多目的ダムを使って発電をし

ているわけですけれども、雨が降ったりして水

をダムからこぼさないといけないという状況に

なったときに、県土整備部の職員が多目的ダム

に詰めておりますので、そちらの方が三交代勤

務で業務に当たるということでございます。コ

ストとなれば時間外等が発生するとか、あるい

はゲートを開け閉めするのに電気代が発生する

とか、そういう部分は、多少はあるかと思いま

すけれども、金額的にはさほど大きな金額では

ないというふうに考えております。

○髙橋委員 わかりました。いわゆる開け閉め

に係る労力というのは、これはちょっと別問題

で、開け閉め、放流をうまくやることによって

発電量っていうのは限りなく、高い電力量を得

ることができるということですよね。

○新穗工務課長 おっしゃられるように、発電

に使う水をこぼすということにならないように、

極力そういう操作を、例えば、雨が降る前に、

なるだけ発電で水位を下げて待ち構えるという

工夫をしたり、あるいはダム放流の終わり際に

は、なるだけ捨てずに、ダムにためられるよう

な形でダム放流を終わらせるとか、そのような

工夫を県土整備部の方にお願いをして、少しで

も発電量につながるような運用をお願いして

やっているということです。

○白賀副局長（技術） ちょっと補足させてい

ただきますと、放流して発電するのと、今言っ

ている放流するというのは、発電用の別の放流

管で発電に持ってきてるんです。ですから、今

放流するというのは、発電への放流じゃなくて、

そのまま川にこぼす放流なわけです。

ですから、効率的な発電という話が出てます

けれども、できるだけ、そのままこぼさないよ

うにためて、発電用に持ってくるという。発電

用のゲートを開けて、発電用、ほとんど100％発

電のほうに持ってくれば水が100％発電できるん

ですけれども、ダム水位が上がると洪水等を引

き起こしますので、そのために水量をある程度

下げる必要があります。そのときに発電に持っ

てくるだけの水量じゃ水位が下がらないと。そ

のときにはダムのいわゆる放流ですね、こぼさ

なくちゃいけないと。そういった意味でそこの

ところに効率的な運用っていうのが出てくるか

と思います。

○髙橋委員 私、毎年この委員会にかかわって

るもんですから、この効率的な発電が、ことし

初めてできたわけじゃなくて、この効率的な発

電は当たり前にやってるんだということですよ

ね。初めて見る方は、すごい努力をしたんだな

と見がちだけれど、これは日々こういう努力を

されている結果が、効率的な発電だということ

で理解します。毎年そういうことやってる。

○新穗工務課長 おっしゃるとおりで、日ごろ

からこのことはずっとやっておりますという意

味で。何もしないということに比べれば、何か

いろいろ努力をしておりますという意味での効

率的運用に努めてるという意味です。

○髙橋委員 一層の努力をお願いします。

○中野委員 工業用水のところですけれど、決

算額。前年度に比較して実績がかなり落ちてま

すよね。これは何か会計方法が変わった、前

ちょっと説明があったけれど、どんなふうに変

わったんですか。

○松田総務課長 特別収益を26年度は計上して
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おりまして、これは引当金等を取り崩して特別

利益に計上するという制度改正で、そういう特

別利益が発生しておった関係で、３会計ともで

ございますけれども。

例えば工業用水道につきますと退職給与引当

金、これは5,500万円余取り崩しをいたしました。

それから、修繕の引当金が４億2,000万円を取り

崩すというようなことで、これがトータル４

億8,000万円余、特別利益という形で発生して

おったところでございます。

○中野委員 今までは積立金は挙げてなかった

ということ。

○松田総務課長 例えば退職給与引当金につき

まして、全職員分の退職給与を引き当てて、積

み立てしておりましたけれども、これが会計制

度見直しによりまして、局が負担する分という

のを引き当てるというふうに、制度の見直しが

されまして、差額は取り崩して特別利益という

形で計上したところでございます。

○中野委員 そしたらそこの電気事業の部分は、

そういう部分はなかったということ。

○松田総務課長 電気事業につきましても６

億8,000万円余、特別利益が26年度に発生してお

りまして、一番大きいのがやはり退職給与引当

金、これの取り崩しで５億8,000万円余を、ある

いは渇水準備引当金というのが7,000万円余を引

き当てておりましたけれど、これについては引

き当てができないというふうになりまして、全

額を取り崩しております。

○中野委員 それだったら、引当金を引いた残

りが利益よね。工業用水だけがそういうのが大

きかったということでいいわけね。

○松田総務課長 あと、地域振興事業について

も3,500万円余、やはり特別利益が発生しており

ます。退職給与と修繕引当金でございます。

○中野委員 それともう一つ。ちょっと消費税

にこだわるけれど、１ページの上から（２）こ

の事業収益の46億1,900万、これは４ページで見

るとこの収入の中の決算額の4953に対応するわ

け。

○松田総務課長 １ページの事業収益46億が４

ページの49億でございます。

○中野委員 その差が消費税ということ。

○松田総務課長 はい。そうでございます。

○中野委員 こっちは消費税抜きにして、こっ

ちは消費税込みで収支を挙げるというのは。普

通消費税っていったら預り金やからな。収益で

も何でもないわけや。この方法で間違いがない

か確認してください。

○梅原副局長（総括） この決算報告書４ペー

ジの消費税込みというのは、これは収入、支出、

両方にわたってなんですけれども、もともと予

算を計上する場合には、消費税込みで予算を計

上しております。ただし、決算をする場合には、

民間企業と同じように、損益計算書も貸借対照

表も消費税抜きになっておるということでござ

いまして。まずこの決算報告書のほうでは、や

はり予算を公営企業として組んだということで、

予算と決算との対比をするということがありま

すので、この消費税込みの決算報告書をつくっ

ておる。

そして、今度は６ページ以降の損益計算書、

貸借対照表については、財務諸表として民間と

同じような形でお出しをして、決算について審

議していただくというつくりになっております。

○中野委員 これ合わせるときに、消費税を、

括弧書きするとか何とかせんと、こうして見る

場合にわからんわね。何か工夫してください。

こっちの予算と決算、予算出すときがあるけれ

ど、それも消費税どうするかという話でね、こ
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れは後の事業に対して発生するやつだから。

○緒嶋委員 この有価証券売却というのは、た

またま10年国債とか、そういう期限がきたから

売却した。それぞれ分けてやるというのは、工

業用水道会計とかそこは地域振興会計とか、別

々な項目で購入しちょったわけですか。

○松田総務課長 運用は、まとめて実際はやっ

ておりまして、最終的には資金量に応じて最後

に収益を割り振ったということでございます。

○緒嶋委員 10年国債とかに、その期限がきた

から売却したわけな。

○松田総務課長 これにつきましては、満期に

到達する前ではございましたけれども、満期ま

で持つか、今売ったほうがいいかということを

比較検討しましたところ、今売ったほうがいい

というようなことで、その時点で売却を決めた

ところでございます。

○緒嶋委員 売却は、全体でどれだけになった

わけですか。

○松田総務課長 売却額が13億5,300万でござい

ます。

○緒嶋委員 まだかなり有価証券の手持ちはあ

るわけですか。

○松田総務課長 少々お待ちください。債権全

体というのは189億円保有しております。

○有岡委員 監査報告の中からちょっとお尋ね

してみたいと思うんですが、災害対応とかあり

ますと、大変職員の皆さん方、現場でストレス

を感じるような場面が多いと思うんです。そう

いった意味で、心と体の健康づくりという業務

委託をしてらっしゃるようですが、業務委託は

どういうことをやってらっしゃるのか、参考に

お尋ねいたします。

○松田総務課長 これ、職員の心身、心と体の

健康づくりということで、健康づくり協会のほ

うに委託しまして、専門の保健師等にカウンセ

リングをお願いしたり、健康診断の結果を踏ま

えて、個別にその改善に向けたアドバイスをし

てもらうとかそういったものでございます。

○有岡委員 18号の発生も起きてるようですが、

職員の皆さん方が現場に行かれて大変ストレス

感じるということを思いますので、ぜひフォロ

ーアップをお願いしたいと思います。

○中野委員 １ページ。我々はやっぱり企業局

の埋蔵金が知りたいわけや。どれぐらい資産が

あるか。結局１ページの資産を見ると短期投

資212億。短期投資というのは大体１年以内の投

資よね、212億。それと資産が224億で、その建

物やらが入って554億やけど。短期投資っていう

のは右側の負債でいったらどれになるんですか。

○松田総務課長 今おっしゃいました短期投資

でございますけれども、例えばここで申し上げ

ておりますのは、運用資金が大体255億程度ござ

いますが、これから基金で運用している分を大

体差し引きまして、大体212億ということで。こ

こに短期の投資運用でございまして、定期預金

とか債権等で運用しているものでございます。

○中野委員 それに長期投資とか、できたら全

体の資産のうちの固定資産以外の、それがどれ

ぐらいあるかというのを、次、明細ぐらい出し

てくださいよ。じゃないとわからん。一般会計

とは違うからね。正味どれぐらいあるとかな、

あんたたちがゆったり構えちょるから、かなり

埋蔵金があるとかなと思うけれど、これはなか

なかわからん。だから、債権買ってるやつとか

ね。

○渡辺主査 きょうは、決算特別委員会の分科

会ですけれども、通常このメンバーで常任委員

会をしてますので、閉会中審査も含めて、また

資料の提出をお願いしたいと思います。
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○中野委員 当然中身やからね。

○渡辺主査 ほかにございますか。

○松田総務課長 先ほど私の説明のところでご

ざいますが、５ページの資本的支出の不用額の

欄でございます。太枠の計の欄でございますが、

７億6,137万円余を6,337万円余と読んでおりま

したので、修正をお願いしたいと思います。

○渡辺主査 了解いたしました。今のところよ

ろしくお願いします。

ほかは、よろしいですか。

それでは、以上をもって企業局の審査を終了

いたします。大変お疲れさまでした。ありがと

うございました。暫時休憩します。

午後１時57分休憩

午後２時２分再開

○渡辺主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてですが、あす９月30日金

曜日の午後１時に採決を行いたいと思いますが

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 それではそのように決定いたしま

す。その他何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 では、以上をもちまして本日の分

科会を終了いたします。

午後２時03分散会
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午後１時０分再開

出席委員（５人）

主 査 渡 辺 創

副 主 査 日 髙 陽 一

委 員 中 野  明

委 員 髙 橋 透

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（１人）

委 員 緒 嶋 雅 晃

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 木 下 節 子

政策調査課主幹 西久保 耕 史

○渡辺主査 分科会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

議案につきまして、賛否も含め御意見がありま

したら、お願いをいたします。ないですか。

暫時休憩します。

午後１時０分休憩

午後１時１分再開

○渡辺主査 分科会を再開いたします。

先ほど申しましたように、採決に入ります前

に、御意見等ありましたらお伺いします。いわ

ゆる委員間討議です。

暫時休憩します。

午後１時２分休憩

午後１時16分再開

○渡辺主査 分科会を再開します。

それでは、本分科会に付託をされました議案

の採決を行いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 それではまず、採決につきまして

は、議案ごとがよろしいでしょうか。一括がよ

ろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 それでは、一括して採決いたしま

す。

議案第22号につきましては、原案のとおり認

定、第23号、第24号及び第25号につきましては、

原案のとおり可決及び認定とすることに御異議

ありませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 御異議なしと認めます。よって、

議案第22号につきましては、原案のとおり認定、

第23号、第24号及び第25号につきましては、原

案のとおり可決及び認定すべきものと決定をい

たしました。

次に、主査報告骨子案についてであります。

主査報告の内容として、御要望等はありませ

んでしょうか。

暫時休憩します。

午後１時17分休憩

午後１時18分再開

○渡辺主査 分科会を再開します。

休憩中にいただいた内容で努力をいたしたい

と思います。

その他で何かありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺主査 では、以上で分科会を終了いたし

ます。

午後１時18分閉会

平成28年９月30日(金)


